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巻　頭　言

　2018 年 11 月 10 日（土）・11 日（日）の両日、早稲田大学（東京都新宿区）において、国際ビジネス研

究学会第 25 回全国大会が「クロスボーダー M&A ／アライアンス －国際ビジネス研究のフロンティア－」

を統一論題として開催されました。まずは、ご参加を賜りました 270 名ほどの会員の皆様に厚く御礼申し

上げます。

　本大会の実行委員長を当初務めておられた太田正孝先生が 2018 年９月 28 日にご逝去されました。今

回の大会は、1994 年７月に奇しくも早稲田大学において本学会が創設されてから四半世紀が経過し、グ

ローバル環境も大きく変化する中、本学会が国際ビジネス研究の新たなフロンティアを切り開く全国大会

でもありました。こうした記念すべき大会は太田委員長のもとで行いたかったとの残念な気持ちでいっぱ

いです。謹んでご冥福をお祈り申しあげます。

　大会初日は、統一論題に関し、宮島英昭先生（早稲田大学）、Harbir Singh 先生（Wharton）（遠隔方式

による登壇）、池上重輔先生（早稲田大学）に加え、大伴彰裕氏（日産自動車株式会社 アライアンスグロー

バル VP、常務執行役員）、池内省五氏（株式会社リクルートホールディングス 取締役兼専務執行役員）

という多彩な講演者からご報告をいただきました。その後、牧野成史先生（香港中文大学）にも加わって

いただき、池上重輔先生をコーディネーターにパネルディスカッションを行いました。

　２日目は、５つの会場に分かれ、一般会員セッションと院生セッションを合わせて史上最高の 70 本の

自由論題報告がなされたほか、国際交流フォーラム、企画フォーラムおよび編集フォーラムという３つの

フォーラムを実施しました。国際交流フォーラムでは、韓国国際ビジネス学会（KAIB）から Geon-Cheol 

Shin 前会長（慶熙大学校）と Dong-Soon Kim 会長（中央大学校）にお越しいただき、ご報告いただきました。

企画フォーラムでは、「（論争）内部化 VS 外部化：企業の国際提携を説明する有効な理論とは？」をテー

マに、伊田昌弘先生（阪南大学）、藤沢武史先生（関西学院大学）、長谷川信次先生（早稲田大学）、大木

清弘先生（東京大学）、上野正樹先生（南山大学）による活発な討論がなされました。編集フォーラムでは、

「投稿を通じた研究発展プロセス －社会人出身者と留学生の体験から－」をテーマとして、周佐喜和先生

（横浜国立大学）、小久保欣哉先生（二松学舎大学）、蒋瑜洁先生（重慶大学）による討論がかわされました。

　本大会を無事終えることができましたことに対して、白木三秀会長、長谷川信次大会委員長および大会

委員会の先生方、運営面でご尽力をいただいたリエゾンオフィス、アルバイトの学生に心より感謝いたし

ます。

第 25 回全国大会実行委員長

坂 野 友 昭（早稲田大学）
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クロスボーダーM&Aとクロスボーダー・アライアンスの統合マネジメント

池上 重輔（早稲田大学）

要　　旨
日本企業にとってクロスボーダー M&A とクロスボーダー・アライアンスの戦略的重要性が増してき

ている中、その統合マネジメントに関しては必ずしも研究の蓄積は多くない。本稿は 2018 年度の国際ビ

ジネス研究学会の全国大会の基調講演をベースに、クロスボーダー M&A においては買収後統合（Post-

Merger Integration: PMI）、クロスボーダー・アライアンスにおいてはアライアンス・ガバナンスと呼ば

れる“統合マネジメント”が国際ビジネス研究のフロンティになりうる可能性、そしてこの２つの研究

が相互補完的な関係になりうる可能性を基調講演のゲスト企業２社の事例も紹介しながら問いかける。

企業がアライアンス管理に関する知識を収集、共有、保存し、この知識を現在および将来のアライアン

スに適用する能力を指すアライアンスマネジメント能力に関しては相応の研究蓄積があるが、今後はトラ

スト、資源の相互補完、アライアンス・ガバナンス（パートナーの機会主義的行動管理）の研究が重要と

なってこよう。M&A 研究においては「どのような ( 事前の ) 条件で、企業買収するのか？」から「どのよ

うに買収企業を選択し、統合するのか？」 へと重点がシフトしてきた。PMI 手法は、戦略的相互依存性と

組織的自立性という２軸で分類しうるが、相互依存が高く、組織的自立性も高いことによってシナジーが

期待できる場合は“共生型”の PMI が適切な場合があり、今後は共生型をどうマネージするかの研究が

必要になるだろう。

日産（とルノー）の事例は、２社の戦略的アライアンスという側面とルノーによる PMI という２つの側

面で見ることにより多様な示唆を得る可能性があること、時間をかけてシナジーを実現してゆくプラスと

マイナスがあることなどが見えてこよう。リクルートの事例はクロスボーダー M&A における共生型の先

進事例であり、その背景として明確な経営戦略を持つことの重要性を示している。

Ⅰ．はじめに
M&A は長年、経営の実務・理論の両面におけ

る重要な論点と位置付けられてきた（Bauer, F., 

& Matzler, K., 2014）。M&A の成功率は必ずしも

高くないが（1）、企業成長の３割は M&A が源泉

であるという分析結果もあり（2）、2018 年度に日

本企業が当事者となる M&A 件数は 3850 件、金

額ベースでは 29 兆 8802 億円と、ともに過去最高

を記録した（3）。国境を越えた M&A であるクロ

スボーダー M&A は、全世界で過去 10 年は年間

１万件前後で推移しているが、日本企業が当事者

となるクロスボーダー M&A は 2010 年以降件数

が急増しており2018年には総計で1036件となり、

特に日本企業が海外企業を買収する In-Out 型

M&A は 777 件と過去最高を記録した（4）。またク

ロスボーダー・アライアンスも企業の命運を左右

する重要性を持つようになったと言われる（桑

名, 2012）。日本企業によるクロスボーダー・アラ

イアンスの正確な統計は取りにくいが、海外ビジ

ネスに高い関心を持つ企業の約３割が海外組織と

アライアンスを行っており、海外ビジネスのパー

トナーに課題を感じる企業の割合は 54.5％となり

海外ビジネスを担う人材とならんで最重要課題と

なっている（5）。

統一論題
国際ビジネス研究第 11巻第２号

─1─



クロスボーダー M&A とクロスボーダー・アライアンスの統合マネジメント

─2─

M&A はアライアンスの一つの類型であり、資

本提携を含むアライアンスの進化したものと位

置付ける見方も存在するが（江夏他, 2013）、こ

れまで M&A とアライアンスは性質の違う別の

ものと位置づける見方が主であったことから

（Chen and Chen, 2003 ; 竹田, 1997 等）M&A と

アライアンスは別個に研究されることが多かっ

た（6）。M&A の成否においては事前のデューデリ

ジェンスや交渉のみではなく買収後の統合（Post-

Merger Integration; PMI) が重要であるとの認識

が広まっている。2018 年末のゴーン氏の逮捕に

より状況が激変したが、ルノーと日産の関係にみ

られたようなアライアンスと M&A の垣根を超え

た国際企業間協業形態は、クロスボーダー・アラ

イアンスと M&A の統合マネジメントの先端事例

の一つであろう。また、これまでは M&A の

PMI と 言 え ば 米 国 GE（General Electric 

Company）に代表される被買収先へのコントロー

ル度の高い統合マネジメントが主流であったが、

リクルート社のように被買収先の自律性を重んじ

る PMI も見られるようになり、アライアンスに

よく見られるような相互自律的な会社関係マネジ

メントの知見を、M&A に適用することで日本企

業の国際展開のチャンスが拡大するのではないだ

ろうか。

2018 年度の国際ビジネス研究学会の全国大会

において大会実行委員長であった故太田正孝先

生（大会実行時は坂野友昭先生）は統一論題とし

て「クロスボーダー M&A ／アライアンス―国際

ビジネス研究のフロンティア―」を提案された。

本稿はクロスボーダー M&A においては買収後統

合、クロスボーダー・アライアンスにおいてはア

ライアンス・ガバナンスと呼ばれる“統合マネジ

メント”が国際ビジネス研究のフロンティアにな

りうる可能性、そしてこの２つの研究が相互補完

的な関係になりうる可能性を問いかける。

Ⅱ．先行研究
１．アライアンス

アライアンスは６～７割が失敗に終わると

いう成功率の低さが問題視され（Hughes and 

Weiss, 2007 ; 元橋 , 2014）、2000 年以降、企業が

アライアンス管理に関する知識を収集、共有、保

存し、この知識を現在および将来のアライアンス

に適用する能力を指すアライアンスマネジメント

能 力（Alliance Management Capability : AMC）

が重要視されるようになった（Heimeriks and 

Duysters 2007 ; Kale and Singh, 2007）。アライア

ンスマネジメントに関しては米国で実務のノウ

ハウ蓄積が進んでおり、ASAP（The association 

of Strategic Alliance Professionals）が監修する

“Best Practice Workbook”はアライアンスマネ

ジメントの実務教科書としてよく知られている

（元橋, 2014）。

アライアンスマネジメント能力はダイナミッ

ク・ケイパビリティの一種であり、多くの場合ア

ライアンスの①ストラクチャー②プロセス③ツー

ルを通じて測定される（Duysters et al, 1999；

Kale et al. 2002; Kale & Singh, 2007）。パフォー

マンスに影響するアライアンスマネジメント要

因としては①パートナー間の情報とナレッジ共

有②パートナー間の共通理解③共同の目標への

集中が指摘されている（Niesten & Jolink, 2015）。

高いアライアンスマネジメント能力を持つこと

で企業のアライアンスパフォーマンスは高ま

る（Heimeriks and Duysters, 2007）。Niesten & 

Jolink（2015）は今後の当該分野における研究の

方向性として①主に少数事例を用いた定性分析に

よるアライアンスマネジメント要因の、より体系

的な分析②特定のパートナーと培ったアライアン

スマネジメント能力の汎用化可能性③先に挙げた

３要因以外のアライアンスマネジメント能力、例

えばトラスト、資源の相互補完、パートナーの機

会主義的行動の研究、を挙げている。



クロスボーダー・アライアンスマネジメント

は国内のアライアンスマネジメントより難易度が

高くなるが、その不安定さを引き起こす要因とし

ては、文化的要因が強調されることが多い。自動

車業界におけるグローバル・アライアンスの事例

分析を通じた、欧米・日本・中国の企業文化の相

違がアライアンスにどのように影響するかを分析

した Gill & Butler（2003）は、各国の信頼に対す

る考え方、信頼関係の築き方、信頼を損ねる要因

差が、アライアンス関係を難しいものにすると

し、自らの信頼の根拠が受け入れられないと、次

第に相手に対する不信感が生まれるとした。本稿

はクロスボーダー・アライアンスマネジメントの

中でもパートナーがアライアンスの利益ではなく

自らの利益を追求するような機会主義的行動をと

らないように管理するアライアンス・ガバナン

スに特に着目している。Niesten & Jolink（2015）

も今後の有望研究分野の一つとしてパートナーの

機会主義的行動の研究を挙げていたが、クロス

ボーダー・アライアンス・ガバナンス研究はまだ

初期的段階である。パートナーと協力することで

最大の成果が出るようにお互いの行動を調整す

るアライアンス・ガバナンスの類型として Judge 

& Dooley（2006）は、①資本関係に基づく統治

②契約書・ルールなど取り決めに基づく統治③コ

ミュニケーション・共同作業チーム・交流などの

関係性に基づく統治の３つを挙げている。機会主

義的行動を抑制する効果があったのは関係的ガバ

ナンス、その次に重要なのは契約的ガバナンスで

あり、資本的ガバナンスの効果は限定的であった

（Judge & Dooley, 2006)。

アライアンス戦略と戦略的アライアンスはよ

く混同されるが、アライアンス戦略は目的別にど

のようなアライアンスを締結するかの全体像であ

り、戦略的提携は市場で競争する（しうる）企業

間である共通の戦略目標を達成するための提携で

あり、日本企業は伝統的に前者に強いとされてき

た（江夏, 1995）

２．M&A
Bauer & Matzler（2014）は M&A 研究を財務・

経済、戦略的マネジメント、組織行動、プロセ

スの４学派に分類し、それぞれを買収前フェー

ズ、買収後フェーズ、M&A の成功の３つの論点

で整理した。その整理では、プロセス学派を除く

各学派とも買収前フェーズの研究に力点を置き、

M&A の成功に関しては財務・経済と戦略的マネ

ジメント学派に集中しており、買収後フェーズは

戦略的マネジメント学派にとって真空地帯となっ

ていた（Bauer & Matzler, 2014)。買収前に M&A

のパフォーマンスを予測しようと、対象事業の市

場および製品等の戦略的適合によって M&A を分

類する研究が多かったが（Salter & Weinhold, 

1988 ; Shelton, 1988）、M&A 成 立 後 の 統 合 が

M&A 成功の重要な鍵を握るとの考え方が強くな

り（e.g. Angwin and Meadows 2015; Larsson and 

Finkelstein 1999）、M&A 研究は「どのような（事

前の）条件で、企業買収するのか？」から「どの

ように買収企業を選択し、統合するのか？」へと

重 点 が シ フ ト し て き た（Jemison & Sitkin, 

1986）。

しかし、PMI に関する統合的なフレーワーク

は不足している（Teerikangas and Joseph, 2012）。

その理由としてはシンプルなモデルは重要なプ

ロセスや条件を無視し（Angwin and Meadows, 

2015）、一方で包括的なモデルは、複雑性が増

し、実用性を阻害するというジレンマがあげら

れる。結果として M&A 統合研究の大多数が、特

定のサブトピックの研究となり、各々が繋がっ

ていない（Schweiger and Goulet 2000）。そこで

Steigenberger, N. （2017）は Context（PMI 開始

前の背景・条件）、Structural intervention（構造

的介入）、Leadership and Communication based 

interventions （リーダーシップとコミュニケー
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ションによる介入）、Collective sense making and 

negotiations（集団のセンスメイキングと交渉）

の４カテゴリーからなる、M&A の PMI 研究を

統合するためのフレームワークを提示した。ただ

し、各カテゴリー内の個別論点でも多様な意見が

あり、例えば Context の一論点である Cultural 

Distance（文化的距離）でも、実務家の意見は

文化的親和性こそ PMI の重要な成功要因とい

うことで一致しているが、アカデミックでは文

化の類似性が、統合の成功を促進する（Cooper 

and Cartwright, 2001 ; Schraeder and Self, 2003; 

Teerikangas and Very, 2006）という先行研究が

多い一方で、高い文化的適合は、“公式的な”組

織統合を阻害する場合もある（Puranam et al., 

2009; Bauer & Matzler, 2014）ともされている。

Haspeslagh and Jemison （1991）はリソース・

ベースト・ビューを前提に、潜在的なシナジー効

果に着目することの多かった従来の M&A 分類か

ら、戦略的相互依存性と組織的自立性という２軸

を使い、どのようにシナジーが実現されるかとい

う視点で PMI を分類した。

戦略的相互依存性は戦略的適合の中核概念で、

M&A をする企業同士がどの程度能力移転や資

源共有などの点において相互依存しているかを

示し、M&A による企業価値が比較的一時的な

Value Capture（価値獲得）によるのか、より中

長期な Value Creation（価値創造）によるのかを

規定する。中長期的な価値創造はそれぞれの企業

が別個に活動していては実現しにくい。なぜなら

そうしたシナジーから価値を創造するような資源

は移転が簡単ではなく（Barney, 1991）、組織構造・

機能的活動、組織文化等の統合を求められる場合

が多いからである（Pablo, 1994）。組織的自立性

は組織的適合の中核概念で、組織文化がどの程度

維持されるか否かを示している。被買収企業の自

律性が減少し組織文化の境界が崩れることは、組

織文化に根差した戦略的組織能力（組織内の基本

動作やプロセス等）へ悪影響を与える場合がある

（Puranam et al. 2009）。ゆえに、特に買収する側

の企業に新しく不慣れな資源がもたらされる場合

には被買収企業の意思決定を尊重する必要性が主

張された（Puranam et al. 2006）。その場合は買

収側企業の文化とは違った被買収企業の文化を許

容する多文化主義が必要となる（Nahavandi and 

Malekzadeh, 1988）。

このStrategic InterdependenceとOrganizational 

Autonomy は２×２のマトリックスとなり、以下

の PMI 分類となる。１）Preservation（保持型）：

被買収企業が価値ある資源を維持するために、高

い自律性と低い戦略的相互依存を必要とする。

２）Absorption（吸収型）：被買収企業は、低水

準の自律性と高レベルの戦略的相互依存を必要と

し、業務、組織および文化は親会社に完全に統

合される。３）Symbiotic（共生型）買収企業は、

共存を可能にするために、高い戦略的相互依存性

と高い組織的自立性の両方を必要とする。両社

は、企業間の境界がなくなるにつれて、幅広い相

互作用の影響を受けやすくなる。４）戦略的相互

依存性も組織的自立性も低い “Holding（ホール

ディング型）は Haspeslagh and Jemison の研究

がリソース・ベースト・ビューを前提にしており

能力移転型の M&A にフォーカスしていたため、

Holding 実例は提示されていなかった（7）。

クロスボーダー M&A において “国の文化の違

いは、組織レベルでの文化の違いに比べて、社会

文化的な統合、シナジーの実現、株主価値向上

に対しては、負の相関は低い（Teerikangas and 

Very, 2006 ; Stahl and Voigt, 2008）として、国内

企業間の M&A 研究と相違が大きくないとの認

識もあり、学術的な研究が十分に蓄積されてこ

なかった（Shimizu et al , 2004; 小久保,  2014）。

一方でクロスボーダー M&A は国際性という観

点において国内企業間 M&A とは文化・制度

における特有の相違があるともみられており、



Nahavandiand Malekzadeh（1988） は PMI プ ロ

セスに着目しその相違を指摘した。また、実務家

の多くはクロス・ボーダー M&A の難易度は高い

と認識している（8）。

Ⅲ．日本企業のクロスボーダー事例
日産とリクルートは日本企業のクロスボー

ダー M&A とクロスボーダー・アライアンスの統

合マネジメントにおける先進事例と思われる。以

下この２社の M&A とその統合がどのような背景

と戦略のもとに行われたかを概観する。

１．日産
最盛期にはトヨタに肉薄するシェアを持ちな

がら 1998 年には約２兆円もの有利子負債を抱え

倒産寸前の経営状態となった日産が、1999 年３

月 27 日にフランスの自動車メーカーのルノーと

締結した契約に基づき、ルノーから 6430 億円（約

50 億ユーロ）の出資を受け、ルノーの副社長だっ

たカルロス・ゴーンが来日し日産の再生（日産リ

バイバルプラン （NRP））を指揮したことはよく

知られている。初回の契約ではルノーが日産自

動車の株式 36.8％を取得したが、当初は両社の文

化的土壌の違いやラインナップの重複などを理由

に、多くの専門家がこの２社の連携には懐疑的で

あった。リバイブルプランは計画を前倒して達成

し、日産は国内シェア第２位の座を奪回し、2003

年６月に負債を完済した。ルノー・日産はこの２

社の関係を“ルノー・日産アライアンス（RNA）”

と呼称し双方を戦略的提携におけるパートナーと

位置づけ、少なくとも 2018 年の 11 月までの 19

年間は成功裡に運営されており、例えば 2018 年

11 月時点では 2019 年の提携開始時と比較して両

者の時価総額はともに２倍以上に増加していた。

しかし、この２者間の関係は形式要件でみれ

ばルノーは 2001 年に日産の発行済み株式数の

43.4％を取得しており（日産の持つ 15％のルノー

株には議決権はない）、ルノーによる日産の買収

であり、日産はルノーの子会社なのである。しか

しながらルノーは買収という言葉は使わず、戦略

的提携（Strategic Alliance）という位置づけを固

持してきた。ルノー・日産アライアンスとはルノー

から見るとルノーによる PMI プロセスであり、

初期のゴーン氏はルノーから送り込まれた経験豊

富で優秀な PMI のリーダーであり、いわゆるター

ンアラウンド（企業再生）マネジャーでもあった。

ルノーと日産のアライアンスに関する研究お

よびケーススタディには様々なものがあるが、基

本的にはルノーが資本の論理を振りかざさずに日

産の自律性を大きく尊重して投資後の関係性を構

築してきた点においてはどの研究も一致してい

る。ルノーと日産は相互に高い戦略的相互依存性

を有し、同時に高い組織自律性を維持していた点

から、ルノーによる PMI は共生型に分類される

だろう。

1999 年には世界中で 5,500 万台の自動車が販売

されていたが、世界的に生産過剰であり、どの企

業もコスト削減のイノベーションを迫られ、自動

車業界において世界的に完成品メーカーや部品

メーカーの合併や統合が加速した。一部には 400

万台程度の年間販売規模を持つことを世界市場で

の生き残りの条件とする説もあった。1998 年に

ダイムラーベンツとクライスラーが合併し、その

翌年にフォードがボルボを買収する。再編の波に

乗り遅れば、グローバルプレイヤーへの道は閉ざ

されると思われていた。

欧州の中小型メーカーとして必ずしもグロー

バルに勝ち残れる体制になかったルノーにとっ

て、生産規模を補完し、地域カバレッジを補完し、

車種ラインナップを補完する海外パートナーは必

須であった。財務余力のあったルノーにとって、

生産規模、地域、車種で補完関係を構築できる日

産は戦略的相互依存性が高かったのである。

ルノーと日産の関係を戦略的提携というラベ
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リングをした共生型の PMI と分類すること自体

は容易だか、重要なのはどのようにその共生型の

関係を構築し維持してきたかである。Froese & 

Goeritz（2007）はクロスボーダー・アライアン

スという視点から、ルノー・日産とダイムラー・

クライスラー・三菱の両アライアンスを比較して、

組織統合における差としてはクライスラー・三菱

のアライアンスにおいて以下の潜在的失敗理由を

指摘した。すなわち、①人的統合の失敗によって

三菱従業員からの抵抗を受け、協力を得るのを断

念　②マネジメント権限移譲の欠如により、ドイ

ツ本社の承認が必要　③三菱グループの強い結び

つきにより、サプライヤーの再編が不可能。

リバイバルプランのあまりに鮮やかな再生劇

のためか、多くのルノー・日産アライアンス研

究はリバイバルプランもしくはゴーン氏のリー

ダーシップにフォーカスする場合が多い。買収後

の PMI であろうとアライアンスであろうとその

目的は２社間のシナジーの実現である。改めてル

ノーと日産がどのようにその関係を深め、シナ

ジーを追求してきたかを考察することでクロス

ボーダー M&A、クロスボーダー・アライアンス

研究への新たな示唆が見えてこよう。

リバイバルプラン以降のルノーと日産の統合

プロセスに関してはしばしばそのスピードの遅さ

に懸念が示されてきた。例えば、Homburg and 

Bucerius（2006）は２社のシステム・構造・活

動・プロセスを素早く統合するべきとしていた。

先行研究でも、買収後統合の速さに関しては、統

合のスピードの速さが M&A 成功の鍵とする研究

が少なくない。買収後の速やかな統合は、より早

いシナジーの実現と、より早い投資回収が見込め

（Angwin, 2004）、行動心理学的見地からも、統合

スピードの速さは、従業員の不安感を低減する

（Angwin, 2004）。営業マーケティング的視点から

見ても速やかな統合は、顧客の不安を解消し、シェ

ア拡大や顧客ロイヤリティーの向上に有意の結果

と な っ て い た（Homburg and Bucerius, 2006）。

一方で、時間をかけた統合のポジティブな効果も

指摘されており、深い統合には、調整や相互作用

への努力も必要であり（Larsson and Finkelstein, 

1999）、M&A は組織に甚大な変化をもたらすた

めに、従業員は他の組織を学習するための時間が

必要であるともされていた（Bragado,1992）。

ルノー・日産の統合プロセスに関して、リバ

イバルプラン以来ゴーン氏とともに日産をささ

え COO として経営を担ってきた志賀氏は大別し

て４つのフェーズに分けていた。フェーズ１は

1999 年末～ 2000 年前半の日産リバイバルプラン

期、フェーズ２は 2000 年中盤～ 2008 年の相互学

習とシナジーの模索期、フェーズ３は 2008 年～

2010 年代半ばのハードシナジー探求期、フェー

ズ４は 2010 年代中盤以降のアライアンスメン

バーの拡大期である。フェーズ１は多様なリスト

ラクチャリングを通じて日産の黒字化を達成した

時期であるが、このフェーズでルノーと日産のシ

ナジーは殆ど求められていない。フェーズ２はバ

リュー・チェーンの中でも購買を中心にシナジー

が実現されたが、金額的にはシナジーの貢献は非

常に小さかった。この時期はルノー日産 BV とい

うアライアンス管理・促進組織を立ち上げ、どの

ようなシナジーが実現可能かを模索する時期で

あった。日産社内でハード・シナジーと呼ばれる

生産、技術開発などの金額的にインパクトのある

シナジーを実現させたのはフェーズ３の 2008 年

以降である。つまり大きなシナジーを実現させる

までルノーの出資から 10 年近くたっているので

ある。フェーズ４では自動車の設計思想の違うル

ノーと日産の間でコモン・モジュール・ファミリー

（CMF）と呼ばれる、共通の開発と生産のプラッ

トフォームを構築した。こうした共有化に関して

は 2006 年頃から、インターチェンジャブル・コ

ンポーネントというプラットフォーム概念を導入

し共用率を５～６割にできたものの、バリエー



ションが増えていくと、共通化のベネフィットが

希薄化していった。そこで 2009 年から検討を始

めたのが、CMF というアプローチである。これ

は、エンジンルーム、コックピット（室内空間）、

フロントアンダー（サスペンション周辺の前部）、

リアアンダー（車体重量を支える後部）という４

つの大きなモジュールと電子制御部で整理し、各

モジュールで何種類の変動を持たせるかを決め

て、その変動領域の中で車づくりをするというも

のだ。　ルノーと日産の両社から、プラットフォー

ム開発を行う車両計画、各車種を開発する CVE

（Chief Vehicle Engineer）、部品開発という３機

能が集まり、固定部と変動部の区分けについて徹

底的に議論しながら、検討を進めた 。モジュー

ルを組み合わせれば、車格間を越えた共用化が可

能になる。この結果、プラットフォームの約８割

の共通化と開発費の削減が実現できるようになっ

た。車作りにおいてマーケティング志向のルノー

とエンジニアリング志向の日産が共通のプラット

フォームを適用することは難易度が非常に高く、

故に持続的に実用的な共通プラットフォームを構

築するまでにルノー・日産アライアンスは 2006

年から 10 年以上にわたって前述のインターチェ

ンジャブル・コンポーネントを含め複数回のプ

ラットフォームを試行してきている。この期間に

双方の開発、企画チームの情報交換を通じてじっ

くりと相互理解を進めてきて初めて実用的な共通

プラットフォームが構築できたのである。

2016 年に三菱自動車をグループに加えアライ

アンスが拡張され、２社間のアライアンスマネジ

メントのノウハウが拡張可能かの試行がなされ始

めた２年後、2018 年 11 月の本学会全国大会１週

間後にゴーン氏が逮捕され、ルノー・日産・三

菱アライアンスの将来像は不透明なものになっ

た。しかしルノーによる日産に対するクロスボー

ダー・アクイジション（買収）という視点を加え

ることで、1999 年より約 20 年に及ぶルノー・日

産アライアンスから学べるものは多いだろう。

２．�日本企業のクロスボーダーM&A事例２：
リクルート

リクルートは最も成長著しいサービス系企業

の一つであり、戦後生まれの企業でファウンダー

から数代目のトップになり変革を継続している点

でも珍しい企業である。新興企業は多くの場合カ

リスマ的な創業者によって成長を遂げるが、偉大

な創業経営者の後任に適切にバトンタッチをする

ことが困難である場合が少なくない。しかし、リ

クルートは江副浩正というカリスマ創業者によっ

て設立され成長を遂げたが、現在の 5 代目峰岸社

長となってもその事業創造力、変革力は衰えず、

2019 年 3 月期の売上 2 兆 3107 億円、2019 年 9 月

27 日時点の時価総額でも約 5.5 兆円と日本国内で

14 位となっている。

2012 年３月期には海外売上高 293 億円（海外

売上高比率 3.6％）だった同社が、2018 年３月

期には海外売上高１兆 11 億円（海外売上高比率

46.1％）となっている。サラリーマン経営者となっ

ても変革力、成長力が継続する背景として、筆者

はリクルート事件により創業者が絶頂期に強制的

にその座から降りたことが重要な要因と見ている

が、それに関しては別の場で深く検討したい。た

だ、リクルートの一連のグローバル化がトップダ

ウンではなく、ミドルアップから来ていることは

興味深い。現在、代表取締役社長の峰岸真澄氏や、

取締役　兼　専務執行役員 兼 CHRO の池内省五

氏が、今から 10 年ほど前 40 代前半の頃に、40 代

前後のマネジャー層が集まり 10 年後のリクルー

トの戦略を考えた。そこで議論されたのは、日本

の国内需要の頭打ちが予測される中での事業グ

ローバル化であった。その際に、2001 年に細々

と始めたグローバル化の反省があったという。実

は 2012 年に上場したリクルートが欧米で機関投

資家説明会を開催した際にはリクルートは 2000
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年代からの海外展開は失敗の連続で、M&A が上

手い企業とはみなされていなかったので、機関投

資家からは“M&A をするなら国内で行え”と言

われていた。

2001 年に希望者による手上げ式で海外進出を

始めたリクルートは 2003 年に中国で結婚情報

サービス「ゼクシィ」を展開することを決めた。

日本における新事業展開力に自信をもっていたリ

クルートは現地パートナーと合弁企業を設立し、

その後、中国で求人情報事業を展開する人材総合

サービスの「51job」の４割近い株式を取得し中

国展開を進めた。しかし、ゼクシイの中国での事

業は失敗に終わり、51job も当初期待したような

成果は出せなかった。そこからリクルートは買収

を企画する人と買収後の統合を進める人が違うこ

とは PMI のコミットメントが弱くなり失敗要因

であると学んだという。クロスボーダー M&A は

担当の責任者が買収後も含めて責任を持つことを

ルールにした。それに加えて、本社は買収を担当

する責任者に対しても、買収先の経営陣や社員に

対しても基本的には自律性を認めることを原則と

した。

近年のクロスボーダー M&A の象徴となる案件

が 2012 年に買収した米国求人サイト「インディー

ド」である。ネット上に多様に散らばる求人情報

を集約し企業と求職者をマッチングする事業で売

上高が 2012 年の買収時は売上高 60 ～ 70 億円程

度から、2018 年３月期には 2,815 億円、2019 年

３月期には 3,269 億円（インディードが含まれる

HR テクノロジーセグメントの売上高）に拡大し

ている。

リクルートの PMI の特徴は買収先の自律性を

尊重することにあり、リクルートは PMI に関し

て以下の明確な方針をもっている。リクルート側

が保持する権限はガバナンス、コンプライアンス

とリスクマネジメントであり具体的には以下の４

点となる：①経営のトップポジションはリクルー

トが握り、M&A の責任者が会長や CEO に就任

する　②経営指標を決定し、モニタリングする　

③取締役の過半を握る　④コンプライアンス・リ

スクマネジメント規定の適用、モニタリング。

一方で以下のような事業運営に関する権限は

基本的に被買収先に渡す。①経営トップ以外の人

事権（原則として経営陣は買収前の状態で残り

経営執行にあたる）　②日々の事業運営（日本か

らの駐在員も１～２名と最小限におさえる）　③

M&A の決裁権（100 億円未満）　④被買収ブラン

ドの政策（リクルートブランドに統合しない）　

④買収先の企業文化・風土（先方に伝えるがリク

ルート色に染めない）。

被買収先の自律性を認める PMI と、被買収先

企業が管理できないので放任することの違いは昨

今の日本企業でも認知されつつあり、被買収先の

自律性を認めつつ必要なポイントを押さえて管理

する PMI は日本企業のクロスボーダー M&A で

も見られるようになってきた。しかし、サント

リーのビーム社買収のようにブランドを統合しな

いケースは散見されるが、企業文化・風土も買収

側企業の文化・風土に染めないというリクルート

の手法は珍しいのではないだろうか。

しかし、リクルートの経営戦略と M&A の明確

な関連性を知ると、インディードの PMI が相互

依存性の高さと自律性の高さから共生型 PMI に

なるのは妥当と思われる。インディード創業者の

ロニー・カーン氏は、インディードは“世界で最

も優秀なエンジニアにとって、会社が魅力的か否

か”を最重要視する社風であるという。日本でも

デジタル・トランスフォーメーションを戦略に掲

げる企業が 2017 年以降増加してきているが、リ

クルートはグローバル化とデジタル化を過去 10

年以上戦略の中核に据えてきている。リクルート

はリボンモデルと言われる自社の基本ビジネスモ

デルのネットへの移転を 2000 年の前半から試行

し続けており、サービス系企業の中ではそのデジ



タル化の歴史は古い。リボンモデルとは多数の企

業と多数の顧客をリクルート社が仲介に入って結

びつけるビジネスモデルで、企業と大学生を結び

つけた創業以来、リクルートのビジネスは基本的

にこのリボンモデルで構築されてきた。旅行関係

事業者と旅行先を探す消費者を結ぶ“じゃらん”

も、結婚関連の事業者と結婚を予定する消費者を

結びつける“ゼクシイ”もこのモデルである。

もともとはすべて紙媒体で行っていたこのビ

ジネスをリクルートは徐々にネットに移行し、

2010 年前半にはインターネット上のプラット

フォームを活用したサービス提供者になろうとし

ていた。「人材マッチング市場のグローバルリー

ダー」になるというビジョンを持つリクルートが、

このようなプラットフォーム・ビジネスモデル

を世界規模で運営する場合、Google や Facebook

等の世界規模のプラットフォーム事業者とも競争

する必要が出てくる。そこで勝ち残るためには世

界でもトップクラスの AI、デジタル、データマ

ネジメントのエンジニアが必要になるのである。

世界でも最高峰のエンジニアが自由闊達に働ける

インディードのような環境がリクルートの世界戦

略上必要だったのである。

日本ではどうしても IT 技術者が“縁の下の力

持ち”的存在となり発注者の依頼を受けてプログ

ラムを作成する位置づけになり、サービス開発に

数か月から１年がかかる。インディードでは問題

を解決するのはエンジニアであり、エンジニアが

主体となってどんどん事業を展開してゆくという

意識があり、サービスの開発・改善スピードが圧

倒的に速い。こうした社風の尊重なくして世界で

は勝てない、そのためのクロスボーダー M&A と

いうのがリクルートの認識と思われる。

さらにリクルートはインディードのサービス

を日本にも展開し始め、加えて 2016 年にオラン

ダの人材派遣大手 USG ピープルを約 1900 億円、

2018 年には米国の求人情報の口コミサイトグラ

スドアを約 1300 億円で買収している。日本の製

造業に比較するとリクルートのクロスボーダー

M&A の歴史はまだ浅く、今後その戦略・方針が

変化していく可能性はあるが、その変化も含めて

継続的に研究していく価値が高い企業であろう。

Ⅳ．まとめ
本稿は 2018 年度の国際ビジネス研究学会の全

国大会の基調講演をベースに、クロスボーダー

M&A とクロスボーダー・アライアンスが、国際

経営研究の新たなフロンティアになりうることを

基調講演のゲスト企業２社の事例も紹介しながら

問いかけた。日産（とルノー）の事例は、２社の

戦略的アライアンスという側面とルノーによる

PMI という２つの側面で見ることにより多様な

示唆を得る可能性があること、時間をかけてシナ

ジーを実現してゆくプラスとマイナスがあること

などが見えてこよう。リクルートの事例はクロス

ボーダー M&A における買収先の自律性を認めつ

つ相互依存を深める共生型の先進事例であり、そ

の背景として明確な経営戦略を持つことの重要性

を示している。

日本企業によるクロスボーダー M&A、クロス

ボーダー・アライアンスが増加する中、統合マネ

ジメントに悩む企業は増えてゆくだろう。企業を

とりまく環境に（１）世界の顧客の価値観やニー

ズの同質化（２）製品ライフサイクルの短縮化 

（３）技術革新の急速な進展（４）リスクの増大

（５）グローバル競争の激化　という変化が見ら

れる中（桑名, 2012）、PMI の手法やアライアン

ス・ガバナンスも新たなアプローチが必要になっ

ていくことと思われる。本稿はクロスボーダー

M&A とクロスボーダー・アライアンスの知見を

相互補完的に活用していくことで新たなアプロー

チの探求が進むのではという問いかけをしたが、

まさに問いかけの段階であり故にフロンティアと

言えよう。
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SNS広告の反応に関する異国間分析
―日本と韓国の大学生を対象に―

金　炯中（静岡産業大学）

要　　旨
本研究の目的は、国際的視点から SNS 広告に対する消費者の反応を解明することである。具体的には、

関連領域の先行研究から SNS の利用動機、SNS 広告に対する態度、SNS 広告に対する行動意向といっ

た概念を取り上げ、各構成概念間の関係を実証分析によって明らかにする。同時に、これらの消費者反応

における国籍の影響についても検討を行う。分析に当たっては、日本と韓国の大学生を対象に実施したア

ンケート調査結果を元に、共分散構造分析を用いた。

その結果、まず、SNS 広告に対する態度と SNS 広告の利用意向との間には正の関係があることが判明

した。また、社交的動機は SNS 広告に対する態度に影響を与えるだけでなく、SNS 広告の利用意向にも

直接影響を及ぼすことが明確になった。さらに、日本と韓国の大学生を比較した場合、各構成概念の関係

において高い類似性が確認された。これらの分析結果から、SNS 広告の国際展開に関する理論的・実践

的インプリケーションを提示する。

１．はじめに
SNS（Social Networking Service） は、 イ ン

ターネット上で最も人気のあるサービスの１つで

ある。SNS は人々が集まって相互作用を引き起

こす場であるため、そこで製品情報を露出する

ことにより、高い訴求効果が期待できる。また、

SNS は友人や知人のみならず、見知らぬ人々と

も繋がる場であるため、様々な製品やブランド

情報に触れる機会が高まる（Tuten & Solomon, 

2012）。こうした理由で、SNS は企業の広報及び

ブランドのイメージ改善のためのマーケティン

グ・コミュニケーション手段として定着しつつあ

る。SNS の成長は、マーケターと世界中の消費

者とのコミュニケーション方法に大きな変換を

もたらした。SNS が有する相互作用性と即効性

は、世界中の消費者と密接なリレーションシップ

構築を可能にし、グローバルリーチと個別対応

（personalization）という正反対の概念を結びつ

けている（Okazaki & Taylor, 2013）。

また、SNS の普及と共に注目されはじめたの

が SNS 広告である。スマートフォン利用者の増

加や通信技術の進歩により、消費者の SNS 広告

に対する接触が増加している。こうした利用者環

境の改善は、新しい広告媒体としての SNS の価

値を向上させている。

このように、国内外のマーケティング実務家

や研究者の関心が高まっているにもかかわらず、

日本における SNS 広告に関する研究蓄積は少な

い。もちろん、SNS それ自体に関してはマーケ

ティング領域の中でも複数の研究が存在するが

（例えば, 鶴見ほか, 2015）、SNS 広告についてア

カデミックにアプローチした研究は殆ど見受けら

れない。

SNS 広 告 に 関 す る 先 駆 的 な 研 究 と し て は

Taylor et al.（2011） が あ げ ら れ る。 彼 ら は、

SNS 広告の態度に影響を及ぼす諸要因について

明らかにし、SNS 広告の消費者反応を理解する

上で有益な示唆を与えた。しかし、SNS 広告に

研究論文
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対する態度がその後の行動にどのような影響を与

えるかに関しては検討していない。インターネッ

ト広告関連の先行研究では、広告に対する態度が

消費者の行動意向にも影響を与えるという結果が

出ており（Wang & Sun, 2010）、SNS 広告におい

ても態度と行動との関係を明確にする必要があ

る。他方、消費者が特定メディアを利用する動機

は、広告に対する態度にも影響を及ぼす（Rodgers 

& Thorson, 2000）。これまでは、SNS の利用動機

と消費者反応との因果関係を詳細に検討した研究

が不足しており、これらの関係を実証的に究明す

ることが求められる。本研究は、メディアの利用

動機と態度、または態度と行動という図式で個別

に検討されてきたこれまでの研究を、統合的かつ

包括的に検討することにより、広告効果に関する

理論的発展を目指すものである。

一方、企業活動のグローバル化に伴い、海外

市場におけるマーケティング・コミュニケーショ

ン戦略の重要性が高まっている。多くのグローバ

ル企業は、SNS を広告プラットフォームとし

て利用している（Hatzithomas et al., 2016）。グ

ローバルに展開されている SNS が、国際広告戦

略においてどのように活用され、また消費者へ

の影響がどのように評価されるかを理解するこ

とは重要である。しかし、国際的視点に立ち、

SNS 広告の行動的影響について検討した研究は

殆ど見受けられず、蓄積された知見が乏しい

（Hudson et al. 2016）。 そ の 理 由 と し て は、

Okazaki & Taylor（2013）が指摘するように、仮

説構築や実証的分析など、理論的枠組みの欠如が

あげられる。特に日本においては、国際的観点か

ら SNS 広告を分析した研究は皆無である。

以上を踏まえ、本研究では、国際的視点から

SNS 利用動機と広告反応に関するモデルを提案・

検証することを目的とする。検証に当たっては、

提示したモデルの一般化可能性を検討するため、

国際的な視点から実証的検討を試みる。分析の対

象国として日本と韓国を取り上げるが、その理由

は、両国は地理的に隣接していることから共に漢

字文化圏に属し、儒教の影響を受けているなど、

文化的類似性が高いからである。また SNS を含

んだインターネット産業や広告産業の状況におい

ても高い類似性がみられるためである。

　

２．先行研究の検討　
（１）SNS広告に対する消費者反応

SNS（Social Networking Service）の明確な定

義は存在せず、Facebook や Twitter のようなサー

ビスを言及することが多い。本研究では、インター

ネット上でネットワークを形成し、利用者がお互

いにコミュニケーションを行うことができるもの

とする。

SNS は、製品やサービスの情報が消費者の間

で拡散される構造を持っており、その波及効果は

非常に大きい。そのため、口コミマーケティン

グの効果を発揮しやすい基盤として認識される

（Daniasa, et al., 2010）。また、SNS は、顧客参

加型の様々なイベントを通じて顧客との関係を維

持しており、ブランド・ロイヤルティの向上にも

有効である（Tuten, 2008）。SNS 広告は、一般的

に SNS 上に掲載される広告を指す。多くの企業

は、SNS を広告媒体として活用できるようにな

り、次のようなメリットを享受できるようになっ

た（Jung et al., 2016）。第１に、SNS 広告は、他

の伝統的メディア広告より掲載費用が安価で、口

コミを通じたマーケティング活動に有効である。

第２に、SNS ユーザーの年齢や居住地、そして

興味などに基づいて目標顧客を容易に識別するこ

とができるため、目標顧客にカスタマイズされた

広告をより正確に伝えることできる。第３に、伝

統的なメディアと比較して、SNS の利用時間と

その影響力は増加しており、それによってオンラ

インでの購買が増えつつある。第４に、SNS ユー

ザーは、ネットワーク上の知人からのレビューを



信じる傾向があるため、SNS 広告に対する信頼

性が高い。第５に、SNS では消費者行動に関す

る情報を入手することが可能であるため、消費者

同士の相互作用による広告の拡散機会が獲得でき

る。このように、SNS や SNS 広告は新たなコミュ

ニケーション手段として注目されており、その効

果に対する期待も高い。本稿では、関連領域の中

から、SNS 広告に対する態度、行動意向、そし

て利用動機の３つの概念に注目し、議論を進める。

第１に、SNS 広告に対する態度について検討

する。広告に対する消費者の態度は、広告の効果

測定において重要な指標である（Mehta, 2000）。

一般的に、態度とは、ある程度の好感あるいは不

満を持って特定の対象を評価することで実証され

る消費者の心理状況を指す（Eagly & Chaiken, 

1993）。広告態度に関する代表的な研究の１つと

して、Lutz（1985）があげられる。彼は、広告

の態度は、信頼性、広告知覚、対象企業に対する

態度、そして気分によって変化する可能性がある

ことを明らかにした。この研究以来、多様な広告

媒体と広告態度に関する研究が進められている。

SNS 広告の態度に関する研究としては、Taylor 

et al.（2011）があげられる。彼らは、SNS 広告

の態度に影響を与えるものとして、広告の情報性

と娯楽性といったコンテンツ要因、生活や日常的

要素と関連する構造的要因、ブランドに対する同

質感と同僚の影響といった社会的要因、そして知

覚された侵入性とプライバシー侵害といった否定

的要因の４つの要因を取り上げている。分析の結

果、コンテンツ要因と社会的要因は SNS 広告態

度に正の影響を与えており、否定的要因は負の影

響を与えていることが明らかになった。このよう

に、彼らは SNS 広告の態度に影響を及ぼす諸要

因については明確にしており、SNS 広告の消費

者反応を理解する上で有効な視点を与えた。しか

しながら、SNS 広告に対する態度が行動にどの

ような影響を与えるかに関してまでは検討してい

ない。

第２に、SNS 広告の行動意向について検討す

る。広告に対する消費者の態度は、行動への影響

要因として古くから議論されている。広告態度

と行動意向との関係は Wicker（1969）の研究以

来、社会心理学における主要な関心領域の１つで

ある。先述のように、態度はある程度の好感ある

いは不満を持ちながら、特定の対象を評価するこ

とによって実証される消費者の心理状況として認

識できる。それに対して、行動意向は、与えられ

た行動を実行するため、各個人が準備を整ってい

る状態を示す (Fishbein & Ajzen, 1975）。多くの

先行研究が、広告における態度と行動意向の間に

ポジティブな関係があることを実証的に検証して

いる。例えば、Mehta（2000）は、広告に対しポ

ジティブな態度を持つユーザーは、接触した広告

によって説得される可能性がより高いことを明ら

かにした。行動意向を検討する際には、一般的に

製品の購買意向を変数として採択するケースが多

い。しかし、SNS 広告の場合、製品の購買意向

のように具体的な刺激に基づいた後発的行動より

は、それに先行する行動として、広告ページのク

リックを評価指標とすることが適切であろうと考

える。実際に、Wolin et al．（2002）は、行動意

向としてクリック意向を用いて、インターネット

広告の態度と行動意向との関係を検討している。

また Wang & Sun（2010）も行動意向としてクリッ

ク経験を取り入れ、態度との関係を検証した。こ

のように、インターネット広告に関連する研究に

おいては、「クリックする」が行動意向として用

いられることが多い。ただし、SNS 広告の場合、

クリック経験のみでは、その行動意向を十分に把

握することができない。つまり、SNS はユーザー

間の拡散がその特徴の１つであるため、単なるク

リックだけでなく、他人に伝達しようとする意向

も包含して考慮する必要があると考える。そこで、

本研究での行動意向は、SNS 広告をクリックし
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たり、他人に伝達しようとする意向として認識し

ていく。

第３に、SNS の利用動機について検討する。

SNS 広告の消費者反応に影響を与える要因は、

インターネット関連文献を手掛かりに推測するこ

とができる。インターネット広告関連領域におい

て、利用動機はユーザーの反応を調べる際の主要

概念として指摘されている（Rodgers & Thorson, 

2000）。そのため、本稿でも SNS の利用動機に注

目する。Papacharissi & Rubin（2000）は、イン

ターネットユーザーの利用動機に関する実証研究

を通じて、社交的効果、情報追及、利便性、エン

ターテインメント、時間つぶしなどの要因を提示

しており、Pavlou & Stewart（2000）は、インター

ネットの利用動機として情報探索、エンターテイ

ンメント、社会的関係形成、時間つぶしなどを示

した。次に、態度との関係をみると、情報探索の

目的でインターネットを使用する消費者の場合、

インターネット広告が自身の情報探索を妨害する

と認識する半面、娯楽を目的にインターネットを

使う消費者は、インターネット広告を娯楽の１つ

として受け入れる傾向があると報告されている

（Cho & Cheon, 2004）。このようにインターネッ

トに対する利用動機は広告態度に有意な影響を与

えることが明らかである。他方、SNS を利用す

るユーザーもコンテンツ利用や情報探索など様々

な動機を持っている。例えば、Joinson（2008）

が分析した SNS の利用動機としては、ゲームや

クイズ参加といったコンテンツ利用動機と、他者

のプロフィールを閲覧したり友人を検索したりと

いった社会的ネットワーク検索動機があげられて

いる。こうした利用動機に関する研究は、利用動

機と広告態度の関係については検討しているもの

の（Rodgers & Thorson, 2000）、行動意向との関

係を含んだ議論はしていない。そこで本稿では、

SNS の利用動機と広告態度との関係のみならず、

行動意向との関係までを含んだ統合的消費者反応

モデルを提示し検討する。

（２）日本及び韓国の SNS広告市場　
既存研究において、国際的視点から企業の

SNS 利用について分析した研究はいくつか散見

されるが（例えば、Berthon et al., 2012）、SNS

広告の利用可能性に関する国際的視点からの研

究は、あまり進んでいない（Okazaki & Taylor, 

2013）。こうした現状を踏まえ、本研究は異国間

のコンテクストで検証を行う。Wang & Sun（2010）

は、インターネット広告の態度について国際的な

観点からアプローチしている。中国、ルーマニア、

そして米国消費者を対象に広告の信念、態度、そ

して行動に対する実証分析を行ったが、その結果、

各国の広告に対する態度の違いは、文化的相違お

よび産業発展段階の相違に起因すると指摘してい

る。本研究は、新たに提示する概念モデルを検証

するため、日本と多くの面において類似性の高い

韓国を対象とし、その妥当性を検証する。

韓国を比較対象とする理由は、地理的に隣接

していることから共に漢字文化圏に属し、儒教の

影響を受けているなど、文化的類似性が高いから

である。また、Hofstede（1991）が提示する文

化次元においても、日本と韓国は集団主義文化に

属し、長期志向性が高く、不確実性を回避しよう

とする傾向が強いという共通性がある。人々の態

度や行動パターンを Hofstede の文化次元で把握

するケースは多い。そして、SNS の普及率やイ

ンターネットに関する産業構造においても両国は

類似する面が多い。以下、具体的に確認していく。

韓国のインターネット利用者数は、2017 年で

4,528 万人となり（1）、全人口の 90.3％を占めた。

インターネット利用者の 96.4％は１日１回以上利

用しており、１日平均２時間 15 分、１週間の平

均利用時間は 15 時間を超えた。韓国インターネッ

ト振興院（2017）によると、１年以内にネット

ショッピングを利用した人の割合は全体の 59.6％



であった。そのうち、月 1 回以上ネットショッ

ピングをする人の割合は 90.8％で、1 か月平均利

用回数は 2.7 回であった。また、インターネッ

ト利用者の 68.2％が SNS を利用している。SNS

利用者の中で週平均 20 回以上利用する人の割合

は 55.5％を超えた。なお、20 代の SNS 利用率は

92.8％を記録した。2017 年度の韓国の広告費は、

前年に比べ 2.6％成長した 12 兆 964 億ウォンを記

録した（韓国放送広告振興公司, 2017 年）。その

うち、オンライン広告は、2016 年の４兆 1,547 億

ウォンから 2017 年の４兆 4,212 億ウォンを記録

し、6.4％増加した。オンライン広告が広告市場

全体の内で占める割合も 36.5％に達し、継続的な

成長を見せている。

一方で、日本のインターネット利用者数は、

2016 年基準で前年比 38 万人増加の１億 84 万

人であった。人口普及率は、前年比 0.5％増の

83.5％となった（総務省, 2017a）。SNS は前年と

比較し、全年齢層で利用割合が上昇している。最

も利用率が高いのは 20 代で、2015 年の 72.1％か

ら 2016 年の 76.6％に増加した。近年、消費の構

造変化と共に、流通経路も変化しつつある。総務

省『家計消費状況調査結果』によると、２人以上

の世帯におけるネットショッピング利用世帯の割

合は、2002 年の 5.3％から 2016 年には 27.8％に増

加した。平成 29 年度版の『情報通信白書』をみ

ると、Facebook や Twitter など６つの代表的な

SNS を全て利用する人の割合が 2012 年の 41.4％

から 2016 年には 71.2％にまで上昇している。ま

た、スマートフォン利用者のインターネット利用

時間を調査した結果では、全体の平均は 82 分を

記録したが、20 代は 129 分で非常に長いことが

明らかになった。20 代がスマートフォンを利用

する用途として「SNS を見る・書く」が最も長

かった。2017 年度の日本の広告費は６兆 3,907 億

円で、６年連続プラス成長している。マスコミ４

媒体の広告費が減少する中、媒体費と製作費を含

むインターネット広告費は１兆 5,094 億円で、４

年連続の二桁成長を記録した。インターネット広

告の中でも、SNS や動画系メディアを中心とし

たモバイル向け動画広告が活況を呈し、成長を牽

引している（電通, 2018）。このように、日本と韓

国は SNS を取り巻く環境やインターネット広告

市場の仕組みにおいて、その類似性は高い。

３．本稿の概念的モデル及び仮説
　本研究で提示する分析モデルは、利用動機と広

告態度に関するモデルに、広告態度と行動意向の

関係を表す広告効果モデルを加えたものである。

このモデルでは、広告態度の先行要因である利用

動機、そして行動意向を規定する広告態度の因果

関係をパスで結んでいる。そこに利用動機と行動

意向との直接的な関係を加えることによって行動

意向に影響を与える要因を推定できる。

本研究で提示したモデルの利点は、利用動機

と態度、そして行動意向の関連性を１つの統合モ

デルで取り扱うことである。つまり、これまでの

研究上では個別に扱われてきた概念を包含するこ

とによって、より包括的な理論的説明を行うこと

ができるのである。本研究の研究課題は以下の２

つである。

態度動機 行動意向

出所：筆者作成

図１　概念的分析フレームワーク
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研究課題１： SNS の利用動機、SNS 広告に対す

る態度、そして SNS 広告の行動意

向はどのような関係にあるだろう

か。

研究課題２： 日本人と韓国人の間には上述した因

果関係にどのような類似点と相違点

があるだろうか。

以下においては、概念モデルに基づいて仮説

を提示する。まず、SNS の利用動機について検

討する。これまで各媒体の利用動機について多様

な研究が行われている。例えば、先行研究は、イ

ンターネットの利用動機と広告態度との関係に注

目し、その関係を検証しているが、その結果、イ

ンターネットを利用する動機が広告態度に影響を

与えるという結果を提示している。具体的に見る

と、娯楽を目的にインターネットを利用するユー

ザーは広告を娯楽要素の１つとして受け入れる可

能性が高い。なお、情報探索を目的にインターネッ

トを利用するユーザーはインターネット広告が情

報探索を妨害すると認識し、否定的態度を持つこ

とも予測される（Cho & Chen, 2004）。こうした

ことから、SNS においても利用動機が SNS 広告

に対する肯定的態度や否定的態度に影響を与える

ことが予想される。加えて、SNS の利用動機は

SNS 広告の行動意向にも影響を及ぼすと考えら

れる。例えば、時間つぶしを目的に SNS を利用

するユーザーが利用中に関心分野の商品広告を発

見した際、その広告を時間つぶしの手段としてク

リックすることが予想できるのである。すなわち、

特定メディアを利用する動機次第では、媒体利用

中の広告に対する行動意向も異なってくる可能性

がある。

次に、SNS 広告態度について検討する。先行

研究は、広告に対する態度と行動の間にポジティ

ブ関係があるという経験的知見を提供している。

広告に対し肯定的な態度を持っているユーザー

は、接触した広告によって説得される可能性が高

い（Mehta, 2000）。SNS 広告に触れたユーザーも、

SNS 広告に対し何らかの態度を持つと考えられ、

またその態度は行動意向にも影響を与えることが

予測される。ただし、広告に対する態度は、必ず

しも肯定的な態度だけが存在するわけではない。

一部の研究では否定的な要素を取り入れて態度を

測定している（例えば、Mackenzie et al.,1986（2））。

なお、否定的態度が SNS 広告の行動意向を抑制

する働きをする可能性も考えられるため、態度を

分析する際は、肯定的態度と否定的態度の両方を

検討する必要があると考える。以上の議論から、

SNS の利用動機、SNS 広告に対する態度、そし

て SNS 広告の行動意向に対し、次の仮説が導き

出される。　

H1a： SNS の利用動機は SNS 広告の肯定的態

度に影響を与える。

H1b： SNS の利用動機は SNS 広告の否定的態

度に影響を与える。

H2   ： SNS の利用動機は SNS 広告の行動意向

に影響を与える。

H3a： SNS 広告の肯定的態度は行動意向に正

の影響を与える。

H3b： SNS 広告の否定的態度は行動意向に負

の影響を与える。

最後に、国際的視点から仮説を提示する。La 

Ferle et al.（2008）は、中国、台湾、そして米国

消費者の広告態度について分析し、米国消費者よ

りも中国と台湾の消費者の方が、広告に対し好意

的な態度を持つことを明らかにした。一般的に、

文化の異なる国同士では、消費者の反応も異なる

ことが予想される。言い換えれば、類似した文化

圏の国々の間では、消費者の反応が比較的類似す

る可能性があることを意味する。しかし、日本や

韓国の広告反応を比較した研究は皆無に近いた



め、国籍が広告反応にどのような影響を与えるか

を具体的に予測することは困難である。ただし、

Wang & Sun（2010）が述べているように、文化

的側面のみならず、産業の発展段階の類似度に

よって消費者反応を検討することができる。した

がって、本研究では日本と韓国の文化的類似性と

インターネット産業・広告産業構造の高い類似性

を考慮し、次の仮説を提示する。

H4a： 日本と韓国の SNS 利用動機と肯定的態

度の関係は類似する。

H4b： 日本と韓国の SNS 利用動機と否定的態

度の関係は類似する。

H5a： 日本と韓国の肯定的態度と行動意向の関

係は類似する。

H5b： 日本と韓国の否定的態度と行動意向の関

係は類似する。

H6   ： 日本と韓国の SNS 利用動機と行動意向

の関係は類似する。

４．調査の概要
（１）調査概要
　本稿は、SNS 広告に対するユーザー反応を実

証的に検討するため、日本と韓国の大学生を主な

対象とする。その理由は、両国ともに SNS 利用

率が最も高いのは、10 代後半から 20 代であり、

それに該当する大学生が最も適切だと判断したか

らである。また、先行研究の大半が大学生を分析

対象としているため、より検討しやすいと考えた

からである。流行に敏感で SNS の活用頻度が高

い大学生を対象にして、国際比較の観点から広告

の反応を分析することは、単純な実態の解明にと

どまらず、高い実践的活用価値も期待できる。

　一般的に、消費者を対象としたアンケート調査

はその国の首都に集中しがちである。しかし、特

定国の消費者行動の全体像を理解するためには、

他の主要都市も視野に入れることが必要である

（李, 2016）。そのため本稿は、韓国では釜山広域市、

大田広域市そして京畿道を、日本では愛知県と静

岡県を対象としている。調査は 2016 年 10 月から

11 月にかけて両国で実施した。各地の大学教員

の協力を得て、日本では 260 名、韓国では 250 名

の回答が回収できた（3）。未記入項目が多いケー

スなどを除外し、最終的に日本の 254 名と韓国の

243 名から合計 497 の有効回答が得られた。

（２）変数と尺度
　先述の分析モデルにおける３つの構成概念は、

先行研究において妥当性や信頼性が確認されてい

る測定尺度を援用すると共に、本研究の目的に適

した尺度への修正と追加を行った。これらの変数

は、５点尺度を用いて評価された。また、翻訳に

おいては、日本語と韓国語の質問の意味内容が同

一になるように、バックトランスレーションプロ

セスを採用した（Douglas & Craig, 1983）。

具体的な変数についてはまず、SNS 利用動

機 は、Papacharissi & Rubin（2000） や Larose 

et al.（2001）（4）などを参考に７つの項目が設

定 さ れ た。 次 に、SNS 広 告 の 態 度 に 関 し て

は、Brackett & Carr（2001） 及 び Mackenzie 

et al.（1986）を参考に、７つの項目が設けられ

た。最後に、行動意向については、Supphellen & 

Nysveen（2001）（5）を参考に新たな項目を追加

し５つの項目で測ることにした。

標本の属性は次の通りである。男女に比率に

ついては、日本の場合男性が 69％、女性が 31％

であった。韓国は男性が 44％で女性は 56％で

あった。SNS プラットフォームと SNS 広告に関

しては各々の国で利用度の高いプラットフォー

ムを取り上げ、最近最もよく利用する SNS を

想定して回答してもらった。日本人大学生の回

答 者 は twitter（72.1 ％）、Facebook（17.4 ％）、

instagram（9.3％）、linkedIn（0.8％）、mixi（0.2％）

の順であるのに対し、韓国人大学生は Facebook
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（65.1％）、instagram（15.4％）、twitter（13.3％）、

kakaostory（5.0％）、NaverBand（1.2％）の順で

あった。

（３）構成概念の信頼性及び妥当性の確認
　SNS 広告に対する反応が想定通りのカテゴ

リー（利用動機 , 広告態度 , 行動意向）に分かれ

るのかを確認するため、関連する 18 項目を投入

して探索的因子分析を行った。最初の探索的因

子分析では、共通性の低い項目である「関心分

野の情報収集」と「暇つぶし」を削除した。最

終的に 16 項目を採用し分析を行ったが、その結

果、固有値１以上の因子が４つ析出された（主

因子法 , プロマックス回転）。各因子の寄与率は、

第１因子が 37％、第２因子が 51.4％、第３因子

が 61.6％、第４因子が 69.1％であった。第１因子

は、SNS の利用動機に関する項目で「他人との

交流のため」、「知人の情報把握のため」、「意見を

共有するため」、「コミュニティーのため」という

項目から構成されているため、この因子を「社交

的動機」と名付けた。第２因子は態度に関する項

目で「SNS 広告は有益である」、「SNS 広告に満

足できる」、「SNS 広告は注意を引く」、「SNS 広

告は興味深い」、「SNS 広告は信頼できる」とい

う項目となっているが、これらの因子は「肯定的

態度」とした。一方、「SNS 広告は邪魔だ」と「SNS

広告にイライラする」という項目は第３因子とし

て分類し、「否定的態度」と名付けた。最後の第

４因子は、SNS 広告の行動意向に関する項目で

「SNS 広告のイベントに参加したい」、「SNS 広

告をシェアしたい」、「SNS 広告をクリックした

い」、「SNS 広告に掲載された製品を購入したい」、

「SNS 広告をフォローしたい」という項目から構

成されるため、「利用意向」と名付けた。

また、構成概念の信頼性及び妥当性を確認する

ために、探索的因子分析によって析出された４つ

の因子を対象に確証的因子分析 ( 最尤法による推

定 ) を行った。モデルの適合度は、x2 は 266.889、

自由度は 98 であった。また、x2/df の値は 2.723

で、CFI は 0.956、そして RMSEA は 0.059 で良

好な当てはまりの基準を充足していた（Hair et 

al., 2010）。

表１　測定尺度と信頼性

構成概念 質問項目 平均 標準偏差 a CR

（SNS を利用する目的は）
社交的動機 他人との交流のため 3.37 1.236

知人の情報把握のため 3.28 1.202 0.753 0.63
意見を共有するため 2.41 1.201
コミュニティー活動のため 2.61 1.244 

肯定的態度 SNS 広告は有益である 2.31 1.081
SNS 広告に満足できる 2.14 0.984
SNS 広告は注意を引く 2.38 1.164 0.884 0.78
SNS 広告は興味深い 2.41 1.112
SNS 広告は信頼できる 1.90 0.942

否定的態度 SNS 広告は邪魔だ 3.61 1.161 0.818 0.84
SNS 広告にイライラする 3.52 1.236



信 頼 性 は、 ク ロ ン バ ッ ク a 係 数 と CR

（Composite Reliability）を用いて確認した。a 係

数は、社交的動機（0.753）、肯定態度（0.884）、

否定態度（0.818）、反応意向（0.896）で、すべ

ての要因が 0.70 以上であることが確認され、CR

も交流動機（0.628）、肯定態度（0.783）、否定態

度（0.842）、利用意向（0.813）で 0.60 以上であっ

た（Bagozzi & Yi, 1988）。妥当性については、潜

在変数から観測変数へのパスの標準化係数及び各

構成概念の AVE（Average Variance Extracted）

で 判 断 し た（Bagozzi & Yi, 1988; Fornell & 

Larcker, 1981）。AVE は１つの構成概念を除いて

0.50 以上であった。「社交的動機」のスコアは 0.50

をわずかに下回っていたが、各項目の因子負荷

量（標準化推定値）は 0.53 ～ 0.74 という値をとっ

ているため、構成概念の収束については妥当であ

ると考えられる。最後に、各構成概念の AVE と

構成概念間の相関係数の平方を比較したところ、

AVE が大きいという条件を満たし、弁別妥当性

が確認された（Fornell & Larcker, 1981）。

　表２　構成概念のＡＶＥと概念間の相関係数

構成概念 社交的動機 肯定態度 否定態度 AVE

社交的動機 0.438

肯定的態度 0.336 0.615

否定的態度 0.162 -0.266 0.694

利用意向　 0.427 0.62 -0.254 0.633
出所：筆者作成

（４）メジャーメントの不変性
多 母 集 団 同 時 分 析 に 先 立 ち、 構 成 概 念 が

群間で齟齬なく測定されているかどうかを確

認 す る た め、 メ ジ ャ ー メ ン ト の 不 変 性 テ ス

ト（measurement invariance test） を 実 施 し た

（Steenkamp & Baumgartner, 1998）。群間での比

較を行うための前提条件であり、最小限には部分

測定不変性（partial metric invariance）が支持さ

れる必要があるとされる（Hair et al., 2010）。分

析したところ、まず、配置不変モデル（configural 

invariance）の適合度は良好であった（x2=392.832、

df=196、p<0.001、x2/df=2.004、CFI=0.950、

RMSEA=0.045）。続いて、制約を置いた完全測定

不変モデル（full metric invariance）を検討した

が、適合度指標は良好であったが、x2 の値が有意

に大きくなった（x2=426.500、df=208、p<0.001、

x2/df=2.050、CFI=0.945、RMSEA=0.046; △

x2=33.66、△ df=12、p=0.001）。しかし、各変数

の項目の一部に等値制約を置いた状態で、その他

の等値制約を解きながら部分測定モデルを測定

利用意向 SNS 広告のイベントに参加したい 1.91 1.033
SNS 広告をシェアしたい 1.90 1.017
SNS 広告をクリックしたい 2.01 1.002 0.896 0.81
SNS 広告の掲載製品を購入したい 2.08 1.005
SNS 広告をフォローしたい 1.84 0.985

出所：筆者作成
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した。結果、良好な適合度を示しながら、x2 値

の差も非有意となって支持された（x2=401.651、

df=200、p<0.001、x2/df=2.008、CFI=0.949、

RMSEA=0.045；△ x2=8.82、△ df=4、p=0.066）。

５．構造モデルの分析
上述のごとく、信頼性、収束妥当性、弁別妥当

性、そしてメジャーメントの不変性が確認できた

ため構造モデルの分析に進んだ。本研究は、研究

課題と仮説の検証において、Amoss を用いて共

分散構造分析を行った。全体データ（n=497）の

共分散構造分析に続き、多母集団同時分析を実施

して韓国大学生（n=243) と日本大学生（n=254）

を比較した。H1 では、SNS の利用動機が広告の

態度に影響を与えると予想した。全体分析の結

果を見ると、社交的動機は肯定的態度（b=0.43, 

t=5.52, p<0.001）とは有意な関係を示しているの

に対し、否定的態度との関係は有意ではなかっ

た。よって、H1a は支持されたが、H1b は支持

されなかった。利用動機と行動意向が正の関係を 

持つと仮定した H2 は、予想通り b=0.35、t=5.42、

p<0.001 の結果が得られ支持された。

態度が利用意向に影響を与えると仮定した H3

では、肯定的態度（b=0.45, t=10.13, p<0.001）は

利用意向に正の影響を、否定的態度（b=-0.16, 

t=-4.09, p<0.001）は負の影響を与えることが確

認され、仮説が支持された。

表３　構造方程式モデルの分析結果

対象 パス 標準化推定値（b） 標準誤差 検定統計量（t）
肯定的態度←社交的動機  0.43 0.08  5.52***

全体 否定的態度←社交的動機  0.18 0.08 2.14
（n=497） 利用意向←肯定的態度  0.45 0.04 10.13***

利用意向←否定的態度 -0.16 0.04 -4.09***

利用意向←社交的動機  0.35 0.07  5.42***

x2=307.781、df=99、p<0.001、x2/df=3.109、CFI=0.94、RMSEA=0.065
〈多母集団同時分析〉

肯定的態度←社交的動機  0.35 0.07 4.66***

韓国 否定的態度←社交的動機  0.19 0.09 2.25*

（n=243） 利用意向←肯定的態度  0.42 0.07 5.92***

利用意向←否定的態度 -0.23 0.06 -3.30***

利用意向←社交的動機  0.29 0.07  3.80***

肯定的態度←社交的動機  0.30 0.20  3.11**

日本 否定的態度←社交的動機  0.03 0.18 0.40
（n=254） 利用意向←肯定的態度  0.55 0.06  8.18***

利用意向←否定的態度 -0.15 0.05 -2.54*

利用意向←社交的動機  0.35 0.18  3.69***

x2=428.067、df=198、p<0.001、x2/df=2.162、CFI=0.94、RMSEA=0.048

注）***p<0.001, ** p<0.01, * p<0.05
出所：筆者作成



H4、H5、H6 では、国籍によって利用動機、

態度、行動意向の働きがどのように調整されるか

を予想した。H4a の SNS 利用動機と肯定的態度

に関しては、韓国（b=0.35, t=4.66, p<0.001）と

日本（b=0.30, t=3.11, p<0.01）でともに有意であっ

た。パラメータ間の差に対する検定統計量も 1.32

で、両国間で有意差は認められなかった。また、

H4b の SNS の利用動機と否定的態度については、

韓国（b=0.19, t=2.25, p<0.05）の大学生のみ５％

の有意水準という弱い正の関係が見られたが、パ

ラメータ間の差に対する検定統計量が 0.66 で、

両国間で有意差は認められなかった。よって、

H4a と H4b は支持された。次に、肯定的態度と

利 用 意 向 の 関 係 は、 韓 国（b=0.42, t=5.92, 

p<0.001）と日本（b=0.55, t=8.18, p<0.001）でと

もに有意であった。また、否定的態度と利用意向

においても、両国とも有意な負の関係が確認でき

た（ 韓 国 b=-0.23, t=-3.30, p<0.001； 日 本 b=-

0.15, t=-2.54, p<0.05）。パラメータ間でも検定統

計量がそれぞれ 1.23 と 0.86 で有意差は認められ

ず、H5a と H5b は支持された。

H6 の SNS の利用動機と広告の利用意向に

関しては両国とも正の関係が確認できた。（韓

国 b=0.29, t=3.80, p<0.001； 日 本 b=0.35, t=3.69, 

p<0.001）。ただし、パラメータ間の有意差が認め

られ（2.09）、H6 は支持されなかった。

６．結びにかえて
（１）考察及びインプリケーション

多様な SNS が注目される今日において、本稿

は SNS の利用動機、広告態度、行動意向の関係

に対する概念的モデルを提示し、日本と韓国の大

学生を対象とした国際的観点から検証を行った。

以下では、先述した研究課題に沿って分析結果を

考察しながら、理論的及び実践的インプリケー

ションを導出する。

まず、全体分析で、利用動機と広告態度の間

で有意な関係が示された。したがって、社交的動

機が広告に対する肯定的態度を規定することが判

明した。ただし、予測とは異なり、社交的動機と

否定的態度の間に有意な関係はみられなかった。

情報探索などの利用動機とは異なり、社交的動機

を持って SNS を利用するユーザーは広告を肯定

的な要素として認識することがわかる。次に、肯

定的な広告態度は広告の利用意向と正の関係を持

ち、否定的な広告態度は利用意向と負の関係を

持った。SNS 広告に対し肯定的な態度を持つユー

ザーであるほど、SNS 広告の利用意向が高くな

ることが判明した。同時に、何らかの理由で広告

に対し否定的な態度を持つユーザーの場合、広告

の利用意向も低下することが明らかになった。さ

らに、利用動機は、SNS 広告に対する行動意向

にも直接影響を及ぼすことが明確になった。つま

り、社交的動機が強いユーザーであるほど、利用

中にアップされる広告をクリックしたりシェアし

ようとする傾向が強いということがわかった。社

交的動機を持つユーザーは情報探索動機などとは

異なり、媒体利用中に心理的余裕があると考えら

れるため、広告をクリックしようとする傾向があ

ると推測できる。これらの結果から、利用動機が

広告態度を経由し、あるいは直接行動意向に影響

する一連の因果関係が検証された。

ただし、こうした因果関係は国籍によって一

様ではなく、日本と韓国の間では類似する部分と

相違する部分が確認された。類似点は、第１に、

SNS の利用動機が広告態度を経て行動意向に繋

がる連鎖的な関係性である。とりわけ、社交的動

機が肯定的な態度を経由して広告の利用意向に影

響する因果関係が共通してみられた。したがって、

国籍にかかわらず広告に対する反応は、利用動機

と関わって規定されることが明確になった。第２

に、利用動機が広告態度に与える影響、広告態度

が行動意向に与える影響においては両国間有意差

がみられなかった。特に、肯定的態度には両国に
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またがる安定した効果の強さが認められ、行動意

向に影響を与える普遍性の高い要因であることが

明らかになった。

一方、両国間では次のような相違点が確認され

た。社交的動機が SNS 広告の利用意向に与える

影響においては両国間で有意差が認められた。利

用意向に対する社交的動機の働きは日本人の方が

やや強いことが判明した。この結果は国籍によっ

て利用動機の効果が調節されることを意味する。

国籍は社交的動機の効果を調整する役割を果たす

可能性があるといえる。

本研究では、SNS 利用動機の中でも社交的動

機の役割について検証することができた。社交的

動機が強いユーザーであるほど SNS 広告に対す

る態度が肯定的である。この結果より、社交的動

機を持つユーザーに好意的な広告態度を形成させ

るためには、人とのつながりや関係を重視した広

告の開発が有用であると考える。また、SNS を

通して「意見共有」や「他人との交流」のような

社交的活動がより簡単にできる仕組みを設置する

ことも、ユーザーとの関係維持に必要であろう。

人々が SNS を利用する動機は多岐にわたる。本

研究では、企業が SNS を活用したマーケティン

グ・コミュニケーション戦略を策定する際のター

ゲットとして、社交的動機を持つユーザーを選定

することの有効性が示唆された。SNS 利用にお

ける社交的動機の有意性を確認した本研究の結果

は、たとえ情報志向的動機やコンテンツ利用動機

が高くない SNS 利用者であっても、SNS 上に露

出される広告メッセージに肯定的態度を示した

り、広告を利用する可能性があることを提示した。

次に、SNS 広告に対する肯定的・否定的態度

と利用意向との関係においても、その関連性が明

らかになった。SNS 広告の利用意向を高めるた

めには、SNS 広告に対して肯定的な態度を誘導

できるよう働きかけると共に、いかに否定的態度

を除去していくかが重要であると考えられる。

本研究では、関連分野の先行研究を手掛かり

に新たな概念的モデルを提示し、異国間での比較

分析を行い統計的に支持された。本研究の特徴は、

先行研究とは異なり、これまで断片的にしか検討

してこなかった消費者の反応を包括的かつ統合的

に分析したことである。これにより、SNS 広告

の効果を理解するに当たり、新たな知見を示すこ

とができたと考える。

そして本研究は、SNS 広告領域では研究が進

んでいない国際的視点から分析を行っており、文

化（国籍）の影響に関する示唆を与えたことも特

徴の１つであろう。本研究の結果は、国境を越え

て行われる国際広告や国際マーケティング戦略に

実践的な知見を与えることができた。とりわけ、

韓国は、日本にとって重要な進出国の１つである

ため、韓国におけるコミュニケーションの理解に

一助すると考えられる。

（２）本研究の限界と今後の課題
本研究では統計分析の段階において信頼性が

低い項目を削除せざるを得なかったため、SNS

の利用動機について十分に検討することはできな

かった。より多くの利用動機を提示し、広告態度

との関係を分析することは今後の課題にしたい。

また、本研究の調査対象は日本と韓国の大学生で

あり、学歴や年齢などが限定された。一般的に

大学生は SNS を積極的に利用する集団であるた

め、研究の標本としては適切であったが、SNS

を利用するすべての年齢集団を代表するわけでは

ない。今後の研究では多様な年齢構成を考慮した

調査対象の拡大が必要と考える。そして、本研究

では、一般的な SNS 広告を想定して調査を行っ

た が、SNS 広 告 に は Homepage Ad や Organic 

Impression などのタイプが存在するため、タイ

プ別の消費者反応の検証についは今後の課題とし

たい。最後に、本研究では、文化や産業構造が類

似した韓国を対象としたが、今後は、文化的異質



性の高い欧米を対象に検討を進めていきたい。
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【注】
（1） 満３歳以上を対象に最近１カ月以内での利用

経験を調査している。韓国インターネット振

興院（2017）を参照。
（2） 彼らは、「好感を持つ」「愉快な」「興味深い」

以外に、「いらだつ」という否定的な変数を

取り入れている。
（3） 韓国では釜山大学、培材大学、大真大学、そ

して日本では名古屋経済大学、静岡県立大学、

静岡産業大学から調査を行った。
（4） Papacharissi & Rubin（2000） は イ ン タ ー

ネットの利用動機を抽出しているが、対人関

係効用、時間活用、情報探索、利便性、娯楽

性の５つの要因を提示しており、Larose et 

al.（2001）は情報、娯楽性、社会的交流、休

息などの動機を提示した。
（5） Supphellen & Nysveen（2001）の研究では「い

いね！を押す」「クリックして確認する」「知

人に勧める」「シェアする」などがあげられ

ている。
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地域中小企業国際化の胎動と自立化
―日立地域中小企業のDOI（Degree�of�Internationalization）と自立化の測定―

菅田 浩一郎（常磐大学）

要　　旨
本稿は日本の地域における中小企業がいかにして国際化を進めるのか、その特徴につき自立化の観点を

絡ませつつ、日立地域の中小企業に焦点をあてて考察する。企業城下町的産業集積地において中核企業を

頂点とするピラミッド型取引構造の中で従来は下請外注として位置づいてきた中小企業が国際化するため

には、独自技術や営業力に裏打ちされた自立性を後ろ盾とする必要がある。そのため、本稿は DOI と自

立性の二軸よりなる測定指標を策定し、理想プロフィール手法による分析を行う。

中小企業の国際化については、ニッチ市場向け特殊技術ゆえの海外進出希求、専門性を用いた規模の経

済の追求等がその契機として論じられる一方、その形態論としては Uppsala モデルが援用されるなどし

てきた。また中小企業の自立化をめぐっては独自技術の獲得が価格交渉力を引き出し、自立化をもたらす

とされてきた。さらに国際化と自立化は相互補完的に進むとも論じられてきた。しかし、日立地域のよう

な企業城下町における中小企業の国際化と自立化につき、測定指標を設定して定量的な分析を試みた研究

はない。長年、下請企業とされてきた類の日本の中小企業は国際化することが稀有であったためか、本稿

のような二軸の測定分析は重要であるにも関わらず行われてこなかった。本稿の分析枠組みは、従来下請

と呼ばれた中小企業の自立化をテコとした国際化を説明する点が理論的貢献となる。

本稿は、日立地域の中小企業 49 社に対してヒヤリングを行うとともに、41 社より左記の測定指標をベー

スとしたアンケート調査への回答を得て、分析する。DOI 測定指標は当該企業の国際化段階、国際化の

成果、対外能力、国際化に向けた経営者の認識を問う。その際、欧米の先行研究にみられる DOI 測定指

標を援用しつつも、日本の地域の中小企業の現実を説明できる指標となるよう修正した。

アンケート調査の結果、多数の企業が自立性を確保していること、国内志向の企業が多数とはいえ、

20％近くの企業は国際化を進めていること、中核企業に追従して海外進出している企業は皆無であること

等が判明した。

分析から日立地域の中小企業はもはや護送船団方式の下請企業ではないこと、実務的に各企業は業種毎

に独特の個性を示しながら、技術力をテコに自立化を進め、各々の持ち味、得意技を磨きながら、国際化、

自立化、もしくはその両方を追求していることが判明した。

１．はじめに�
　日立地域の中小産業財製造企業（以下中小企

業）は、いかにして国際化を進めるのか、自立化

という観点を絡めながら、その方向性を考察する

ことが本稿の狙いである。日立地域を取り上げる

理由としては同地域に主要工場を多く有する日立

製作所（以下、日製と略記）が日本を代表する中

核企業であること、同地域が閉じられた産業空間

よりなる典型的な企業城下町であることが挙げら

れる。また産業財に着目するのは消費財とは異な

り企業間取引関係が長期的に固定化されやすく相

互作用による技術蓄積が進む（Andersen, 1997）
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からである。本稿では日立地域の中小企業 49 社

を訪問してヒヤリングを行う一方、中小企業の

国際化度合（Degree of Internationalization: 以下

DOI と略記）と自立化度合を測定する指標を設

定し、これを基に作成したアンケート調査を行い、

訪問企業中 41 社より得た回答結果に基づく記述

統計を活用して定量的に測定し、分析を進める。

２．先行研究の確認　
中小企業国際化の契機について、Lindqvist

（1991）は中小企業が技術を先鋭化させ特殊市場

（ニッチ市場）において優位性を得た場合、こう

した市場は国内に限定すると過小であるため、自

ずと市場として魅力のある海外への展開を検討す

ることになると論じた。また国際化の契機に関

連して Andersen（1997）は、中小企業は顧客仕

向けと専門的なオペレーションの組み合わせを

武器に B to B 国際市場において規模の経済を追

求しつつあると論じる。実際、中小企業が輸出

に取り組んだ背景として、既存顧客の海外進出

や国内生産を維持しつつ輸出することに成長機

会をみたという調査結果が出ている（日本政策

金融公庫, 2016）。一方、中小企業国際化の在り

様を論じた形態論としては、有名な Uppsala モ

デル（Johanson & Vahlne, 1977）を援用する形で

Jansson & Sandberg（2008）が B to B マーケティ

ングと Uppsala モデルの組み合わせにより、関

係性と国際化がスパイラル状に同時に進むと論じ

た。ただし、日本の中小企業の実情に鑑みた場合、

遠原（2012）は Uppsala モデルが想定するよう

な生産拠点投資に至るまでの発展を想定するより

も、状況に応じて、輸出を中心とした無理のない

海外事業展開として輸出段階にとどまることが、

中小企業にとって適切な国際化となっているとみ

ることもできるとする。こうした諸議論の一方、

中小企業の国際化をめぐる規範的な議論もある。

長谷川（2015）は、海外事業展開により中小企業

が存立を維持することができるのなら、その可能

性を優先するべきであるとし、そうすることで、

中小企業が体力を蓄え、国内においても新たな付

加価値の高い分野で新産業を興す中小企業の価値

創造が展開されると論ずる。対照的に加藤（2011）、

櫻井（2017）は、実際に中小企業の海外投資は失

敗するケースが多く、安易な海外展開促進は戒め、

慎重を期すべきと論じている。このように国内外

において、中小企業国際化の契機やその形態、ひ

いてはその是非について論じた論考は複数存在す

るが、日本の地域における企業城下町に焦点を当

てて定量的な DOI 測定実施を伴った研究は存在

せず、深掘りする余地がある。

一方、中小企業の自立化に関しては、まず中小

企業独自の高付加価値技術が中核企業に対する価

格交渉力を引き出し、自立化を導出するという議

論がある（北沢 1971a, 1971b ; 廣江, 1987 ; 高橋, 

2003 ; 関, 2011）。また池田（2012）は中核企業が

従来の下請関係を見直し、選別化を進め、下請企

業側は自立化の動きを強め、親企業を複数化する

ところも現れたとした上で、中核企業からの作

用（様々な要請等）に対する反作用のある中小企

業は「自立型」、反作用があり、かつ対等な取引

をしている企業は「自律型」として区別し、「自

律」は「自立」よりも高次元であるとする（本稿

においては「自律」と「自立」を区別はしない）。

自立化とはそもそも固有技術や革新的技術の獲得

による中核企業に対する価格交渉力の拡大を意味

するのであり、これは「イノベーション」によっ

て支えられた概念と考えて差し支えないであろう

（菅田, 2018a）。高橋（2003）は自立化の基本戦略

としてイノベーション創出能力を高めることを挙

げている。また、池田（2012）も、一般にイノベー

ションは企業の成長と発展にとって重要な役割を

果たしてきたが、これは自立や自律を志向する中

小企業においても同じであるとしている。

　このように自立化が特に技術的イノベーション



と密接である場合、国際化と自立化の関係を問

うことは、国際化とイノベーションの関係を問

うことを意味する。実際、欧州においてはイノ

ベーションと輸出が中小企業の成長にとって相互

補完関係の戦略であり、製品差別化度合が高い

ほど、中小企業の国際化が引き起こされる可能

性が高まることや、自社製品の付加価値を高め、

マーケティング能力を開拓することにより、単な

る下請企業の領域を超えて、Value Chain を上り

依存度を低くする必要があると論じられている

（Golovko & Valentini, 2011 ; Baum, Schwens and 

Kabst, 2015 ; Jansson and Hilmersson, 2009）。こ

のように中小企業が差別化製品を有し、それをも

たらすイノベーションや技術蓄積を進めること

は、国際化を促進し、また、国際化の推進がさら

なるイノベーション促進をもたらす循環を惹起す

ることが論じられてきたのである。

　最後に日立地域の中小企業の国際化と自立化に

関する先行研究を確認する。同地域の中小企業

の国際化と自立化の両側面に言及した論考とし

ては、山本（2013）と平沢（2017）がある。山

本（2013）は同地域の中小企業の国際化のみな

らず、それを支える地元経済団体や企業同士の

ネットワークも含めた分析がなされている。平沢

（2017）は、ある特定の中小企業を取り上げ、そ

の国際展開史を詳述している。両論考ともにイン

タビューを交えた詳細な事例研究に基づいてお

り、示唆に富む研究となっている。ただし、双方

とも測定指標を設定した上での網羅的定量分析は

行っていない。次章においては、本研究の調査対

象を確認の上、中小企業の DOI 指標と自立化指

標を分析する枠組みと定量的に分析するための測

定指標の設定を試みる。

３．調査方法と分析枠組み
（１）調査対象について

本稿における国際化と自立化に関する調査対

象は、地元経済団体や訪問企業に紹介された企業、

もしくは『茨城県ものづくりガイド』（茨城県中

小企業振興公社, 2015）に掲載されている日立地

域の中小企業 49 社である（1）。これら企業は中小

企業振興公社が各種経営支援や情報提供を含む日

頃のやり取りを通じて、優位性があると認定した

企業、経済産業省等よりの受賞歴のある企業であ

る。2017 年現在、日立地域（茨城県県北、県央

地域）においては、従業員数４名～ 300 名未満の

産業財企業が約 540 社存在しており（2）、49 社は

単純計算で９％に相当するが、これは母集団では

なく、優位性のある企業群であるため、次節に示

す図１は、日立地域中小企業の全体像ではなく、

優位性のある企業群の散布図であることは注意を

要する。

対象企業の選定にあたっては、日製等の大手中

核企業と取引する機械加工業とし、「A. 電気・電

子部品・機器（８社）」、「B. 設計・開発・装置（８

社）」、「C. プレス加工（６社）」、「D. 鋳造・鍛造（３

社）」、「E. 切削・研削（６社）」、「F. 金型・治工具（５

社）」、「G. 製缶・鈑金（10 社）」、「H. 樹脂・ゴム

加工（３社）」の計 49 社となった（3）。日立地域

で創業した企業もしくは戦前に首都圏で創業し、

戦中・戦後に日立地域に移転してきた企業が多数

を占める。80 年代以降に首都圏より移転してき

た企業も数社ある。現在創業者が経営している企

業は殆どなく、２代目、３代目、中には４代目の

経営者もいる。筆者は 49 社に対してヒヤリング

を行い、41 社よりアンケート調査の回答を得た。

41 社のアンケート回答企業において、中核企

業との関係性を部分的に示す日製グループへの売

上高構成比率について、15 ～ 20 年前と 2017 年

現在を比較すると、日製への売上高構成比率が７

割以上だったのが現在５割以下に低下している

企業が８社、同様に最大４割程度低下している

企業 12 社、従来も現在も構成比が低いか、さら

に低下した企業が 14 社となっている。つまり 41

国際ビジネス研究第 11巻第２号

─33─



地域中小企業国際化の胎動と自立化 ―日立地域中小企業の DOI（Degree of Internationalization）と自立化の測定―

─34─

社中 34 社（83％）は過去 15 年～ 20 年間に日製

離れが加速したといえよう（4）。次節においては、

上記のような調査対象企業を分析するのに用いる

DOI と自立化という二つの観点からなる分析枠

組みにつき検討を加える。

（２）�DOI 指標及び自立化指標とアンケート調
査項目

欧米等においては中小企業の DOI 測定指標

につき多様な議論が展開されており、それは

大別して中小企業の DOI に関する記述的説明

と動因追究的説明に整理できる。記述的説明

とは、Uppsala モデルに代表されるような国際

化の段階的発展モデルや国際化の業績がどの

ように高まるのかということについての記述

や中小企業の国際化のパフォーマンス（成果）

の測定に関連した研究である（Rilap & Rilap, 

2001 ; Johanson &Valhne, 1977 ; Cavugil, 1982 ; 

Johanson & Vahlne, 2015 ; Majocchi & Zucchella, 

2003 ; Sullivan, 1994 ; Pangarkar, 2008 ; Ruzzier 

et al. 2007 ; Stewart, 1997 ; Gubik & Bartha, 2014; 

Balboni et.al. 2014）。一方、動因追究的説明とは、

中小企業の国際化にとって必要となる企業とし

ての顧客対応力、技術力、開発力等の諸能力や

知識・ノウハウの有無や、国際化に向けた経営

者の認識・経験の多寡が DOI の動因となるとい

う研究である（Fisher & Reuber, 2008; Shearmur 

& Laperrière, 2015 ; Reuber & Fischer, 1997 ; 

Eriksson et al. 2006 ; Acedo & Florin, 2006 ; Hsu 

& Cheng, 2013 ; Gubik & Bartha, 2014 ; Tan & 

Liesch, 2014）。　

　日立地域中小企業の DOI 測定を考慮した場

合、欧米における研究成果はいくつか修正し

て援用する必要がある。例えば Uppsala 理論

で有名な Stage モデルにおける Establishment 

Chain（Johanson & Vahlne, 1977） で あ る。 日

本の中小企業の場合、現地法人設立まで至らず

とも、輸出段階での停止も立派な国際化たりう

る（遠原, 2012 ; 細谷, 2014）。したがって Stage

モデルに基づく DOI 測定項目の設定において

は、Fortuitous Order（偶発的受注）、Feasibility 

Study（輸出可能性調査）の実施といった Pre-

Export 段階（輸出前段階）も踏まえたステージ

を設けるという修正が必要である。また、DOI

の動因となる企業の対外能力や経営者の認識に関

連して Hsu & Cheng （2013）は「年齢の若さ」、「教

育レベルの高さ」（＝学歴の高さ）を挙げる。し

かし、本稿の研究対象たる日本の中小企業の現実

に鑑みた場合、むしろ大学卒ではないが現場経験

豊かな叩き上げ社長の方が情報を処理する能力が

高いことが想像できる。従って「年齢の若さ」や

「学歴の高さ」は DOI 指標に採用しないという修

正も必要である。

　以上の先行研究も踏まえつつ策定した DOI 測

定指標が表１でありアンケート調査表はこれを基

にしている。測定項目毎の点数配分は分野毎の重

み付けに依拠する。表１にある「国際化段階」は

当該企業が国際化のいずれの段階にあるかを示

し、Stage が進むほど国際的なビジネスへの踏み

込みが深まるものとなっているため DOI に関す

る記述的説明に該当する。また「パフォーマンス」

は、海外にて売上が立つまでにかかった年数や売

上高輸出比率、地域的広がり等の項目を含み、国

際化の達成状況を描写するため、DOI に関する

記述的説明に該当する。両者は当該企業の DOI

到達状況を描く（記述する）形で測定するという

理論的意味を持ち、DOI を直に表す重要性に鑑

みて 30％ずつの重み付けをした。一方、表１の「対

外能力」は海外顧客との関係構築能力を示すもの

であるため、また「認識」は経営者の国際化に

向けた認識や動機の有無を示しているため、DOI

に関する動因追究的説明に該当する。なお「認

識」に含まれる「国際化に向けた硬直性」とは

“Lateral Rigidity”（Tan, A., Brewer, P., Liesch, P., 



2014）の訳である。Tan et al.（2014）は“Lateral 

Rigidity”を経営意思決定における硬直性とする

Luostarinen（1979）に依拠し、なぜ経営者は国

際化に躊躇するかを説明する概念とした。動因追

求的説明に該当する項目については該当項目が多

いほど、また点数が高いほど DOI が高まる原因

が多いという理論的意味を持つ。「対外能力」と

「認識」は先述の記述的指標を補助するものとし

て 20％ずつの重み付けをした。

Pangakar （2008） は 企 業 成 果 と DOI の 関 係

を検討し、幅広く複数項目を見る必要を論じ、

Sulivan（1994）も DOI 測定方法は未完成である

とした上で複数手法の単ある寄せ集めは不適切で

あるとしつつも、単一の測定項目だけで DOI 測

定をするのは正しくないとして輸出比率等のパ

フォーマンス、海外進出構造、経営陣の国際経験

や国際業務への心理的距離を含む認識や能力を測

定要素とする。また Gubik & Bartha （2014）は輸

出比率（％）、経営者の態度・認識（５件法）、地

理的広がり（選択式）、国際化戦略の有無（選択

式）といった要素を点数化し、平均した SMINI

（SME Internationalization Index）を用いて DOI

を測定する。本稿は基本的に Sulivan（1994）、

Gubik & Bartha （2014）を踏襲する。パフォーマ

ンス（輸出比率：％、地理的広がり：選択、国際

化モード：選択）、対外能力（５件法）、経営陣の

国際化認識や距離（選択式）といった指標に加え

て、Sulivan（1994）の論ずる「構造：海外拠点

数等」の代替として国際化段階（選択式）を指標

化の上、合算する。

表１　地域中小企業 DOI 測定のためのアンケート項目

 

分野/ウエイト 項目 質問 　
番号 法方択選目項問質 点数 　

配分 参照

国際化段階/ Stage 1. 国内志向 1 海外からの不意の発注や照会には応じる。 二択式 2 Balboni et.al. (2014), 
Cavugil (1980),  Gubik & 
Bartha (2014), Jansson & 
Sandberg (2008), 
Johanson &Valhne (1977), 
Johanson & Vahlne 
(2015), Majocchi & 
Zucchella (2003),  
Pangarkar (2008),   Rilap 
& Rilap (2001),  Ruzzier et 
al. (2007), Stewart 
(1997),  Sullivan (1994) 

30% Stage 2. FS開始 2～4 輸出開始前の事前調査、きっかけ、準備の有無。 二択式 2
Stage 3　輸出計画策
定

5,6 輸出に向けた意思の確認、具体的計画策定・商談の有無。 二択式 2
Stage 4　試験的輸出 7～9 サンプル品等の限定的試験的輸出と評価の実施の有無。 二択式 2
Stage 5　輸出の定常
化

10～13 固定客の確保、従業員訓練、輸出業務の定常化の有無。 二択式 2
Stage 6　国際化深化 14～15 国際化予算配分、長期取引先の確保、販売拠点設立等 二択式 2

パフォーマンス/成果 16～18 海外事業に専任する従業員数、海外売上計上に至るまでの年数 3件法 2,3,4
30% 5点1毎％02率比出輸数品製、率比額出輸高上売02 ,91性向志出輸

輸出先/投資先 21～25 中国・台湾・韓国、東南アジア・南西アジア・オセアニア、北米、欧州
、その他

二択式 1

国際化モード 26～31 部品輸入、製品輸出、半製品輸入、
戦略提携、ＪＶ，直接投資

二択式 1

対外能力
/20％

ネットワーク内協力による
顧客対応と輸出成果。

32～36 国際化を志向する地域ネットワークへの参加、多国籍企業とのビジネ
ス関係、長期にわたる海外顧客とのビジネス関係

5件法 4

認識/20％ 心理的距離 37～40 輸出の心理的負担、経営者の国際経験（旅行、留学、出張等）
、国際化動機、知識

二択式 1

国際化リスク認識（低＝
DOI高）

41,42 経営者の国際化への必要性認識とリスクは低いという認識している。 二択式 1

国際化に向けた硬直性
１）国内志向性

1式択二。避忌は出輸、先優内国44,34

国際化に向けた硬直性
２）刺激の制約

1式択二。視無は策励奨出輸64,54

国際化に向けた硬直性
３）知識と経験の制約

47,48 輸出に必要な知識が不足しており、準備する時間とコストはない。 二択式 1

国際化に向けた硬直性
４）内向き志向

49,50 現状業務のやり方を変更する必要はないとみている。 二択式 1

輸出に向けた外部からの
刺激

51～53 不意の発注・照会による商機と輸出意思の有無。 二択式 1

リスク、コスト認識 54～56 輸出に伴うリスクは小さく、利益が得る見込みあり、コミュニケーション
の壁もない。

二択式 1

Acedo & Florin (2006), 
Eriksson et al. (2006),  
Fisher & Reuber (2008),  
Gubik & Bartha (2014), 
Hsu & Cheng (2013),  
Reuber & Fischer (1997), 
Shearmur & Laperrière 
(2015),  Tan & Liesch 
(2014) 

出所：菅田（2018b）に基づき筆者作成
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次に自立化指標である。本稿においては中小企

業自立化とは、長年にわたる従属的下請企業で

あった当該中小企業が中核企業との長期固定的取

引関係を経て社内に独自の高付加価値技術を蓄積

した結果、価格決定力を得るようになり、その結

果として国内外への顧客多角化を実現しつつある

状況として定義づける。

　自立化測定指標の策定に関して池田（2012）は

アンケート項目として、研究開発への取り組み、

生産性や品質を高めるための最新鋭設備の導入、

独自の製造技術や加工技術・熟練技能者の有無、

自主的な品質改善努力の有無、高精度品・高難度

品（ハイテク品）の生産の有無などを挙げている。

また Balboni（2013, 2014）は、イタリアの下請

型中小企業の分析を通じて、中小企業の技術力、

設計力といった機能的能力はポジティブに影響す

ることなどを論じる。こうした先行研究も踏まえ

つつ策定した自立化測定指標が表２である。表２

の「業態」とは、当該中小企業が中核企業に依存

する下請的位置づけにあるのか、あるいは自社製

品を有する自立性ある位置づけにあるかを示すた

め、自立性測定項目となる。自社製品を有する、

もしくは中核企業との取引と並行して自社製品の

生産販売を行う企業であるほど自立性が高いとい

う意味を有する。「中核企業との関係」とは、設

備投資や品質改善、中核企業との出向者のやり取

りや技術指導受入れの有無についての問である。

これらの諸点につき中核企業との関係において依

存度が低いほど、点数は高く、自立性の高さを示

す。「業態」と「中核企業との関係」には 10％ず

つの重み付けをした。また、「R&D 力」「製造」「営

業」の各項目ともその能力が高いほど、自立性が

高い内容となっているため、自立化測定項目とな

る。特に「R&D 力」「製造」は自立化を担保する

重要分野として 30％ずつを配し、「営業」分野は

自立化を促進する補助的位置づけとして 20％の

重み付けとした。なお、自立化測定指標も DOI

と同様に点数を合計して測定するものとする。

表２　地域中小企業自立化測定のためのアンケート項目

分野/ウエイト 項目 質問　　
番号 法方択選目項問質 点数 　

配分 参照

5式択五態業の社貴1状現の態業%01/態業
業態の変化 2 過去15～20年間の業態変化。 五択式 5

2式択二。かるす響影でまこどは業企核中7～3%01/係関のと業企核中
2式択三・二況状組取発開究研21～8発開究研/力D&R

30% 設計能力 13～15 優位性のある設備やノウハウの有無、設計者の所属の有無。 5件法 4
16～19 設計図面は貸与図・承認図か、自社設計か、擦り合わせの有無等 二択式 1

2式択二合度与関のへ務業計設12,02
製造力/
30%

製造 22～24 生産技術（ノウハウ）、技術的知識の程度、取引先からの技術吸
収と横展開の可能性等。

5件法 4

製造技術 25～29 最新鋭の設備導入の有無、独自の製造技術や加工技術の有無、
一括受注・ユニット加工実施の有無、熟練技能者の有無、高精度
品・高難度品（ハイテク品）生産の有無。

三択式 2

コスト 2式択三、無有の力努のンウダトスコで外内国03
納期 2式択三、無有の築構ムテスシ縮短期納13
品質 2式択三。無有の動活善改質品23
独自技術 33～34 式択二無有の品製、術技産生の自独 1

営業/
20%

顧客対応
能力

35,36 物流上の問題、商品開発上の問題を解決するための対顧客協力
能力。

5件法 4

マーケティング 37 価格決定に自社の意向が反映 4法件5。かるれさ
4法件5。寡多の手相争競83

39 日製グループ（あるいはその他特定顧客）以外の顧客への売上高
比率。

25point =1 4

池田(2012), 越村(2012),  
Balboni, B., Bortoluzzi, G., 
& Grandinetti, R. (2013), 
Balboni, B., Bortoluzzi, G., 
& Vianelli, D. (2014)

出所：参照欄記載の先行研究に基づき筆者作成



本稿におけるアンケート調査表は DOI 測定指

標（表１）と自立化測定指標（表２）を基にして

いる。アンケートは DOI 指標関連が 56 個の質問

よりなり、100 点満点となっている。また自立化

指標を測定する質問は 39 項目よりなる 100 点満

点である。測定方法として、本稿では「理想プロ

フィール指標」を採用する。「理想プロフィール」

とは、Van de Ven & Drazin （1984）が提案した

ものであり、組織的な成果は二つか三つの要素の

適応（Fit）の結果であり、例えば当該組織にお

ける組織環境、戦略、構造、システム、スタイ

ル、文化等々に関するものであるとする。まず高

度な成果を出している組織から理論的あるいは経

験的に構造もしくはプロセスの理想的なタイプの

パターンを作り、これと測定対象となる組織を比

較して計測するという考え方である。この手法は、

Clark&Fujimoto （1991）における「重量級プロ

ダクトマネジャー」という概念を表すのに使われ

ている。

　本稿においては、独自技術の高度化により超高

精度・高密度の技術を実現した結果、高付加価値

ニッチ需要に対応するため、国内市場が寡少とな

り、国際展開を行うような自立型国際化企業であ

る GNT（Global Niche Top）企業が理想プロフィー

ルを示す企業である。次節の図１の第一象限に

おいて DOI 指標、自立性指標ともに 100％（図

表右上頂点に位置づく）となる企業である。DOI

測定においては、国際化段階やパフォーマンス

（成果）が高いほど、また対外能力や国際化志向

性の認識が高いほど、理想プロフィールに近い形

で fit する。自立化測定においては、業態が自立

型に近いほど、基礎的なＲ＆Ｄ力があり、製造力

があり、営業力があるほど理想プロフィールに近

い形で fit する。

以上のようなアンケート項目を測定指標とする

に際し、DOI 指標（縦軸）と自立化指標（横軸）

に囲まれる４つのタイプを想定することができよ

う。すなわち、タイプ１（縦軸＝低 DOI, 横軸＝

低自立）は、戦後来、高度経済成長期を経て存在

してきた企業城下町的産業集積地にみられる典型

的な下請型中小企業である。森嶋（2018）がまと

める通り、これらの企業は、親企業である日製グ

ループの工場との間に長期固定的な下請取引関係

を結び、日製の各工場を頂点とする複数のピラ

ミッド型の取引構造の中で、製品の企画・設計・

施策は中核企業が行い、協力会社は中核企業から

材料支給を受け、部品の賃加工、製品組立のみを

行うというのが典型的な分業の様態ということに

なる。このようなピラミッド構造は、護送船団方

式の行き詰まりとともに、大きな転換が求められ

るに至ったのである（日本政策投資銀行, 2001）。

タイプ２（縦軸＝高 DOI, 横軸＝低自立）は中核

企業の海外生産子会社に対して日本から輸出もし

くは中核企業海外工場の近隣に自らの生産拠点を

直接投資するというような、追従型の国際化を進

めた中小企業である。タイプ３（縦軸＝低 DOI, 

横軸＝高自立）は受注先の多様化や、将来的な自

社製品の開発も念頭に置きながら、独自の高付加

価値技術の開発に成功するとともに、国内におい

て顧客の多様化に成功している中小企業である。

こうした企業は独自技術を持ち、池田（2012）に

ある通り、技術の高付加価値化に伴って、中小企

業みずから価格交渉力を持ち、従属的立場からの

脱却と自立化がもたらされる。タイプ４（縦軸＝

高 DOI, 横軸＝高自立）は独自技術を有し、それ

に基づく製品・部品、加工サービスを、海外顧客

にも提供している。顧客は国内外に分散している。

設計、開発能力を有し、高付加価値の独自技術に

より、価格交渉能力を持ち、自立化しており、世

界的シェアを誇るグローバル・ニッチトップ企業

（GNT）（細谷, 2014）を最終目標とする。

以上、縦軸を DOI、横軸を自立化とする分析

枠組みにみられるタイプ１～４のありようについ

て確認した。以下、41 社のアンケート結果を確
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認し、その内容分析を踏まえつつ業種別にいくつ

かのタイプについて考察していく。それによって、

国際化と自立化に関する日立地域中小企業の特色

を浮かび上がらせることとする。

アンケート回答企業 41 社の DOI 指標と自立化

指標の合計点を企業毎に示したものが表３であ

り、これを座標軸上に示したものが図１である。

図１にある通り、41 社中、27 社がタイプ３の自

立的中小企業である。またタイプ４の自立的国際

化中小企業は 11 社であり、全体の 27％を占める。

一方、タイプ１の典型的な下請型中小企業は３社

しか存在せず、少数派となっている。興味深いこ

とにタイプ２の追随型国際化中小企業に該当する

企業は１社も存在しなかった。次のようなことが

判明したと言えよう。

第一に 90 年代末～ 2000 年代前半における論考

４．発見的事実

表３　日立地域中小企業各社別 DOI 指標及び自立化指標

出所：筆者作成
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自立化指標

タイプ２（n=0）追従型国際化企業

タイプ１（n=３）従来型下請企業

タイプ4:（n=11）自立型国際化企業(GNT)

タイプ3（n=27）自立型国内志向企業

理想プロフィール
(DOI指標・自立化指標

とも100％）

注： 各企業の DOI 指標及び自立化指標に関するアンケートへの回答結果を集計した合計得点
を、理想プロフィールの満点の点数（DOI、自立化とも 100 点満点）で除した％が各社
の DOI 指標、自立化指標となる。各々 100％に近いほど理想

出所：参照欄記載の先行研究に基づき筆者作成

図１　日立地域中小企業 41 社の DOI と自立性



では日立地域の中小企業は日製を頂点とするピラ

ミッド型階層構造に組み込まれた下請企業群とし

て論じられ「護送船団方式」の意識から抜けきれ

ない企業もみられると批判されていた（小山・橋

本, 2000 ; 日本政策投資銀行, 2001 ; 遠山, 2002）。

しかし、図１の通り従来型の下請企業は３社しか

存在せず、自立性を高めている企業の方が圧倒的

に多い。すなわちこの 20 年弱で多くの中小企業

は自立性を高め、かつての同地域における階層的

ピラミッド構造は大幅に変容しつつあるというこ

とが考えられる。第二に、中核企業への追随的直

接投資や輸出を行うタイプ２の企業が皆無という

点についてである。茨城県中小企業振興公社によ

ると、かつてタイプ２の企業としては 1970 年代

末～ 80 年末にかけて日製の多賀工場が海外生産

を開始した頃、同社に少し遅れて海外直接投資を

したＹ社、Ｚ社等が存在していたが、現在は日立

製作所に頼らずタイプ４の企業に変貌している。

またその他のタイプ２の企業としては、中核企業

の海外生産に伴い、海外進出をしたものの、グロー

バル競争についていけずに撤退し、現在はタイプ

３に変化している企業もある（5）。また、茨城県

中小企業振興公社は、実際、中核企業側もタイプ

２に任せるだけの仕事量が無くなっており、タイ

プ４への転換を推奨している上に、各社とも自社

の高度な部品を複数の外国顧客に販売していく努

力を始めているとする（6）。

　このように日立地域の中小企業につき、DOI

指標と自立化指標の二軸の分析枠組みから見た場

合、自立化要素を伴わない国際化（タイプ２）と

いうものは困難であり、DOI 指標の高い企業は

独自技術や営業力に裏打ちされた形で自立性が高

いことが分かる。

　以上は全体を俯瞰して言えることであるが、以

下、業種別分析により国際化と自立化の特徴をよ

り鮮明にあぶりだすことを試みる。業種別平均

の DOI 指標と自立化指標は図２（データは表４）

の通りである。業種別では次の４つのグループが

浮かび上がってくる。

金型・治工具

プレス加工
電気・電子部品・機器

切削・研削

設計・開発・装置
鋳造・鍛造

製缶・鈑金
樹脂・ゴム加工
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表４．
業種 DOI指標 自立化指標

F. 金型・治工具 (3社) 57% 72%

C. プレス加工(4社) 53% 63%

A. 電気・電子部品・機器(8社) 53% 69%

E. 切削・研削(4社) 46% 66%

B. 設計・開発・装置(8社) 37% 71%

D. 鋳造・鍛造(3社) 34% 63%

G. 製缶・鈑金(9社) 27% 56%

H. 樹脂・ゴム加工(n=2) 26% 59%

全体平均 41% 65%

注： 業種別の DOI 指標平均及び自立化指標平均は、業種毎の DOI に指標の合計及び自立化指
標の合計を業種毎の企業数で除したものを、各々理想プロフィールの満点で除して算出し
たものである。

出所：図２、表４とも筆者作成

図２　日立地域中小企業 41 社の業種別 DOI と自立性
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第１のグループは DOI 指標・自立化指標が比

較的高い業種である「金型・治工具 （３社）」、「電

気・電子部品・機器（８社）」、「切削・研削（４社）」

の３つよりなる。３業種とも DOI 指標は全業種

平均比５～ 16 ポイント程度高く、自立化指標も

全業種平均比１ポイント～７ポイント高い。ただ

し、これら３業種における自立化指標の内容に着

目してみてみると、各々の特徴がある。まず「金

型・治工具」は自立化指標の構成要素たる「営業

力」「R&D 力」「製造力」ともに全業種平均より

も高い。「電気・電子部品・機器」は「R&D 力」

が高いものの、「営業力」、「製造力」は平均並み

である。一方、「切削・研削」は「営業力」と「製

造力」が高いが、「R&D 力」が平均以下である。

第２に DOI 指標も自立化指標も低い業種別グ

ループは「製缶・鈑金（９社）」「樹脂・ゴム加工

（２社）」「鋳造・鍛造（３社）」である。そのいず

れにも属さない第３、第４のグループが「設計・

開発・装置（８社）」と「プレス加工（４社）」で

ある。「プレス加工」は DOI 指標が高く、自立化

指標が相対的に低いのに対し、「設計・開発・装置」

は DOI 指標が低く自立化指標が比較的高い。

　ここではまず「金型・治工具」が DOI 指標、

自立化指標ともに高く、他業種との比較において

相対的により理想プロフィールに近い所に位置づ

いている点を確認する。「金型・治工具」は「R&D

力」が全業種平均比＋ 14 ポイント、「製造力」が

同＋９ポイント、「マーケティング力」も同＋ 16

ポイントであり、同業種は、職人技的な超精密加

工や創意工夫が特に求められ、顧客との頻繁で密

度の濃いやり取りが必要となり、R&D 力を含む

技術力の向上につながり、ひいてはこれが国際展

開の進展にもつながったものとみられる。

　次節においては DOI 指標・自立化指標ともに

高い「電気・電子部品・機器」・「切削・研削」の

自立化指標を分析し、続いて DOI 指標が低く、

自立化指標が高い「設計・開発・装置」と DOI

指標が高く、自立化指標が低い「プレス加工」を

みていく。その際、各々具体的事例も例示する。

【�A.�電気・電子部品・機器（８社）：DOI 指標
及び自立化指標の「技術力」が高い】
同業種における自立化指標の構成要素では

「R&D 力」が 70％となっており、全業種平均の

63％を７ポイント上回る。「研究開発」を中心と

した「R&D 力」の高さと、自社製品保有（「業態」

が 88％と全業種平均比＋ 19 ポイント）により自

立化指標を押し上げている点が「電気・電子部品・

機器」の特徴である。

【 事 例 】A7 社（DOI：91 ％、 自 立 性 81 ％） は

1965 年創立の理化学用ガラス機器加工メーカー

であり、石英・各種高品質ガラス加工、分析機

器、医療用等向け特殊ランプや、各種装置を生産

販売する GNT 企業である。同社は初の日本製理

化学分析用ガラスを製作した。かつて日本製の理

化学分析用特殊ランプ分野において大手企業は

撤退し、他の企業も品質安定に苦労していたが、

A7 社はあえてこれに挑戦した。同社には「黄綬

褒章」を受賞するような匠の技を持つ高度技術者

も所属し、高品質高付加価値製品を製作する。同

社は 2014 年「がんばる中小企業・小規模事業者

300 社」に選出され、2017 年経済産業省の「地域

未来牽引企業」に認定された他、過去において

政府、県、各種団体からの数々の受賞歴を持つ。

A7 社は日本国内では日立地域内に２か所の生産

拠点を有し、海外では中国の北京に工場を有する。

同社は 1960 年代に日製の那珂工場を率いた牧野

勇夫氏より理化学用のガラス機器製作を依頼され

たことが創業のきっかけとなった。理化学分析用

の特殊ランプを作れる日本企業は殆ど存在してい

なかった。A7 社の社長は only one 技術の磨きこ

みが重要であるが技術の種の見極めと起業家精神

が GNT になるうえでは重要であると述べる（7）。



【�E.�切削・研削（４社）：DOI 指標及び自立化
指標の「営業力」と「製造力」が高い】

　上記とは対照的に同業種は「R&D 力」が 59％

と、全業種平均を７ポイントも下回る。また「業

態」「中核企業との関係」も全業種平均比で▲５

～６ポイントである。その一方で同業種は「営業

力」を構成する「顧客対応能力」が 84％（全業

種平均比＋ 11 ポイント）、「製造力」が 79％（全

業種平均比＋４ポイント）と高い。

【 事 例 】E1 社（DOI：73 ％、 自 立 性 64 ％） は

1949 年創業、従業員 30 名、資本金 1000 万円の

精密機器部品丸物・挽き物切削、長尺、微細加工

を得意とする切削加工メーカーである。従来は中

核企業向けに計器関係の部品や自動車部品を製作

する典型的なタイプ１型（図１参照）企業であっ

た。その後リーマンショックの影響により仕事量

が激減し、方針転換する。同社は 2010 年に経済

産業省サポイン事業（戦略的基盤技術高度化支援

事業）認定と支援を受け、医療系微細加工をテー

マとして取り組み、産業創業研究所、国立大学等

の協力により技術的な成果を得て、細く長く加工

する技術を確立した。E1 社は CCD デジタル技

術を使い、常時補正型マイクロ NC 旋盤技術を確

立、細く長いモノの精密過去を可能とし、タイプ

３型企業への転換の契機をつかんだ。さらに同社

は 2011 年にドイツ・デュセルドルフで開催され

た国際医療機器展示会の COPAMED に出展し、

ドイツ企業との取引を開始、2014 年４月から売

上が立った。当該ドイツ企業は 2003 年設立の医

療系遠隔ロボット製作企業であり先端技術を有す

GNT である。当該ドイツ企業との取引は当初中

国企業を仲介したが、中国企業が顧客の技術要求

に追従できず、顧客のドイツ企業と E1 社との直

接取引が開始された。製作に当たっては随時図面

の更新がなされ、顧客要求技術レベルが上がり、

その度競合は脱落し、E1 社は自らのレベルを上

げ受注を継続した。現三代目社長は GNT を目指

す方針であり、E1 社にとって日本国内市場だけ

ではニッチ過ぎて寡少であるため、国際化は企業

として生存していく上で当然のことであるとする
（8）。同社はドイツ企業との取引実績を通じて一気

にタイプ４型企業へと変貌しつつある。

【�B.�設計・開発・装置（８社）：研究開発を中
心に自立化指標高いがDOI は低い】
一方「設計・開発・装置」の 8 社は DOI 指標

が 37％（全業種平均比▲４ポイント）と低いが、

自立化指標の方は 71％（全業種平均比＋４ポイ

ント）と、トップの「金型・治工具」に次ぐ高さ

となっている。自立化指標のうち、特に「R&D 力」

は 80％（全業種平均比＋ 16 ポイント）と際立っ

ている。

【事例】B1 社（DOI：43％、自立性 71％）は先

代の社長が 1970 年に創業した計測機器メーカー

である。同社は有効電力を検証するために位相角

が合っているかを確認するデジタル位相周波数計

を開発、東京電力の公認を得て業界標準機となっ

ている。また同社は近年、非接触交流電圧セン

サーを開発し事業化に努めている。同社は設計機

能の保有による技術力が価格交渉力につながると

する。また図面やデータになっていない考え方や

ノウハウといった蓄積が重要であるとし、開発力、

技術力とソリューション提供力を持ち、取引先に

価値を認めてもらうことが重要であるとする。同

社に対しては香港、米国、イタリア、中国から問

い合わせがあり、将来は輸出も行いたい。現在は

国内外で非接触交流電圧センサーに関する特許、

業界規格、各種規制について明確化し、対応でき

るようにする必要があり、自社のみならず、大手

企業と組んでの取り組みが必要となっている。先

代の頃から B1 社は世の中にないものを自らの手

で開発し、製作したいという意欲が強く、ニッチ

な市場を狙う方針を貫いており、まさに研究開発

と設計力を中心とした技術力に力点をおいた自立
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的事業展開と先々の国際化を見据えているのであ

る（9）。同社はいわば創業以来、タイプ３型企業

であり続けた。現社長は目下研究開発中の案件を

テコに大手企業と組み、随伴的な海外展開を考え

たいとする。すなわち、タイプ３型企業からいっ

たんタイプ２型企業に変貌することを見据えてい

るのである。

【�C.�プレス加工（４社）：DOI は高いが、技術
力以外の自立化指標が低い】

　同業種の DOI 指標と自立化指標は「設計・開

発・装置」とは対照的な結果を示している。すな

わち「プレス加工」は DOI 指標が 53％（全業種

平均比＋ 12 ポイント）と高い一方で、自立化軸

は全業種平均並みの 63％である。自立化指標の

うち「業態」が全業種平均比▲ 14 ポイント、「マー

ケティング」が同▲ 13 ポイントと低い。

【 事 例 】C3（DOI：63 ％、 自 立 性 62 ％） 社 は

1983 年設立、従業員 24 名のバネ製造会社である。

当初同社は同業他社が過負荷状況にある際のバッ

ファー用外注先として、大手自動車メーカー、ブ

レーキメーカー向けにばねを生産していた Tier 1

企業の X 社向けに生産するようになった。C3 社

は顧客である X 社が期限までに一定数量のばね

を納入しなければならないが、技術的にもキャパ

的にも困難という局面で、X 社の社員と協同して

知恵を出し合い高品質の製品を期限までに間に合

わせるというような「修羅場」を幾度も共に乗り

越えた。このように顧客と共闘し、汗を共にする

関係を築き技術的ノウハウを伝授され、創業５～

10 年をかけて C3 社は、ばね指数４以下の難加工

ばね製造の独自技術を確立した。ばね指数とは心

金とコイルの太さの比であり、D/d（デイバイデ

イ）と表示されるが、通常、同数値は４～ 20 が

最適とされ、４以下は心金の破損等リスクが高い。

C3 社は左記のような長年の経験に裏打ちされた

独特の暗黙知に基づく切削技術を確立し、D/d４

以下のばねの量産技術を実現したのである。また、

2014 年には顧客開拓のため中国昆明に工場を設

立し年商１億円超の売上げを上げている（10）。

５．考察
アンケート結果から以下のようなことが言え

る。「電気・電子部品・機器」においては、過去

15 年～ 20 年の間に、研究開発を積み重ね、独自

技術、独自製品の開発による技術力の向上が図ら

れ、これが自立性の確保へとつながり、ひいては

国際展開へとつながってきているのではないかと

推察される。対照的に「切削・研削」という業種

では、自ら設計を行うのではなく、顧客が提示す

る設計図面をもとに無理難題とでもいうべき高度

な技術課題を克服し、顧客に問題解決を提供す

ることを武器としている企業像が浮かぶ。実際、

E1 社の場合、ドイツの先端技術を扱う顧客が図

面変更を重ねるたびに追随できなくなった競合企

業（中国企業等）が脱落してゆき、最終的に E1

社のみが残存し、成約にいたった。このような形

で日頃の研究開発蓄積を生かし、自社の技術を実

証してニッチトップを切り開くのである。

　一方、日立地域における「設計・開発・装置」は、

国際化に向けた動きは現在起きておらず、その成

果も出ていないものの、事業国際化に向けた対外

的能力は有しており、DOI が高まる潜在的力が

あるということが推察される。

「プレス加工」は中核企業に売上を依存し、中

長期的な取引関係を維持する中で、独自の生産技

術をテコに、当該顧客にとって中長期的に必要不

可欠なソリューションを提供するというポジショ

ンにあると推察される。

以上、日立地域中小企業 41 社の DOI と自立性

につき、特にユニークな傾向を示す業種別の位置

づけについて分析的な考察を行った。その結果、

技術力をテコとして自立化を進め、国際展開を探

る「電気・電子部品・機器」、同様に技術力の向



上を進めるものの、中核企業への売上依存度が高

く、国際化は控えめとなっている「設計・開発・

装置」、顧客が抱える精密加工に関するニッチな

需要に応えることで自立化を進める「切削・研削」、

顧客企業への柔軟対応をテコに国際展開する「プ

レス加工」といったように、これらの業種はそれ

ぞれの持ち味、得意技を磨きながら、国際化、自

立化、もしくはその両方を追求していることが分

かる。残る業種としては「鋳造・鍛造」「製缶・

鈑金」「樹脂・ゴム加工」があるが、他の業種ほ

ど目立った特色はなく詳細な分析は割愛する。全

般的には、いくら企業城下町の日立地域でも階層

的な分業構造体制における下請という立場は大幅

に希薄化しており、もはや同地域の中小企業は従

属的な存在では全くなく、自立的で国際的なアク

ターとなりつつあることが考えられる。

６．貢献と議論の限界　　
　日立地域は日本の代表的な典型的企業城下町で

あり、取引関係が固定化し易く、従来下請とされ

た産業財中小企業の国際化を自立化と絡ませなが

ら分析することは中小企業の生存にとって有意義

である。本稿においては DOI 指標と自立化指標

の二軸を分析枠組みとして日立地域における 41

社のアンケート調査結果を分析した。従来の欧米

流 SME 国際化理論とは異なり、かつて下請企業

として中核企業に依存していた日本の地域の中小

ものづくり企業の国際化を説明するには DOI 指

標のみならず自立化指標を取り入れることによっ

てよりダイナミックな分析が可能となることが分

かったことが本稿の理論的貢献である。一方、こ

の分析により中小企業の国際化は自立化が前提で

あり、追従型の海外展開は困難であることが判明

した。また、自立化に向けた動きが不十分である

として批判された 20 年前とは大きく異なり、多

くの企業が自立化の方向に舵を切り、またかつて

は想定されていなかったが、２割近くの企業が国

際化を進めていることも判明した。実践的示唆と

して、このように、従来、下請と呼ばれた中小企

業が R&D 力、製造力、営業力を身に着け、自立

化をテコとして国際化を進めていることが示され

た。一方、本稿においては業種別分析において「製

缶・鈑金」、「樹脂・ゴム加工」、「鋳造・鍛造」の

分析、特に企業数が多い「製缶・鈑金」について

は論究できていない。また本稿における分析は優

位性の高い中小企業を中心としたものであり、今

後より対象業種と対象企業を拡大していく必要が

ある。
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【注】
（1） 調査対象企業は日立市、ひたちなか市、水戸

市、常陸太田市、常陸大宮市等に立地し、以

下のように選定された。

・ 茨城県中小企業振興公社・ひたちなか商工

会議所、日立地区産業支援センター等、地

元経済団体による推薦：18 社。

・ 茨城県中小企業振興公社（2015）『茨城県

ものづくりガイド』に掲載されている企業

のうち、同地域の企業を選定し、筆者自ら

依頼：21 社。

・ 訪問した中小企業から推薦された企業：10

社。
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49 企業に対しては、筆者が直接電話連絡を

取り、経営者への面会を依頼し、先方の承諾

後、Email にて面会のアポイントメントを取

り付けた。訪問は 2017 年５月～８月、2018

年６月～９月にかけて行われ、面会後、アン

ケートへの回答は Email もしくは郵送にて

回収した。
（2） 経済産業省大臣官房調査統計グループ構造統

計室（2019）『平成 29（2017）年工業統計表 

地域別統計表』を参照。
（3） 同業種分類は茨城県中小企業振興公社（2015）

『茨城県ものづくりガイド』による。当該業

種分類は同公社が各社業務実態を勘案して作

成したものである（同公社談）。
（4） その一方で、従来よりもむしろ日製への売上

構成比が上がった企業が７社存在している点

は興味深い。これは顧客対応の工夫や技術力

向上により獲得した取引拡大の一環である。
（5） 実際「鋳造・鍛造」業種の D2 社は 90 年代

にタイへの直接投資を行ったが、その後需要

縮小により国内回帰した例である。
（6） 2018 年８月 30 日付、茨城県中小企業振興公

社担当官への質問への回答に基づく。
（7） 2018 年７月 26 日に行ったＡ 7 社へのヒヤリ

ング内容に基づく。
（8） 2015 年６月 30 日、2017 年８月７日、2018

年７月３日の E1 社へのヒヤリングに基づ

く。
（9） 2015 年６月 23 日、2017 年７月 27 日、2018

年６月 22 日の B1 社へのヒヤリングに基づ

く。
（10） 2018 年６月 19 日に行った C3 社へのヒヤリ

ング内容に基づく。
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半導体産業における組織間関係の構築
―TSMCと日系装置メーカーJ社の取引関係の事例分析―

楊　英賢（台湾・国立嘉義大学）
阿部嘉隆（台湾・国立嘉義大学大学院）

要　　旨
本研究は、台湾半導体産業における組織間関係の構築のプロセスを明らかにする。特に、TSMC と日

系装置メーカー J 社に注目する。本研究はインタビュー調査内容や既存研究に基づき、定性分析を行う。

主な研究結果は次のように示す。第一に、TSMC と J 社との取引過程について最も重要なことは、販売

価格やサービスより、技術そのものである。第二に、両社の組織間関係は初期の単純な市場取引関係から、

次第に顧客工場の現場のデモを通じて、後期まで緊密な信頼関係を構築することができる。第三に、両社

の初期と後期における組織間関係の変化で鍵となるのは、デモによる相互信頼の強化である。このように、

両社の協調的な行動に基づいて、相互の技術能力向上により、結果としては、両社共に高い競争優位をも

たらしているのである。

研究ノート

１．はじめに
近年、台湾半導体産業の国際競争力の上昇とと

もに、その産業発展や企業の競争優位の究明への

注目度が高まっている。そのうち、特に、世界初

の半導体（ウェーハ）の受託製造を専業ファウ

ンドリ（1）とする TSMC（Taiwan Semiconductor 

Manufacturing Co., Ltd.）であった。この半導体

の受託製造に特化したビジネスモデルが成功し、

台湾の半導体産業は大きく発展することとなる。

その背景としては、半導体製造において「プロセ

スの微細化（2）」や「半導体ウェーハの大口径化（3）」

により巨額投資が必要となったことがあげられる

（大嶋, 2014）。

IC設計 マスク

製作

ウェーハ

製造
パッケージ

テスト 出　荷

ファウンドリ

ファブレス・メーカー

出所：堀内俊洋・坂本進（2010）に基づいて、筆者作成

図１　半導体製造工程の分業化

台湾における TSMC の競合他社 UMC（United 

Microelectronics Corp.）は、2018 年の設備投資

額が約 6.3 億米ドルになると発表し、2009 年以来

の最低水準で、2017 年の 20 億米ドルと 2016 年

の 28 億米ドルを大幅に下回る。それは UMC の

業績が横ばいの見通しであることと来年の受注に

限られた成長しか望めないということを示してい

る。一方、TSMC については、2017 年の設備投

資額は 108 億米ドルに達すると見込まれている。

Intel や Samsung と同様な競争力を維持するため
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に、今後５年間に毎年５～ 10％の成長で、100 億

米ドルを超えると見込まれる（4）。TSMC の年間

投資額は増加しており、UMC との格差はますま

す大きくなっている。そして、それは世界で主導

的な地位を維持している（林,  2017）。

そうすると、最先端の技術進歩、及び設備・装

置の巨額投資の必要がある半導体産業に対して、

装置メーカーの役割は無視してはならない。特

に、岸本（2016）は、半導体産業が、ムーアの法

則による不断の先端プロセス開発競争の加速で、

専業ファウンドリという新たなビジネスモデルを

打ち出し、台頭している業界 Top の TSMC がプ

ロセス技術の世代進化を掌握するために、先端の

装置メーカーと協調することも重要だと指摘して

いる。また、TSMC の成功は、顧客や先端装置

メーカーとの協力、または半導体一連のプロセス

におけるアライアンスなどが重要であろう（伊藤, 

2004 ; 朝元, 2013 ; 岸本, 2016, 2017）。

しかし、TSMC と装置メーカーにおける組織間

関係の構築のプロセスに関して、詳しく論じる研

究が見当たらない。従って、本研究は TSMC と

装置メーカーにおける組織間関係の構築プロセス

を明らかにしたいのである。一方、杉本他（2004）

が指摘したように、半導体産業は、市場の要求の

下に、1.5 ～２年に１世代の速度で新製品を生み

出してきた。このトレンドは今後も変わることな

く続いていくだろう。特に、半導体産業内分業の

広範な発展（川上, 2011）や技術開発競争の加速

化（岸本, 2016）などといった組織間関係を取り

巻く経営環境にも、変化が見られる。経営環境の

変化は、組織間関係に影響を与える。故に、本研

究は、TSMC と装置メーカーにおける組織間関

係を再考する。

本研究ではこうした点に着目して、TSMC と

装置メーカーにおける組織間関係について考察し

ていく。具体的に、本研究は、半導体の計測装置

メーカーにおける最も重要な位置を占めている J

社（5）に焦点を当て、特に J 社と TSMC は、互い

に、どのようにして協調的な関係が構築できたの

か、それを可能にしたのは何か、組織間関係はど

のように変化するのか、その協調の結果が両社の

競争優位にどのような影響を与えるのかなどを明

らかにする。そして、組織間関係における J 社と

TSMC、及び J 社と UMC との比較分析を通して、

TSMC と UMC の技術開発や競争優位の格差の

拡大原因を明らかにする。

２．先行研究
ここでは、主に組織間関係論を中心としてレ

ビューしよう。組織間関係論は 1950 年代終わり

から 60 年代初頭において成立し、70 年代後半

になって一つの学問分野として確立した（山倉, 

1995）。1980 年代以降においては、理論的にも実

証的にも重要性を増している組織間関係を考察す

る種々の観点が登場し、今日に至るまで活発な議

論が展開されている。代表的なものとして、例

えば、取引コスト（Williamson, 1975）、資源依存

（Pfeffer & Salancik, 1978 ; 山倉, 1995）、中間組織

（今井他, 1982）、組織学習（吉田, 1991）、ゲーム

論（沼上, 2009 ; 浜田, 2010）、信頼（Anderson & 

Weitz, 1989 ; Sako, 1991 ; Sako & Helper, 1998 ; 延

岡・真鍋, 2000 ; 真鍋, 2002, 2004, 2016）などがあ

る。

本研究は、TSMC と装置メーカーにおける組織

間関係について考察していく。その事例の最初の

調査では、TSMC と J 社の組織間関係の構築や

変化に関しては、取引コストや資源依存や組織学

習などの面で、信頼が最も重要な役割を果たして

いることがわかった。本研究は、主に信頼という

点に着目して、TSMC と装置メーカーにおける

組織間関係を再考する。ただ信頼の概念は複雑か

つ多様で、多くの学者がさまざまな立場から定義

している。本研究では、真鍋（2001, 2002, 2004, 

2016）の一連の研究に基づいた信頼の概念を用い



る。これは、彼が日本の自動車産業における企業

間信頼の構築に関する緻密で体系的な研究を行っ

ているからである。

本研究における信頼の定義は、「自らにとって

肯定的な役割を遂行する能力への期待と、自らに

とって肯定的な役割を遂行する意図への期待」と

する（真鍋, 2002a）。すなわち、相手がいくら役

割を遂行する能力を保有していたとしても、それ

を実行する意図がなければ、それを期待すること

はできない。逆に、相手に役割を実行する意図が

あっても、それを遂行する能力がなければ、やは

り期待することはできない（真鍋, 2016）。ただし、

信頼の条件として意図と能力の両方が同等に重要

なわけではない。状況によって、期待のバランス

は変化するだろう（Andaleeb, 1992）。

次に、信頼はその存在する背景や根拠により、

図２のように「合理的信頼」と「関係的信頼」の

二種類に分類できる（延岡・真鍋, 2000 ; 真鍋, 

2002a, 2016）。合理的信頼は信頼の構築とその保

持が、客観的な事実を根拠にした合理的判断に

よって行われ、短期的自己利益の追求をめざす。

関係的信頼は、主観的な判断をもとに相手との共

存共栄を図るもので、社会的関係性に強く影響を

受けている。また、合理的信頼は、相手の意図や

能力について合理的に判断するため、さらに「公

正意図への信頼」と「基本能力への信頼」に分類

することができる（真鍋, 2016）。

関係性

信頼の背景

合理性

信頼の内容

関係的信頼

・共存共栄への期待

・利他主義的行動への期待

・関係継続への期待

合理的信頼

公正意図への信頼

・契約遵守の意図

・約束遵守の意図

・公平性の意図

基本能力への信頼

・生産能力

・設計開発能力

意図 能力

出所：真鍋（2002a, 2016）

図２　信頼の分類

さて、信頼をベースにした日本の自動車組織間

関係を検討する。まず、日本自動車産業における

協調的取引関係については、この協調を可能にし

ている要因の１つに、自動車メーカー（アセンブ

ラ）とサプライヤー間の組織間信頼があると考え

られる（真鍋, 2001）。すなわち、協調的な取引関

係において、信頼はメンバーの協調性を促進する

ので、その役割は大きい。また、日本の系列取引

システムでは、特に関係的信頼を基礎にした関係

が重要になる（真鍋, 2002b, 2016）。このように、

日本的な長期継続的取引では、最終組み立てメー

カーとサプライヤー、サプライヤーと他のサプラ
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イヤーの間に協調が存在していることが最大の特

徴であるといえる。その協調的取引システムの特

徴は、例えば、取引関係に関係特殊資産が存在す

ること、また、資本関係や出向等の人的関係が認

められること、共通する問題に対して共同問題解

決が図られることなどが挙げられ、これらも取引

が継続する要因となる（真鍋, 2016）。

そして、協調的取引システムの例として、トヨ

タとそのサプライヤーは相互に学習して知識を創

造する組織間学習の仕組み（例えば、協豊会、生

産調査部、自主研究会、ゲストエンジニアの要素

から構成されている）をもち、その仕組みを通じ

て企業間の信頼関係を強化していることがわかっ

た（真鍋, 2002a, 2016）。その協調的取引システ

ムの象徴的な要素は、自動車メーカーとサプライ

ヤーの共同開発を意味する承認図方式にある。こ

の承認図方式は開発工数の節約、開発期間の短縮、

部品コストの節約、技術伝播による全体の技術水

準の向上、といった点で合理的であった（伊丹, 

1988 ; 浅沼, 1997 ; 真鍋, 2016）。

３．研究方法
本研究は、台湾半導体産業における組織間関係

の構築のプロセスを明らかにする。特に、TSMC

と日系装置メーカー J 社に注目する。本研究はイ

ンタビュー調査内容や既存研究に基づき、定性分

析を行う。またデータの収集については、一次

データとして、J 社における台湾子会社の経営幹

部（以下、A 氏（6）と呼ぶ）との間で、2015 年４

月と６月に行った二回の対面インタビュー、ま

た TSMC の工場見学（2015 年 12 月）、及び同社

の経営幹部（以下、B 氏と呼ぶ）に対するインタ

ビューで得られた内容を用いる。二次データとし

て、学術誌、新聞、公表論文、企業年報、対象企

業の公式ホームページ、政府統計などの公開資料

を用いる。

４．半導体産業における組織間関係の構築
４．１　研究対象の概要
４．１．１　TSMCの概要（7）

TSMC は 1987 年に設立され、台湾新竹サイエ

ンスパークに本拠を置く、顧客製品の製造を受託

する会社である。1997 年に台湾で最初に 12 イン

チウェーハの工場の建設を発表し、専業ファウ

ンドリービジネスモデルの先駆者である。TSMC

ブランドでの設計、製造、販売を一切しないこ

とで、顧客との競争を排除する。TSMC は世界

最大の半導体ファウンドリーとして、2017 年に

は 465 社の顧客を対象に 258 種の技術を用いた

9,920 個の製品を製造した。TSMC のミッション

は、グローバルな IC 市場で、今後も信頼出来る

高度な技術と製造能力を顧客に提供し続けること

である。台湾国内に、12 インチギガファブ３拠

点、８インチ工場４拠点、６インチ工場１拠点

を有し、その他に完全子会社である中国や米国

に 12 インチ工場１拠点と８インチ工場２拠点が

ある。2017 年では、社員数は約 48,000 名である。

そのうち、博士号を取得している者は約 4.5％、

修士学位を取得している者が約 64％で、R&D に

関連する者が約 18％。これらの数値から見れば、

TSMC は高度知識（High Brain）集約の企業だ

と考えられる（8）。

TSMC の（ 各 年 版）『 公 司 年 報』 に よ る と、

2000年の売上高は1,701億元（１米ドル約=30元）、

純利益は 650 億元、2017 年の売上高は 9,774 億

元、純利益は 3,431 億元である。すなわち、17 年

間での売上高は約５倍の規模に成長しており、純

利益も５倍ほど増加している。

半導体市場調査企業の IC Insights が発表した

2017 年の半導体ファウンドリ市場ランキングに

よると、その首位から５位までの社名（売上高）

はそれぞれ、TSMC（約 322 億米ドル、単位が

以下同）、米 GLOBAL　FOUNDRIES（61 億）、

UMC（49 億）、Samsung（46 億、トップ８社中、



同社だけがファウンドリ専業ではなく、IDM の

一部門としてファウンドリビジネスを展開してい

る）、中国 SMIC（31 億）である。TSMC はその

市場シェアが約５割以上にも達して、その独占的

な地位が続いており、圧倒的な強さを見せ付けて

いる。IC Insights では、ファウンドリへの参入

障壁（ファブ建設コストの高騰、先端技術へのア

クセスの困難さ）がますます大きくなっているた

め、今後とも大手８社によるシェアが大きく下が

ることはないだろうとみている（9）。

４．１．２　UMCの概要
ここでは、TSMC の同業ライバルの UMC も

紹介する。UMC は 1980 年設立されて、1985 年

に台湾株式取引所に上場した初の半導体企業で、

1995 年に専業ファウンドリに転換し、８インチ

製造工場の生産を開始した。UMC は国内外で、

稼動中の先進 12 インチ製造工場を２拠点、８イ

ンチ製造工場を７拠点、及び６インチ製造工場を

１拠点有している。これには、台湾とシンガポー

ルの製造工場に12インチウエーハを28ナノ（nm）

製品での生産が含まれる。2017 年では、UMC は

世界に約 18,500 名を超える社員を擁している（10）。

しかしながら、UMC の（各年版）『公司年報』

によると、2000 年の売上高は 1,156 億元、純利益

は 508 億元、2017 年売上高は 1,492 億元、純利益

は 96 億元である。すなわち、UMC は、2000 年

から 2017 年まで、この期間の売上高はわずかに

成長してはいるが、純利益は大幅に減少している。

この期間における UMC と TSMC の業績を比較

すれば、TSMC は高く成長しているが、UMC は

低成長であり、両社の競争優位の格差は一目瞭然

である。

４．１．３　J社の概要
J 社は、2001 年にエレクトロニクス専門商社と

計測器関係部門、半導体製造装置の関係部門が統

合した日本メーカーである。J 社のビジョンは、

あらゆるステークホルダーから「信頼」される企

業をめざし、ハイテク・ソリューションによる「価

値創造」を基本とした事業活動を通じ、社会の進

歩発展に貢献する。近年、ハイテク事業に関連す

るいろいろなセグメントで、グローバルな展開を

行っている。その中でも、J 社の主力製品として、

世界トップシェアの計測器、及び高精度な超微細

加工を実現したプラズマエッチング装置などが挙

げられる（11）。近年、苦境に立たされている日本

の電機・電子産業の中で、計測器において、ほぼ

四半世紀にわたって世界トップシェアを維持し、

直近でも 80％を超える驚異的な競争力を誇って

いる企業があり（中馬, 2012）、それが J 社である。

1984 年の発売以降、J 社の計測器の累積出荷台

数が、このたび 5,000 台を突破した（12）。同社の連

結従業員数は１万人ほどで、売上収益 6,877 億円

（2018 年３月期）。事業所数は国内 12 社及び海外

33 社である（13）。

J 社は日本で製造・販売・サービスの三大事業

部を持っている。J 社の台湾子会社（従業員約 40

人）では、そのうちの販売とサービスのみを行っ

ており、半導体用の計測器が売上高も半分を占め

ていて、営業利益は約 10 － 15％となっている。

2015 年に、J 社は次世代の 10 ナノに対応できる

計測器を開発している。その計測器の開発は、設

計（１－２年）から、サンプルのテスト（１－２年）

（一般的に、サンプルのテストはすべで日本の工

場で行うが、主要な顧客（例えば TSMC）であ

れば、後期のテストは顧客工場で現場テストを行

うことができる）を経て、量産するまで、少なく

とも２－３年かかる。J 社の主な競合は、米国の

Applied Materials である（14）。
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４．２　TSMCとJ社における組織間関係の究明
４．２．１　協調的関係の構築（15）

J 社の計測器は半導体用ウェーハの寸法測定に

特化したもので、製造現場では必要不可欠な装

置である。2000 年前後には、J 社の主な取引顧

客は UMC であったが、その後、TSMC（12 イ

ンチウェーハの最初の開発者）との取引関係が始

まった。当初、TSMC と J 社は、単純な市場取

引（16）（すなわち標準品や市販品の取引、価格が勝

負）の関係であった。これは、TSMC からのニー

ズに J 社が応えられるのか、その時点では、明確

ではなかったからである。図３のように、まず、

J 社は、TSMC からの装置の注文を受けて、自社

単独で研究開発し、その後出来上がった標準版の

装置を納入する。

TSMCJ社

3. 標準版の装置を納入

1. 装置の注文 

2. J社独自
の研究開発

出所：J 社の A 氏との面談（2015 年４月 29 日と６月３日実施）に基づいて、筆者作成

図３　J 社と TSMC の初期の関係

J 社の計測器に対する競合は、2000 年以前には

４－５社ほどあった。一般的に、現在ウェーハの

生産工程用の主な回路線幅は 16 ナノ技術である

が、2017 年の 10 ナノ技術を経て、2019 年の８ナ

ノ技術への展開を予定するなど J 社が、顧客の次

世代技術に対応できる装置の開発を精力的に行っ

てきたため、2015 年までは、最先端の計測器を

提供できる J 社の競合はわずか２社だけとなっ

た。顧客 TSMC の立場としては、単に１社の装

置だけでは評価できないので、少なくとも２社の

装置メーカーとの取引がしたいと考えている。

近年、J 社の主要な顧客は TSMC となってい

る。TSMC は年間、16 ナノに対応できるような

計測器を（100 － 150 台）J 社から購入している。

J 社は、50 台以上の計測器が売れれば、研究開発

投資の回収ができる。

以下では、TSMC と J 社の関係がなぜ変わっ

ていたのか、またどのように変わったのかを明ら

かにする。J 社の A 氏によれば、TSMC の要求は、

主に価格・技術・サービスの三点であり、J 社が

この三点の要求に十分に応えられるならば、両社

が次第に相互の信頼関係を構築できるようにな

る、という。

（１）　価格（PRICE）
J 社の計測器の価格（約 100 － 150 万米ドル）は、

まず顧客のニーズ（最先端の規格）に対応できる

装置を開発できた時点で初めて可能となり、また

異なった品質保証の期間やサービスの人力、部品

納入の数量などにより計算できる。一方、ほかの

装置メーカーは、顧客のニーズに対応できる装置

を絶えず開発することが難しいので、すでに成熟

した装置を売るしかない。すなわち、競合他社

は、J 社のような高い技術能力を有していない。

J 社は高い技術能力を持っているため、一般の顧



客（例えば、UMC）から値引き交渉を行われて

いない。ただし、主要な顧客であれば、J 社は値

引き交渉にも応ずる。例えば、TSMC が一度に

10 台の装置を購入するとすれば、９台までは定

価で売るが、10 台目の装置を半額にするなどと

いう対応も可能である。

（２）　技術（TECHNIQUE）
ここでの技術は、計測器装置が顧客工場に納入

されるまでのことを指す。この点は、TSMC と J

社との協調的取引プロセスにおいて最も重要であ

る。多くの装置メーカーは顧客のニーズに対応で

きる装置を継続して開発できないために、断念し

た。もちろん、TSMC が必要とするスペックの

要求は年々厳しくなっている。例えば、正確度と

精度、処理速度（同様の一時間で、16 ナノ技術

に対する 60 枚ウェーハの計測から、10 ナノ技術

に対する 65 枚ウェーハまで計測できる）、自動化

や操作性に優れた装置の要求である。

J 社はこれまでに、平均して約２年のスパンで

次世代技術の装置を開発してきた。それに加えて、

J 社は二つの世代技術の装置を開発することがで

きる能力を維持している。J 社が次世代の装置を

開発することができないということがあれば、顧

客からの信頼がなくなる。つまり、J 社は顧客か

らの信頼を得るために、顧客のニーズに対応でき

る新装置を絶えず開発しなければならない。それ

ができるからこそ、J 社の参入障壁が高まるので

ある。

（３）　サービス
ここでのサービスは計測器が顧客工場に納入さ

れた後のことを指す。J 社は、昔単に計測器を販

売するのみで、アフター・サービスが不十分だっ

たため、海外の顧客から常にクレームを受けてい

た。その為、2000 年前後から、J 社の台湾子会社

は販売部門とサービス部門を統合して、顧客に

対するコンサルティングと部品・装置のメイン

テナンスなどのサービスの提供を始めた。J 社は

TSMC の各生産工場へ、数名ずつ日本人エンジ

ニアを送っている。これらのエンジニアは計測器

に対する高度な技術や知識や修理経験などを持っ

ており、台湾エンジニアに対する技術の教育訓練

をも行っている。従って、顧客である TSMC 工

場の稼働率は、少なくとも 95％以上を維持する

ことができるのである。これは、J 社からのサー

ビス支援が高い安定性を保持していることを示唆

している。

J 社は TSMC との取引関係を 2000 年前後から

始めて以来、取引プロセスにおける装置価格の優

遇、高い技術能力、サービス支援などを提供、確

保できたことによって、相互の信頼関係を構築

させていった。特に J 社は自身でも研究開発に

取り組みながら、その高い技術能力を活かして、

TSMC との取引関係における次世代技術に関す

る、未来を予測したロードマップを取得すること

ができた。また J 社は次世代装置（計測器）のデ

モンストレーションを行う上での役割が大きい。

この二点について、以下で別々に説明しよう。

４．２．２　�協調的関係におけるロードマップ
の重要性

協調的な取引関係において、信頼というものが

メンバーの協調性を促進する。その役割は大きい

（真鍋, 2002b）。また、真鍋（2016）はある患者

が手術をしなければならない例を挙げて、信頼は

「相手（ベテランの医師など）が能力を持ってい

ること」が重要になり、かつ、その能力を全力で

発揮してもらう必要があると指摘している。

まず、ロードマップを取得することができる

条件は何かを説明する。これは、「相手が能力を

持っている」かどうかの指標であろう。すなわち、

装置メーカーは、高度な技術開発能力を持ってい

なければ、TSMC からの信頼を得られず、ロー

ドマップを TSMC から取得できない。特に、取

引関係が始まったばかりの装置メーカーにとって
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は、TSMC のニーズに対応できる装置を継続し

て開発できるかどうかは、未知である。その時点

では、TSMC からロードマップを取得すること

は無理である。すると、装置メーカーは次世代の

計測器を開発することもできない。しかし、前節

で述べたように、J 社は、TSMC との取引プロセ

スにおける装置価格の優遇、高い技術能力、サー

ビス支援などを提供、確保できることを通して、

相互の信頼関係を次第に構築させていく。従っ

て、J 社は TSMC からの信頼を得られるととも

に、このロードマップを先取することができるの

である。

また、誰がこのロードマップを決定するのか。

例えば、TSMC は世界を代表するファウンドリ

のリーダ企業なので、顧客 APPLE の iPhone の

心臓部が、A8 から、A9 専用に設計したチップ

に更新されると、TSMC はウェーハの生産の回

路線幅を 20 ナノ技術から、16 ナノ技術への規格

変更に対応できる能力を持つ必要がある。そうす

ることによって、TSMC は、顧客 APPLE から

スペックが取得でき、次世代のロードマップを決

定することができる。

次に、ロードマップの重要性を説明する。J 社

は TSMC からこのロードマップを先取し、次世

代に対応できる装置を開発することができる。例

えば、J 社は、2015 年では回路線幅が 16 ナノ

に対応した装置を製造しているが、同時に、次

世代技術の 10 ナノに対応できる装置の開発を

も行っている。J 社は常に最先端の装置を開発

して、顧客 TSMC の半導体デバイス製造におけ

る生産性向上を強力にサポートしている。そし

て、TSMC はその新装置を用いることによって、

次世代の製品を生み出すことができる。それに

より、TSMC は先進的大手顧客（例えば AMD, 

APPLE, Nvidia など）からの信頼や支持を得

ることができる。このようにして、APPLE と

TSMC、TSMC と J 社の間にサプライチェーンの

協調的な取引関係が形成されるのである。

このように、TSMC は、要求する最先端技術

に応えられる能力を持つ J 社にロードマップを開

示し、次世代の技術開発を促すことができる。こ

れは、真鍋（2002a, 2016）が指摘した信頼の中に

もあるように、公正意図への信頼（契約の遵守な

ど）のほかに、基本能力への信頼が一層必要になっ

てくるということの表れだ。

４．２．３　�信頼関係の構築における計測器の
デモンストレーションの役割（17）

ここでは、知識を創造する組織間学習活動の仕

組みを通じて、J 社と TSMC の信頼関係がどの

ように強化されたかを明らかにしたい。この組織

間学習活動の仕組みは、主に J 社が毎回、次世代

の計測器を量産する前に、最初のサンプルの実際

のテストを行うデモンストレーション（以下、デ

モと略称）から観察できる。

すなわち、J 社は、取引相手（例えば TSMC, 

UMC, Samsung, Intel）との間に、互いに信頼関

係を構築できるかどうかは、デモが大きな役割を

果たしている。具体的には、前にも述べたよう

に、最初のサンプルの実際のテストは、一般的に

すべで日本の製造工場で行うが、主要な顧客（例

えば、TSMC）ならば、J 社からエンジニアを派

遣して、顧客工場での現場テストを行う。この

ように、現場のデモにより、TSMC と J 社とは、

様々な問題をいち早く発見して、早期に解決する

ことができる。

そして、デモにおいて得られた製品の不良点や

改善すべき点などをリストアップする。ソフト面

なら、改修を行い、ハード面なら、本体の交換を

行う。この計測器のデモから、すべての問題が

クリアされるまでの時間は約半年から１年であ

る。2015 年では、顧客工場の現場で行うデモは、

TSMC と Intel （J 社の米国子会社が担当してい

る）の２社しかない。

J 社



　昔は装置を購入すれば、顧客が自らで使用説明

書を読みつつ、装置を操作したものだが、近年技

術開発競争の加速化による新たな装置が急速に導

入されてきたため、顧客自身が使用説明書を読ん

でも、理解できないことがよくある。そこで、J

社は如何にして顧客に説明できるかが一層必要に

なってくる。

特に、計測器を実際に使うと、半導体ウェーハ

上のパターン認識や微小欠陥の検出が必要にな

る。そのため、計測器の動きや機能などに影響を

与える様々なパラメーターを如何にしてコント

ロールするのか、どんなプロセスで、どんなモデ

ルを選択するのか、どうすれば装置のパフォーマ

ンスがベスト状態になるのかなどを明らかにする

ための問題解決というアプリケーション能力を持

つ必要性が出てくる。ただし、装置の修理や部品

の交換などはアプリケーションのことではない。

顧客工場の現場のデモでは、J 社から派遣され

たエンジニアが、多くの時間をこのような技術の

アプリケーションを用いて説明を行っている。デ

モを行う際には、計測器本体の問題だけではなく、

ソフトウェアやシステムなどの機能というファン

クション（function）面の問題が常にある。その

中で、数々のテストや微調整を行いながら、計測

器をベストの状態にもっていこうとする。その点

において、J 社から派遣されたエンジニアは、ア

プリケーション能力を持っているかどうかが、か

なり重要になってくる。特に、このアプリケー

ション能力が高ければ高いほど、現場デモでのテ

ストや微調整などの問題をいち早く解決すること

ができる。そこでは、J 社はリードタイム（lead 

time）を短縮することができる。

だからこそ、現場のデモで、この技術のアプリ

ケーションを担当するエンジニアは、修士学位を

取得しているような高度な専門家であることが望

ましいのである。J 社の A 氏は、その他の装置メー

カーのエンジニアは、この技術のアプリケーショ

ン能力が高くないという点を強調している。

J 社はデモ機の共同テストによる問題の点検・

解決などを経て初めて、得られた情報から日本の

製造工場での開発に活かし、量産体制に入れるの

である。このように、TSMC と J 社は、毎度の

デモ機の共同テストによる新たな技術情報や知識

を創造する仕組みをもち、組織間学習の仕組みを

通じて、組織間の信頼関係を強化している。

もし、現場のデモで行う共同テストにおいて新

たなプロセスや計測方法を発見できるならば、そ

の新たな情報を使って、次世代の装置（主にソフ

トの応用方面）を共同開発する可能性が高くなる。

その結果として、TSMC と J 社は種々の問題

をいち早く共同解決して、リードタイムを短縮で

きるだけではなく、相互の技術能力向上を継続的

に高める効果が期待できる。この点については、

J 社は「お客さまの信頼に応え、本社が自信を持っ

てお届けする計測器。世界トップシェアは、常に

次世代を見つめ、新たな技術に取り組んでいる証

である」（18）と言える。

では、それ以外のデモはどうしているのか。例

えば、Samsung はウェーハや部材を J 社日本の

製造工場に持ち込み、デモを J 社に行ってもら

う形をとる。つまり、J 社は Samsung の工場へ

の現場でのデモを行うことはないのである。こ

れは、Samsung は主な製品が DRAM で、TSMC

のような専業ファウンドリではなく、計測器の

使用がそれほど多くなく（J 社からの購入数が

TSMC の 1/3 以下しかない）、主要な顧客ではな

いためである。また、ここでは持ち込まれたウェー

ハで機械が動くか、適合するかどうかを調べる

のであり、単に装置のテストのみである。故に、

Samsung は、J 社と現場のデモによる深い協調

や交流を行わず、J 社からの次世代の計測器を早

期に取得することはできない。
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４．２．４　組織間関係の変化
既に述べたように、TSMC と J 社における組

織間関係は初期の単純な市場取引関係から、次第

に顧客現場のデモを通じて、後期まで緊密な信頼

関係を構築することができる（阿部, 2015）。図４

のように、TSMC のスペックに対する要求は年々

厳しくなっており、正確度と精度、処理速度、自

動化、操作性などに優れた装置が要求される。そ

れ故、J 社は、TSMC からの次世代装置の注文を

受けると、顧客工場の現場のデモを通した研究開

発を行い、様々なスペックを満たす装置を納入す

る。TSMC はこの次世代の装置を使って、常に

最先端で高性能や高い品質の製品（ウェーハ）を

製造することができ、J 社への信頼も増していく。

また、J 社は出荷量が有限な場合でも、TSMC を

最も優先的な出荷先としている。

TSMCJ社

3. 様々なスペックを満たす装置を納入

1. 次世代装置の注文

2. デモを通した
研究開発

4. 最先端の製品を製造
→J社への信頼が増す

出所：J 社の A 氏との面談（2015 年４月 29 日と６月３日実施）に基づいて、筆者作成

図４　J 社と TSMC の後期の関係

このとき、両社は基本能力への合理的信頼のみ

ならず、短期的自己利益の追求をめざすのでもな

く、互いに共存共栄を望み、場合によっては自社

に対して利他的な行動をとり、関係の継続を図る

ことに基づいた関係的信頼だと考えられる。ここ

では、真鍋（2016）が指摘したように、日本の協

調的取引システムでは、とくに「関係的信頼」を

基礎にした関係が重要になり、それこそが日本産

業における強みの源泉の一つであるということ

が、台湾半導体産業でも見受けられると考えられ

る。

　以上の分析をまとめて見ると、TSMC と J 社

における協調的関係におけるロードマップの取

得、また現場のデモを通じて、両社は相互に合理

的信頼（特に基本能力への期待）と関係的信頼（共

存共栄への信頼）の両方を高めていると言える。

これは、まさに能力が信頼の前提であり、そして

信頼関係の構築や強化によって能力も向上すると

いう正のサイクルとなっているのである。

４．３　UMCとJ社における組織間関係の解明（19）

UMC は大手企業ではあるものの、次世代技術

（例えば、14 ナノ技術）をほとんど開発すること

ができないので、顧客 APPLE のニーズに対応

できる能力を持ってない。そこで、最先端技術に

ついていく力がない。UMC は先端技術を使った

製品の開発よりも、むしろ低コストで、既に成熟

した技術（例えば、28 ナノ技術）を中国での工

場に導入して、標準化の製品を量産することに興

味を持っている。

UMC が強い開発技術能力を持っていれば、J

社は UMC とも共同でデモを行う可能性が高い。

しかし、現実はそうではないのである。そこでは、

UMC は J 社から発売された標準版の計測器を購



入するのみである。J 社はアフター・サービスだ

けを提供する。UMC には、J 社の提供する計測

器を用いて、標準化の製品のみを製造するのであ

る。また、UMC から J 社への発注は、TSMC か

らのそれと比べると少数である。J 社と UMC は、

共同でデモを行うことがない。近年、UMC は、

次世代装置の規格のほとんどを TSMC に追随し

ているが、約半年や１年間遅れてからしか、J 社

から購入することができない。故に、UMC の技

術能力や競争優位は TSMC を大幅に下回ってい

ることになる。

すなわち、顧客 APPLE でも、装置メーカー J

社でも、UMC に対して基本能力への合理的信頼

がないのみならず、共存共栄への関係的信頼もな

い。そこでは、信頼の構築や強化による能力の向

上を促すという正のサイクルが存在しないと考え

られる。

このように、J 社と TSMC における後期の緊

密な信頼関係に比べて、J 社と UMC における信

頼関係は相対的に弱い。それ故、J 社は UMC と

の関係を単純な市場取引という関係に留めている

のである。

４．４　�TSMCとUMCにおける技術開発の格差（20）

ここでの技術とは J 社の計測器を使う技術であ

る。半導体ウェーハの製造では多層化が必要とな

り、それは 30 層から 50 層にもなる。それを１層

ずつ重ねていく際に、ズレの問題が生じ、毎回計

測器のチェックが必要となる。チェックのプロセ

スを組み合わせる技術がなければ、ズレを起こし

易くなる。これは半導体の性能にも関わるので、

重要な問題点である。

J 社と共に自社工場でデモを行っている TSMC

は、チェックのプロセスを組み合わせる技術を

持っているため、ズレを最小限に抑えて、高い

品質のウェーハを製造することができる。一方、

UMC はチェックのプロセスを組み合わせる技術

を持ってないため、結果としてズレが大きくなっ

てしまい、次第に製品の品質が落ちてしまうので

ある。

４．５　TSMCが装置メーカーの選考基準（21）

TSMC はサプライチェーン（装置や材料を含む）

における「オープン・イノベーション・プラット

フォーム」を作り、顧客をいち早く市場に進出さ

せることを狙う。TSMC は、先端の装置を取得

できれば、同社の技術のリード優位が確保できる。

また、TSMC は装置メーカーを最初に選ぶとき、

そのメーカーの技術力やコストや品質などをトー

タルに考慮して、できれば装置メーカーの技術開

発の速度が TSMC より、迅速であることを望ん

でいる。しかし、装置メーカーは多くの資源を投

入しても、うまくいかないことがよくあった。近

年、TSMC と共同提携を行っている装置メーカー

は多くない。そのうち、台湾におけるローカル装

置メーカー HMI（22）（HMI は、先端半導体デバイ

スで使用されるパタン評価システムの大手メー

カーである）は、TSMC と協調的な取引関係を

構築している。TSMC は装置メーカーと、研究

開発の技術を共有すれば、装置メーカーが成長し

やすいと考える。さらに、毎年これらの装置メー

カーの考査や認証を行い、通過した上でと取引関

係を継続的に維持していく。もちろん、装置の取

引先には、セカンドソースがある。毎年、TSMC

は、装置サプライヤー大会も開いて、技術交流を

行っている。

４．６　�TSMCとほかの装置メーカーとの取引
関係とその効果

TSMC とほかの装置メーカーとの取引関係と

その効果については、まず、既存の文献から、明

らかになったこと、次に、J 社の A 氏に対する追

加インタビュー（23）から、明らかにしたことを説

明する。
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まず、既存の文献、例えば、台湾大手の商業週

刊 669 期（2000 年９月発売）によると、1997 年に、

TSMC が台湾初の 12 インチ工場の投資を発表し

た。当時工場建設中に、世界最大手の装置メー

カー米国の Applied Materials を含めて、数社が

それぞれ、一流のエンジニアを派遣してその工場

に長期滞在し、TSMC の工場幹部と様々な観点

から製造工程や改善策などを議論した。当時世界

の装置メーカーにとって、12 インチの装置機械

はまさに次世代の主流であった。それらのメー

カーはその主流に追いつけなければ、市場から排

除されることを危惧していた。

次に、A 氏に対する追加インタビューから、以

下のようなことを明らかにする。まず、一般的に、

TSMC は、世界トップ 10 の装置メーカーと協調

的な関係を維持している。更に、独占メーカーな

らば、一般の協調的な取引関係を超える可能性

がある。例えば、Philips から独立した露光装置

メーカー ASML が、数年前に、研究開発に多額

の資金を投資したため、倒産の恐れがあった際に

は、Intel や TSMC や Samsung などの大手顧客が、

資金やエンジニアなどを援助している。

それでは、J 社とその他の装置メーカーが、

TSMC とどのようなの取引関係を維持している

のかを明らかにしよう。例えば、TSMC の計測

器のセカンドソースは米国の Applied Materials

（ほとんどの半導体装置を製造する最大手メー

カーであるが、J 社のような計測器の専門業者で

はなく、その計測器の年間の出荷台数が約 J 社の

1/4 しかない）だが、TSMC と J 社ほどの緊密な

提携関係を構築してない。それは、TSMC にとっ

て主な目的は、Applied Materials との取引が、

計測器の販売価格の比較を掌握する、または製品

供給を確保できるためだけだからである。TSMC

と J 社ほどのように、毎度のデモ機の共同テスト

を通じて、次世代の装置をいち早く開発する目

的とは違うのである。また、J 社は最先端の装置

のデモは必ず TSMC と行うのである。なぜなら、

TSMC がこの最先端の装置を採用すれば、その

他の業者ら（例えば、UMC）も、T-Like（業界

用語で、TSMC と同じ規格をそのまま追随する）

のような装置を採用するからである（24）。

さらに、半導体メーカーには生存法則がある。

それは、業界の最大手（先端の技術能力の持つほ

か、販売量が大きく、販売価格も高くなる）にな

ることである。少なくとも二番手（大手顧客のセ

カンドソースになり、顧客はそれを利用して、そ

の販売価格を比較できるだけではなく、製品供給

をも確保できる。故に、大手顧客は二番手を倒産

させない）までには入りたい。絶対に三番手（販

売量が少なくなり、販売価格も低くなる。大手顧

客にとっては、その製品の採用の評価やテストな

どの時間があまりない）であってはならない、と

いう法則だ。

５．おわりに
５．１　発見事実

第一に、TSMC と J 社との協調的取引過程に

ついて最も重要なことは、販売価格やサービスよ

り、技術そのものである、ということである。装

置メーカーの多くは TSMC のニーズに対応でき

る装置を引き続き開発できないために、そこで断

念することになる。J 社は、TSMC のニーズに対

応できる新装置を絶えず開発できる能力を持って

いるからこそ、参入障壁が高まるのである。

第二に、TSMC と J 社との関係は、技術に裏

打ちされた信頼の正のスパイラルにより、強固に

なっていくことが判明した。J 社は、2000 年前後

に、TSMC との単純な市場取引関係から始めたが、

TSMC のニーズに対応できる新装置を絶えず開発

できることとともに、次第に TSMC の信頼を得

ることができてきた。このように、J 社と TSMC

の間には、互いに強い信頼関係が生まれている。

第三に、両社の初期と後期における組織間関係



の変化で鍵となるのは、デモによる相互信頼の強

化である。TSMC と J 社には、毎度のデモ機の

共同テストや問題解決の協調プロセスを通して、

技術情報や知識を共有しつつ、相互の技術能力向

上を継続的に高めていくという特徴が見出せる。

この点からも TSMC と J 社は、後期では、より

一層の緊密な信頼関係を構築することができた。

このように、両社の協調的な行動に基づいて、相

互の技術能力向上により、結果としては、両社共

に高い競争優位をもたらしているのである。

最後に、UMC と J 社における組織間関係の構

築には、デモの役割による相互信頼が存在しな

かったので、互いに強い信頼関係が見られず、単

純な市場取引関係を維持したままである。それは、

J 社と UMC は、共同でデモを行うことがないか

らである。従って、UMC は J 社から発売された

標準版の計測器を購入するのみである。このよう

に、J 社と TSMC における後期の緊密な信頼関

係に比べて、J 社と UMC における信頼関係が相

対的に弱いことが理解できる。近年、UMC は次

世代の装置の規格はほとんど TSMC に追随して

いる。故に、UMC は、その技術能力や競争優位

が TSMC を下回っていると言えるであろう。

以上、本研究は、組織間関係における J 社と

TSMC、及び J 社と UMC との比較分析（表１）

を通して、TSMC と UMC の技術開発や競争優

位の格差の拡大原因を明らかにした。

表１　 組織間関係における J 社と TSMC、及び J 社と UMC との比較分析

組織間関係／会社別 J 社と TSMC J 社と UMC

前期の取引関係 単純な市場取引関係 単純な市場取引関係

後期の取引関係 緊密で、強い信頼関係 単純な市場取引関係

信頼関係の構築のメカニズム デモの役割による相互信頼 共同デモを行わないため、相
互信頼なし

結果 J 社と TSMC は相互の技術能
力向上を継続的に行えること
により、最先端の製品や装置
を製造することができる。結
果としては、両社ともに高い
競争優位をもたらしている

UMC はＪ社から発売された
標準版の計測器を購入するの
みで、成熟した製品だけを製
造する。結果としては、UMC
は、その技術能力や競争優位
が TSMC を下回っている

出所：Ｊ社の A 氏との面談（2015 年４月 29 日と６月３日実施）、また TSMC の B 氏との面談（2015 年
12 月７日実施）に基づいて、筆者作成

５．２　今後の課題
さて、本研究には実に多くの課題も残されてお

り、少なくとも以下の課題を解決する必要があ

る。課題１は、相互の信頼をベースにした情報共

有または高い競争優位を持つ日本の自動車産業

と、本研究で明らかになった台湾の半導体産業に

おける組織間関係が同じだろうか、異なるだろう

かを明らかにする必要がある。特に、取引が継続

する要因における関係特殊資産の存在があるかど

うか、協力インセンティブにおいてどのような差

異があるのか、または、協調的取引システムの象

徴的な要素における承認図方式とデモンストレー

ションとの差異はあるのか、情報交換や技術伝播

の効果などを考察する必要があると思われる。課

題２は、信頼関係に基づく協調的行動の日、台の

取引システムの差異と特徴については、特に、グ

ローバル化が進む今日おいて、国を跨いだ協調関

係の構築プロセスの究明が重要であり、さらに論

理的かつ本質的な議論が必要であると思われる。
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【注】
（1） 台湾では半導体の設計―マスク製造―ウェー

ハ製造（ファウンドリ）―パッケージ―テス

トといった付加価値創出活動の各段階が異な

る企業によって担われており、それぞれの工

程に特化した多数の専業メーカーが存在して

いる（図１）。
（2） 半導体プロセスの開発における微細化は、配

線寸法を年率約 85 ％に縮小するための継続

した技術革新であり、すなわち、半導体に用

いられる配線やトランジスタの最小線幅及び

間隔を狭くしていくことを言う。微細化によ

り単位面積当たりの素子数を増加させること

が可能となる。このことは例えば、同一記憶

容量のメモリを作った場合、１枚のシリコン

ウェーハから取れるチップの数が増すことに

なり、１チップ当たりのコストを安くするこ

とができる。微細化技術は、半導体製品の高

集積化の牽引役として世界中の半導体製造

メーカーが先を争って開発を進めている（杉

本他, 2004）。
（3） ウェーハ大口径化を支持する主たる論説は、

シリコン生産性の向上である。ウェーハの

面積が拡大すれば、１枚のウェーハからとれ

るチップ数も増加し、チップコストは理論上

30％程度低減することになる（他のコストに

変動がない前提）。半導体業界はこれまで、

ほぼ 10 年ごとにウェーハ系を拡大してきま

した。200mm（８インチ）ウェーハの使用

がはじまったのが 1991 年で、その後 300mm

（12 インチ）ウェーハへと移行したのが 2001

年であった（詳しくは SEMI» 450MM ウェー

ハ へ の 移 行（http://www1.semi.org/jp/450-

mm-%E3%82%A6%E3%82%A7%E3%83%BC

%E3%83%8F%E3%81%B8%E3%81%AE%E7

%A7%BB%E8%A1%8C）を参照）。
（4） TSMC は、同社の最大顧客である APPLE

が「iPhone X」を発売する予定であること

から、2017 年中に 10nm（ナノ）プロセス

チップの需要が急増するとみている。また、

2018 年には、７nm プロセスチップの生産

量を大きく増やしていく予定だという。詳

しくは EE Times Japan. 2017/10/24（https://

eetimes.jp/ee/articles/1710/24/news056.html）

を参照。
（5） J 社における台湾子会社の経営幹部（以下、

A 氏と略称）との面談（2015 年４月 29 日実施）

に基づく。J 社は半導体製造装置・計測装置・

検査装置などを製造している日本の大手メー

カーである。同社の主力製品は、世界トッ

プ シ ェ ア の 測 長 SEM（Scanning Electron 

Microscope、走査型電子顕微鏡、それはウェー

ハに形成された微細な回路パターンの線幅や

穴径等の寸法を高精度に測定する装置で、半

導体デバイスの開発ライン、量産ラインの

検査工程で使用され、歩留まり管理に不可

欠な計測装置である。以下では、計測器と

呼ぶ）である。近年、この計測器の売上比率

は TSMC が八割を占めて、UMC やほかの

DRAM 業者などが約２割を占めている。そ

こでは、J 社と TSMC と緊密な組織間関係

が維持している。これも、J 社を選択する理

由である。ちなみに、守秘義務のため、社名



を J 社のように略称する。
（6） 本研究は投稿論文としての第一次と第二次の

審査コメントを応えるために、A 氏に対する

追加インタビュー（電話で、2019 年７月 16

日と９月 16 日実施）を行った。
（7） TSMC ウェブサイト“会社概要”（https://

www.tsmc.com.tw/chinese/aboutTSMC/

company_profile.htm）。
（8） TSMC の B 氏との面談（2015 年 12 月７日

実施）に基づく。当時、社員数は約 43,000

名である。
（9） 詳しくはセミコンポータルによる分析 » 市場

分析（2018/04/27）を参照。
（10） UMC ウ ェ ブ サ イ ト“ 会 社 概 要 ”（http://

www.umc.com/japanese/about/index.asp）。
（11） J 社 ウ ェ ブ サ イ ト“ 事 業 紹 介 ”（ https://

www.XXX-hightech.com/jp/about/corporate/

biz_field/）、守秘義務のため、社名を XXX

のように表す（以下と同じ）。
（12） 詳 し く は 日 本 経 済 新 聞 2017/10/17 の

記 事（https://www.nikkei.com/article/

DGXLRSP460436_X11C17A0000000/） を 参

照。
（13） J 社 ウ ェ ブ サ イ ト“ 会 社 概 要 ”（ https://

www.XXX-hightech.com/jp/about/corporate/

outline.html）。
（14） J 社における台湾子会社の A 氏との面談

（2015 年４月 29 日実施）に基づく。

（15） この小節の内容は、主に J 社における台湾子

会社の A 氏との面談（2015 年４月 29 日と６

月３日実施）に基づく。
（16） 市場取引の意味は、藤樹（2002）を参照。
（17） この小節の内容は、主に J 社における台湾子

会社の A 氏との面談（2015 年６月３日実施）、

及び追加インタビュー（電話で、2019 年７

月 16 日と９月 16 日実施）に基づく。
（18） https://www.xxx.co.jp/recruit/newgraduate/

field-navi/hightech/ を参照。
（19） J 社における台湾子会社の A 氏との面談

（2015 年６月３日実施）に基づく。
（20） J 社における台湾子会社の A 氏との面談

（2015 年４月 29 日実施）に基づく。
（21） TSMC の経営幹部 B 氏との面談（2015 年 12

月７日実施）に基づく。
（22） ASML は、2016 年に、HMI を買収した。

 詳しくはLaserFocusWorld-Japan» Business/

Market2016/06/23（http://ex-press.jp/lfwj/

lfwj-news/lfwj-biz-market/13705/）を参照。
（23） J 社における台湾子会社の A 氏に対する追加

インタビュー（電話で、2019 年７月 16 日実

施）に基づく。
（24） このように、これらのメーカーにとっては、

装置の評価やテストの時間が大幅に短縮でき

る（例えば、もともとの二年間から二か月ま

で）のである。
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『アジアのコングロマリット ―新興国市場と超多角化戦略』

１．本書の特徴
　本書はアジア新興市場において、「何故コング

ロマリット化するのか」、「コングロマリットは真

に戦略的なのか」という問題意識の下、その実相

に迫りつつ、主要な業態としての食品飲料、日用

品などの一般消費財産業に焦点を当てて、ファミ

リービジネスと多角化の結合、世襲的継承、財閥

の形成といった特徴をあますところなく具体的か

つ綿密に描き出していることに特徴がある。対象

となる時期はアジア通貨危機（1997 年）の後、

2000 年以降であり、新しい成長ステージに入っ

たアジア新興各国における企業グループ（特に上

位財閥）による内需型事業の取り込みを経て、コ

ングロマリットがどのように形成されていったの

かを丹念に検証するものとなっている。

　著者はこれまでに 10 年以上の長い歳月をかけ

て、インド、台湾、韓国、フィリピン、インドネ

シア、タイ、シンガポール、マレーシアなどアジ

ア各国の企業グループに関する研究を精力的かつ

真摯に行なってきており、その研究成果をまとめ

て公刊されたのが本書である。通例、こうした検

討対象国を幅広く設定する場合、各々の国・地域

に応じてそれぞれに特化・精通した専門研究者集

団による「論文集」形式の書物となるが、著者は

こうした共著方式を敢えて選ばず、単著によって

同一の問題意識を貫徹し、共通テーマに関してぶ

れることなく、叙述することに重点を置き、これ

をもって研究者の矜持としている。これもまた本

書の特徴のひとつといえる。さぞかし、労苦が多

かったであろうと推察される。

２．本書の問題意識と総論（第１章）
　さて、本書は、７章構成、239 ページからなっ

ている。第１章が総論となっており、以下、第２

章（韓国）、第３章（フィリピン）、第４章（タイ）、

第５章（インドネシア）、第６章（シンガポール・

マレーシア）、第７章（インド）といった順に国

別の状況が具体的に叙述される各論という構成に

なっている。

　第１章では、アジアのコングロマリットと超多

角化戦略について、本書全体に渡る鳥瞰と課題、

および検討範囲が示されている。著者はまずアジ

ア各国の特徴として、ファミリービジネスと多角

化が結合した「財閥」に注目し、さらに多角化が

相当程進展したものが「コングロマリット」（１

ページ）であると述べ、「血の継承」（５ページ）

に注目する。創業者がどのようにして「世襲の永

続性」を目指すのか、コアサークル（創業者一族）

と専門（俸給）経営者層（外円）を巧みに組み合

わせ、持続的発展が可能な仕組みを作り出すメカ

ニズムの解明を企図しているのである。そして最

終的には、「先進国市場とは異なった新興国市場

でのコングロマリットの形成と戦略性」（10 ペー

ジ）に検証を加えるとしている。

　これまでコングロマリット（非関連多角化）に

関する多くの先行研究は、主として先進国を対象

としたものであり、主な結論はコングロマリット

へ進むことは経営戦略面において、取引コストや

組織維持コストの増大などから合理的な根拠がな

いというものであった。事実、先進諸国の大企業
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にとっては、1980 年代以降「選択と集中」が合

言葉となり、こうした潮流と合致したアカデミッ

クな研究論文が数多く存在している。要するに、

コングロマリットの否定論である（11 ページ）。

しかし、著者は、新興国市場では通常（先進国で）

考えられる多角化を越えた「超多角化（Super-Di-

versification）」が発生し、非関連分野を伴った幅

広い多角化を戦略の要として新興国市場での競争

力を強化するという立場から、コングロマリット

肯定論を宣言している（12 ページ）。この際、著

者は、市場の発展段階・中心産業の推移といった

時間概念を援用し、1970 年代以降、規制緩和と

市場経済の発展という両軸から「専業型」「関連

多角化」「非関連多角化」といった３つのステー

ジに分けて、東南アジアにおける多角化の進展を

説明し、1980 年代以降の「選択と集中」という

先進国市場での議論がアジア新興国において適用

されるものではないとしている（15 ページ）。

　また、本書全体を貫くキーワードに「FMCG

（Fast Moving Consumer Goods）」という用語が

ある。回転率の高い消費者向けの商品のことで、

本書では特に食品・飲料系の一般消費財を指して

おり、これを「内需産業」として位置づけている。

先進国の場合、これらの商品を扱う企業で「（非

関連分野を含めて）超多角化」する企業は、日清

食品やグリコ・森永、コカコーラなどを想起すれ

ばわかるように皆無である。キリンやサントリー

でも多少の多角化進展はみられても業界・業種の

区分を越えた複数の中核事業を持つコングロマ

リットとは言えない（21 ページ）と著者は言う。

　そして、本書の検討課題は「新興国の特性」と

「経営者の戦略的意思決定」である。先進国にお

いては、「軽工業・消費財産業→重化学工業・生

産財産業、高度な第３次産業」（16 ページ）へと

産業が高次化して行く歴史的経過は、19 世紀か

ら 20 世紀にかけてゆっくり時間をかけて段階的

に経てきた。しかし、新興国ではこれらすべてが

同時に共存する（共時）という特性があるため、

事業参入においては多数のオプションが存在する

ことになる。こうした状況下において、どのよう

な事業ドメインを、どういうタイミングで経営者

が選択する（した）のか、「戦略的意思決定」が

検討範囲となる（30 － 31 ページ）。

３．本書の各論（第２章～第７章）　
　第２章では韓国の食品飲料系コングロマリット

について、主にロッテ・グループを中心に述べら

れている。ロッテ・グループは、戦後日本で創業

され発展した「韓国と日本の変種的なハイブリッ

ド」財閥（45 ページ）であるが、何故、韓国に

おいてのみ高度なコングロマリットへ発展したの

か、この理由を追っている。韓国におけるロッテ

は日韓基本条約締結（1965 年）直後の 67 年に日

本からの資金・ノウハウを投入して設立された

ロッテ製菓に始まるが、その後、M&A や JV と

いう方式を駆使しながら、アルミニウム、ホテ

ル、建設、デパート、コンビニ、重化学、金融な

どへとコングロマリット化してきたという経過を

辿っている（48 ページ）。そして、2016 年の時点

で、営業利益面におけるロッテ・グループの中核

事業は重化学部門となっている（53 ページ）。著

者はこの理由をひとまず未成熟市場（新興市場）

におけるオプションの多さに求め（56 ページ）、

ひとたび誕生したコングロマリットは、次の成熟

段階に向かう中で、その利点（プレミアム）を保

つためにグループ全体を束ねる「グループセン

ター」組織（ロッテの場合は日本法人）の存在に

注目し、新分野への投資決定に際して、グループ

の一体化・統一化が実現することが重要だと主張

している（54 － 55 ページ）。そして、この主張

の一般的な妥当性を知るために、アジア各国のコ

ングロマリットの事例蓄積と検証が必要だとして

次の第３章に引き継いでいる。
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　第３章ではフィリピンが扱われている。ここで

は、フィリピンにおける財閥の概要と事業多角化

の概観に触れた後、JG サミット・グループとサ

ンミンゲル・グループの２つを中心に展開されて

いる。JG サミット・グループでは、創業者及び

同族経営に関わる人物の記述と FMCG（フィリ

ピン最大の食品会社である URC）、非関連事業

多角化事業（航航空事業、不動産事業）および日

系企業（日清食品）との提携が叙述されている。

サンミンゲル・グループでは、東南アジアで最も

古い歴史を誇るサンミゲルビールをスタートアッ

プとした企業が、キリンビールとの提携を経て、

石油精製と電力分野へ M&A によってシフトし、

売上高でみた事業ドメインが食品・飲料の 89％

（2009 年） か ら 石 油・ 電 力 の 61 ％（2010 年）、

64％（2011 年）へとドラスティックに変貌した

ことが述べられている（85 ページ）。経済成長と

発展に対応して、異業種が事業ポートフォリオに

加わり、それが中核となってしまう事例を丁寧に

描いている（88 ページ）。

　第４章では、タイの食品飲料系コングロマリッ

トの形成と発展が述べられている。具体的には、

サハ、セントラル、シンハー・TCC、ミトポン、

CP、TUC などの多数のグループが取り上げられ

ている。この第４章で注目されるのは、「財閥の

規模が大きくなればなるほど非関連多角化が見ら

れる」（94 ページ）こと、そして「食品・飲料事

業の財閥が多い」（96 ページ）ことである。また、

提携・合弁事業などを通して日系企業との関係も

深い（97 ページ）ことが指摘されている。

　第５章ではインドネシアが扱われている。第１

節でインドネシア経済と財閥の紹介がなされ、

「クローニー（縁故）資本主義」の性格付け（129

ページ）がなされる。第２節では主要財閥の紹介

とコングロマリットに関する先行研究を紹介して

いる（138 ページ）。第３節ではサリム・グルー

プが製粉事業からセメント、金融、そしてプラン

テーション事業、食品事業へと中核事業を移して

いくこと、第４節ではその中核事業である食品事

業（インドフード）とインフラ事業が描き出され

ている。第５節では中堅財閥のウィングスを取り

上げて日系企業との提携と華人による「人的紐帯」

について述べている。最後の第６節では、先行す

る諸章、すなわち、韓国、フィリピン、タイと共

通する製品レンジの拡大（主に内需型）と外資と

の提携、M&A などの事業ポートフォリオとの関

係が述べられてる。

　第６章ではシンガポール・マレーシアが扱われ、

ここでは財閥の多角化戦略と継承が取り上げられ

ている。内容的には、華人系財閥優位の構造（158

ページ）が示され、不動産事業主導のコングロマ

リット（162 ページ）としてファーイースト・グ

ループ、ホンリョン・グループ、及び食品系コン

グロマリットのクオック・グループが取り上げら

れている。この章では、特に継承問題に関して、

創業者たちはいずれも 80 歳を超えて長命であり、

次世代後継者への継承を済ませていることを特徴

としている。世襲および一族による経営支配を保

ちながら、部門ごとに専門経営者を入れて融合す

るスタイルであることが示されている。

　第７章では、最後にインドが扱われている。イ

ンドではアジアで群を抜いて古い歴史を誇る財閥

が 多 い こ と が 説 明（190 ペ ー ジ） さ れ た 後、

FMCG 型の４事例（ワディア、ITC、UB グルー

プ、ニルマ）が扱われ、いずれもコングロマリッ

ト化は、戦略的意思決定によってなされてきたこ

とが示されている（212 ページ）。第７章の後半

では継承の問題が扱われ、リライアンスとタタの

２事例を考察している。リライアンスでは２代目

で兄弟間の分裂（2002 年）が起こり、タタでは
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専門経営者への継承（2017 年）が７代目で発生

しているが、創業者一族が「所有権」を確保して

いる限り、先進国（アングロサクソン型）のよう

な所有と経営の分離には一定の留保が必要だと述

べ（221 ページ）、アジア新興国の特異性を明ら

かにしようとしている。

４．評者のコメントと問題意識
　最初に、本書の学問的意義について４点ほど触

れる。

　第１に、食品・飲料系をはじめとした FMCG

をスタートアップとした「内需型」のコングロマ

リットは、アジア新興国において、多数散見さ

れ、従来の先進国モデルとは異なったコングロマ

リットの「肯定論（プレミアム）」に関する結論

を導いている点である。これは従来の先進国を対

象としたコングロマリット研究における「否定論

（ディスカウント）」とは明らかに異なっていて、

本書の特筆すべき貢献といえる。

　第２に、理論に関する貢献、特に内部化に関す

る理解の深層追究が上げられる。垂直統合による

内部化は、グループの規模が大きくなるほど内部

取引の額も比率も大きくなること、また内部取引

比率の高さは不正会計や不正資金操作の温床とな

りやすいこと、（54 ページ）を取り上げている。

「内部化理論」に関して、現象を説明する道具と

して肯定的に捉えるのではなく、否定面をも描き

出している点が特徴的である。それ故、垂直統合

（99 － 100 ページ）」と「水平的な展開」（102 ペー

ジ）の対比を通して、内部化とコングロマリット

の関係を論じており、大変興味深い。

　第３に、そもそも内部化は「市場への不信・不

確実性」から発生（カッソン 76））する。取引き

に際して、「市場」ではなく「内部」を選ぶので

ある。これは欧米をはじめ資本主義経済の体制が

整った先進国では、「市場」と「内部組織」の選

択の議論から始まることを意味している。ところ

で、本書の対象とするアジア新興国では、食品・

飲料系など川上から小売、流通網など川下に至る

「供給ネットワークの構築に十分対応できないた

め、自ら『内部化』せざるをえない」（100 ペー

ジ）。つまり、著者は、市場の確立が十分にされ

ていない択一の状況下での「内部化」を説明して

いるのである。未成熟な新興国市場においては、

「内部化」概念に関しても先進国の２者択一とは

異なったものであり、この択一型のそれは内部化

概念の理論的拡張といえるものである。

　第４に、いわゆる「内部化」だけではなく、海

外企業との提携・JV はもちろん日本の商社やア

メリカのコンサルティングファームの役割（120

ページ）などにも触れており、外部経済（外部化）

とのバランス、つまり、結果として「内部化」と

「外部経済」の理論的な架け橋を試みることになっ

た点も興味深い。

　ところで、本書は、アジア新興市場におけるコ

ングロマリットに関する書物であり、ほぼ具体的

な企業事例の叙述で埋め尽くされており、理論を

直接的なテーマにしたものではない。しかしなが

ら、事実の膨大な積み重ねこそが理論の源泉であ

ることを社会科学は忘れてはならない。著者の態

度は、具体的な事実の中から、その共通項を見い

だし、それを一般化するという学問の本流そのも

のであり、これを誠実に実現したことに、まず

は、評者として感嘆と賞賛の辞を送りたいと思う

次第である。

　さて、こうした著者への敬意を前提に、評者か

らいくつかの疑問点・論点を３点ほど、以下に記

す。

（１）本書では、全般的に FMCG ＝内需型とし

て論じている。しかし、本書において、そうでは

ない記述がある。特に第４章において、タイの財

閥グループによる FMCG（特に食料飲料系）の

海外展開についての多数の叙述（101、102、109-

110、113、115、120 ページ）が五月雨的に見受
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けられる。いうまでもなく、これは外需であり、

「水平的な展開」（102 ページ）と「垂直統合」（115

ページ）の２つのケースが論じられている。この

場合、どの規模（または比率）から外需型といえ

るのか？また、どういう契機から外需型になる

（転換する）のか？国内（内需）における「コン

グロマリット化」と国外（外需）への「多国籍化」

の関係性について、一体どうなっているのであろ

うか？もう少し、この問題だけに特化した、まと

まった記述（できれば新興国全体を通貫した理論

的な章）が欲しいところである。　

（２）さらに、第５章（インドネシア）において、

サリム・グループの持ち株会社ファーストパシ

フィック（香港上場）の事業構成および資産価値

構成において、フィリピンでのインフラ事業が突

出して高いことに注目し、「『外向き』志向は内需

から国外の内需をターゲットにしたもの」（151

ページ）という、あくまでも内需にこだわった記

述がある。しかし、一般にそれは「外需」と呼ば

れるものであり、海外展開は「外需」に応える企

業行動であると解される。当該企業の母国＝本国

をトランスしてしまわない限り「内需」とは言え

ないと思うが、逆にこうした母国遷移に関する記

述、そして、まだあまり解明されていない「南－

南・直接投資」までを射程に入れて論理的解明を

していたらと思われた。

（３）また、断片的に各章において、インスタン

トラーメンを扱った記述が多数散見される（25、

40、41、99、101、141 － 145、147 ペ ー ジ）。 特

に、インドネシアを扱った第５章において、ある

程度まとまった記述（141 － 145 ページ）があり、

そこではインスタントラーメンを世界で最初に開

発したとされる日本（日清）に触れ、台湾（項新

グループの康師傅）、インドネシア（サリム・グ

ループのインドフード）、韓国（農心）を扱い、

上位 3 社の売上高比較や世界市場の動向などが記

されている。そのために、本来のインドフードを

扱うはずの章が約５ページに渡って断続すること

になってしまっている。本書は各国別の章編成ス

タイルを取っているが、インスタントラーメンが

国際商品であり、日本発祥とするなら、その伝播

過程、企業間連携など、国際ビジネスの動態など

を明らかにするために、FMCG 商品としてのイ

ンスタントラーメンの章あるいは節といった「（産

業の）横串のスタイル」を新たに加えることで、

別の視点から読者にわかりやすく伝えることがで

きたのではないかと思われる。

　最後に、本書全体に関して、評者の感想を３点

ほど記す。　

（１）まとめの章がない。第１章の総論に続く第

２～７章は、アジア各国の各論になっており、超

多角化の分析視覚がどのような結論になったの

か、最後にまとめて示されていない。まさに、

「画竜点睛を欠く」という状態である。評者の私

見では、この場合、第１章の総論において叙述し

ている本書全体の問題意識・鳥瞰・結論が共に混

在しているので、これを分割し、新たに結論部分

を拡張して第８章にすればよかったのではないか

と思われる。また、第１章第４節は「台湾・統一

企業グループ」を扱っているが、これは第１章が

総論としての役割を果たすと考えた場合、適切で

はない。「台湾」を新たな章として扱い、分離す

る必要があると考えられる。

（２）各国財閥のルーツが華人に由来することの

記述も多数散見される。第３章（フィリピン）で

はゴコンウェイ・グループの創業者が中国福建省

（66 ページ）、第４章（タイ）では CP グループ

の創業者が中国湖州（116 ページ）、第５章（イ

ンドネシア）ではサリム・グループの創業者が中

国福建省（139 ページ）、第６章（マレーシア）

ではクオック・グループの創業者が中国福建省

（171 ページ）の出身といった具合である。さらに、

ワークウイングス・グループ（インドネシア）と
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CP グループ（タイ）のケース＝婚姻関係による

国境を越えた華人系の「人的紐帯」（155 ページ）

などの記述もあり、読み進めていくに連れて、何

故、どのようにして、華人系財閥が 20 世紀初頭

から形成され、どのように歩み、21 世紀にどう

なるのかといった疑問や想像が読者の頭を駆け

巡り出す構図になっている。分散的な記述では

なく、著者による統一的な「華人系ネットワーク」

の拡張を期待したい。

（３）全体的に難解な言葉や多岐にわたる論理展

開が多く、読みづらかった。たとえば、韓国の

ロッテ・グループがメインである第２章では、第

１節でアジア全般のコングロマリット、第２節で

「農心」や「CJ」など他の財閥を扱ったため、本

論（ロッテ・グループ）に入るまで（図表を含め）

実に 12 ページもあり、疲れてしまった。第３章

では、第２節で JG サミット・グループの超多角

化の具体例として LCC の後に不動産が紹介され

ているが、小売業や他のグループ（アヤラ・グルー

プ）のトピックが途中挿入（71 － 72 ページ）さ

れているために、ここでも本論に入るまで（テー

マに繋がる論理になるまで）頭の切り替えが必要

になってしまった。第５章（インドネシア）でも

同様にメインのサリムとウィングスという２つの

グループに入るまで、導入が（図表含め）12 ペー

ジもあって、他のグループの沿革紹介やトピック

（スハルト政権や煙草産業など）などがいっぱい

に散りばめられており、本論に辿り着く時までに

は、相当疲れてしまった。要するに、メインに入

る前にあまりにも多くの前菜でお腹いっぱいに

なってしまったのである。これは著者が学問に忠

実であり、その誠実な人柄を表しており、それ

故、より正確で全面的な記述を著者が期したこと

に由来すると考えられる。しかし、より平易な言

葉を使い、読み進むにつれて１つの課題目標に向

けて「謎解き」でわくわくするような、わかりや

すいストーリー展開を準備することも大切だと考

える。読者に最後まで読んでもらってこそ、本書

の真の価値が理解されるからである。脇道に逸れ

てしまう詳細は、それなりに興味深いことではあ

るが、事前に詳細をすべて知らない読者にとって

は、返って煩雑であり、断続は逆効果となってし

まう恐れがある。少なくとも評者である私にとっ

ては、これはとてももったいなく、残念なことだ

と感じた。章末に付論として、別トピックとして

論じてくれればと感じた次第である。

　しかしながら、上記３点はマイナーな点にすぎ

ない。これによって本書の「真の価値」が決して

減じることはないことを断言し、評者による書評

としたい。
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李�瑞雪、天野倫文、金�容度、行本勢基�著
『中国製造業の基盤形成�―金型産業の発展メカニズム―』
白桃書房（2015 年４月 10 日）

評者　吉原 英樹（神戸大学）

書　　評

（１）本書の概要
この書評でとりあげるのは、李瑞雪・天野倫

文・金容度・行本勢基（2015）『中国製造業の基

盤形成―金型産業の発展メカニズム―』白桃書房、

292 ページ、である。以下、本書という。

本書のねらいは、金型産業の研究を通して、中

国製造業の基盤形成・発展のプロセスを浮き彫り

することである（はしがき、ⅱページ）。

本書は、つぎの３部構成になっている。

第１部　発展の構図：中国金型産業の構図の概観

第２部　発展の地域別特徴

第３部　発展のメカニズムと理論的視角

目次は、つぎのとおりである。

第Ⅰ部　発展の構図

第１章　中国金型産業の生成と発展

第２章　政府の役割―産業育成・振興政策―

第３章　 市場と組織の相互作用―産業発達と市場

組織化―

第Ⅱ部　発展の地域別特徴

第４章　長春：国有企業の影と改革

第５章　 大連：日系金型企業の進出と国際分業の

展開

第６章　上海・蘇州地域：多様性と市場主導

第７章　 寧波・台州：民営企業の生成と発展プロ

セス

第８章　 広東：部品加工集積とインフラ型産業の

新展開

第Ⅲ部　発展のメカニズムと理論的視角

第９章　 金型産業集積の市場連結メカニズムと金

型企業の市場戦略

第 10 章　 金型産業における供給体制の確立と技

術能力

第 11 章　 企業家叢生のメカニズム

第 12 章　 台日サプライヤーの中国進出とアライ

アンス―国際化戦略における能力補完

仮説―

先行研究、資料などの検討・活用のほかに、著

者たちは現地調査を実施している。2006 年に、

４名が、上海・昆山・蘇州、浙江省、長春・大連、

広州・深圳で調査を行っている。この現地調査が、

本書の研究方法の特徴であり、研究において重要

な役割をはたしている。なお、この現地調査につ

いては、その問題点をふくめて、のちにとりあげ

る予定である。

（２）評価できるところ
本書は、中国の金型産業・企業の全般的なこと、

基本、概要を知るうえで貴重である。本書には、

中国の金型産業・企業について多くの発見事実が

ある。

著者たちが明らかにした中国の金型産業・企業

にはつぎのような特徴がある。

数の多さ、量の大きさ

成長の速さ

下からの発生

工業団地

低学歴（大卒でない）の経営者

需要プル（急速な工業の成長・発展に引きずら

れて生成発展）

世界の工場に対応して世界で最大の金型産業が



生まれる

著者たちの記述には、熱気があり、臨場感があ

る。また、現地調査にもとづくために、記述は詳

細であり、具体的であり、リアリティに富む。い

くつか例示したい。

�地方政府の区画した金型団地に金型企業が実

際に集積しているところはすくない。�中略�金

型団地内の入居企業の中に、金型と関連性のない

企業も多数含まれているのが実態である（30 ペー

ジ）。

�NC、CNC の工作機械 33 台、３次元測定器

４台、熱処理設備２基、プレス機械 23 台が稼動

されており、そのうち、７台の工作機械と 22 台

のプレス機が中国製で、それ以外の機械が輸入機

械であった（68 ページ）。

同社（評者注：広州豊田発動機）は DC 金型を

有しており、過去には、金型の交換に 40 分もか

かったこともあったが、今は５分で済むように

なった。それには、脱着が簡単なスライド式への

変化が重要であった。�中略�工具には番号がつ

いており、整然と管理されている（160 ページ）。

なお、日系顧客企業の場合、設計者が図面の注

記に日本特有の表現やノウハウ的なことを記すこ

とが多い。技術部や設計部ではその辺りをきちん

と汲み取るように指導している（175 ページ）。

トヨタ流の設計・生産思想を現地に定着させ

ている（261 ページ）。検査工程にも特徴があり、

トヨタの「自主検査体制」の思想が導入され�（262

ページ）。

世界の市場で中国企業が強いのは、ICT、ソフ

トウェアなどであり、中国企業が弱いのは、自動

車、精密化学、工作機械、電機、建機などである

といわれる。金型産業・企業の急成長・発展をみ

ると、製造業の広い分野で中国企業は強くなって

いるようであり、この通説は修正の必要がありそ

うである。

（３）不満なところと課題
結論の章がほしい。そして、本書の統一的メッ

セージ、発見事実の全体像、理論的・実務的イン

プリケーションなどを明確にしてほしい。いまの

ままでは、印象がうすく、訴求力が弱い。

現地調査について、いくつか注文をつけたい。

現地調査は１回だけのようだが、現地調査の詳

細（調査の日数・期間・時間数、調査のテーマ・

質問項目、インタビューの相手など）を明らかに

してほしい（281 ページ）。

金型調査リスト（278 － 279 ページ）には、金

型企業でないところが含まれているように思われ

る。

国際比較の視点を充実させてほしい。中国の金

型産業・企業の特徴を日本などとの比較で論じて

ほしい。第 12 章では、日本と台湾が比較して論

じられている。この章は充実しており、貴重であ

る。中国と、日本、韓国、東南アジアなどとの国

際比較を希望したい。なお、東南アジアでは金型

需要が内製もしくは輸入によって満たされる（189

ページ）。これは重要な指摘であり、深く、くわ

しく論じてほしい。

著者には日本人２名がふくまれており、また、

中国人と韓国人も日本にくわしい研究者であるの

で、日本との比較には適任である。

ハイアールと提携・合弁などをした三洋電機の

井植敏の「ハイアールの金型工場をみて、負けた

と思った。」という発言が、わたくしの印象にの

こっている。（巻末の参考文献）

わたくしは、この発言を読んだあと、ハイアー

ルの金型工場を見学した。その前に見学した日本

の大手エレクトロニクス企業の金型工場とのちが

いにおどろいた。大きくひろく、清潔であり、明

るい。そこではたらく作業者が若い。女性もいる。

わたくしは、2010 年に、松下のエアコン工場

（広州松下空調器）を見学した。そのとき、珠海

格力電器との比較の説明をうけた。バリがあって
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もよい。あとで削り取る。そのため、金型は高度

なものを要求されない。日本の金型は、中国企業

からは過剰品質の金型と思われているとのこと

だった。

本書を読み進むうちに、知りたくなること、疑

問が、つぎつぎにでてくる。このことは、本書が

よい本であることの証拠と思われる。今後の研究

課題としてあげることにしたい。

疑問１．金型の技術・ノウハウは職人的技術・

ノウハウであり、内部蓄積、オン・ザ・ジョブ・

トレーニング（OJT）、経験にもとづいて、累積

的に進展していく。短期間に習得するのは困難で

ある。なぜ、中国では金型企業が短期間に増大・

成長・発展したか。

疑問２．金型産業が中国人をひきつける理由が

わからない。中国人にとっての魅力的な就職先は、

金融、ソフトウェア、製造業の順であり、企業の

規模では大企業、中企業、小企業の順である。金

型産業・企業は就職先として魅力がとぼしいはず

である。とくに、若い人、高学歴者、女性には魅

力に欠けるのではないか。

わたくしが本書を書評するときに、つぎの３つ

の時点が気になった。現地調査：2006 年、刊行：

2015 年、書評：2019 年。本書は 2006 年の調査

をもとにしている。10 年以上も前の調査である。

このあいだに、生産に大きな変化が生じている。

モジュール化、ロボットの利用、電子化、ソフト

化、などである。本書の論述は、時代遅れになっ

ていないだろうか。

（４）結論
本書は、中国の金型産業・企業の概要、歴史、

地域別特徴などを知るうえで貴重な書物である。

類書がないので、このテーマで研究するときに本

書を参考にしなければならない。また、実務家に

も有益な書物である。

本書は、書名からわかるように中国の金型産業・

企業をテーマにする研究書である。本書の特徴と

して、総合性と多様性をあげたい。４名の研究者

が分担して研究している。研究者のあいだの調整

は強くなく、それぞれが自分の得意とするところ

をだしている。１つの理論に依拠するものではな

い。関連する理論がアドホックに使われている。

現地調査を中心にして、文献、資料などを利用し

ており、研究の方法は多様である。

中国の金型企業の現地調査にもとづく事例研究

が充実している。事例研究の対象の中国金型企業

は 10 社をこえており、それぞれ２ページから５、

６ページの長さである。中程度にくわしい事例で

あり、中国金型企業の実態を知るのに適している。

事例研究が本書において中心的な位置を占めてい

るといえるかもしれない。

【参考文献】
高橋文郎「ハイアール 中国最大の家電メーカー

の成長戦略と国際戦略」『青山マネジメントレ

ビュー』第８号、2005 年 10 月号、９ページ。わ

たくしの記憶にある文献ではないが、同じ趣旨の

記述がでているのでここにあげることにしたい。

本書にはすでにつぎの書評がある。苑志佳『イ

ノベーション・マネジメント』第 13 号、111 －

117 ページ。



Integration management of cross-border M&A and cross-border alliance

Jusuke IKEGAMI

Waseda University

Abstract

While the strategic importance of cross-border M & A and cross-border alliances is increasing for 

Japanese companies, the research on integration management is limited. This article is based on the 

keynote address of the national conference of the Japan Academy of International Business Studies 

in 2018, “Post Merger Integration (PMI) in cross-border M & A and alliance governance in cross-

border alliance”. We will ask about the possibility that “integration management” can be a frontier of 

international business research, and the possibility that these M&A studies and alliance studies can 

be complementary in integration management.

There has been considerable research accumulated on alliance management capabilities, which 

refers to the ability of companies to collect, share and store alliance management knowledge and 

apply this knowledge to current and future alliances. Research on alliance governance (how to 

manage opportunistic behavior of alliance members) will be important. In M & A research, the 

emphasis has shifted from “What are the desirable conditions for M&A?” To “How to integrate merged/

acquired companies?”. PMI methods can be categorized by two axes: strategic interdependence and 

organizational autonomy. If synergies can be expected due to high interdependence and organizational 

autonomy, a “symbiotic” PMI is appropriate. In the future, it will be necessary to study how to manage 

symbiotic type PMI.

The case of Nissan (and Renault) may provide various suggestions by having two points of view 

in analyzing this case, one is the strategic alliance of these two companies and the other is PMI by 

Renault. We also could lean the pros and cons of synergy realization over a long period of time. The 

case of Recruit corporation is a symbiotic advanced case of Symbiotic PMI in cross-border M & A, and 

shows the importance of having a clear management strategy as the background of M & A.
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A cross-national study of the consumer responses to SNS advertising

KIM Hyeogjung

Shizuoka Sangyo University

Abstract

This study aimed to reveal the consumer responses to SNS advertising. In particularly, this 

study investigated the relationships among consumers’ use motives of SNS, attitudes toward SNS 

advertising, and behavioral intention. At the same time, this study also examined the influence 

of nationality on these consumer responses. A questionnaire survey was conducted for university 

students in Japan and Korea for analysis. As a result, it turned out that there is a positive correlation 

between attitude and behavioral intention. In addition, it was found that sociable motive affects both 

attitude and behavioral intention. Finally, comparing Japanese and Korean university students, high 

similarity was confirmed in consumer responses. This study provides a better theoretical and practical 

understanding of consumer responses to SNS advertising in international marketplaces. 
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Internationalization and Business Independence of SME in Regional Industrial Agglomeration: 

Measuring of DOI (Degree of Internationalization) and 

Business Independence of SMEs in Hitachi Area.

Koichiro SUGATA

Associate Professor, Department of Management, 

Faculty of Management and Administration, Tokiwa University

Abstract

Through the perspective of business independence, this paper explores how SMEs in the regional 

industrial agglomeration internationalize by focusing on and analyzing the SMEs located in the 

Hitachi area. Concerning the internationalization of SMEs, some previous research suggests that 

cutting edge technology adaptable only to niche market triggers the internationalization of SMEs, 

while others explain SMEs internationalization exploiting the Uppsala model in behavioral terms. 

Regarding business independence of SMEs, previous research reveals that the development of SMEs’ 

own technology derives the price bargaining power leads to the realization of business independence. 

On top of such arguments it has been pointed out that both SMEs’ internationalization and business 

independence proceeds in a mutually complementary way. But there has been no research trying to 

quantitatively analyze internationalization and business independence of SMEs located in a regional 

industrial agglomeration like the Hitachi area. 

In this paper we try to revise and combine the DOI index and business independence index and try 

to analyze SMEs using the ideal profile method. Specifically we interviewed 49 SMEs in the Hitachi 

area and received answers via a questionnaire survey from 41 companies. 

The DOI index includes internationalization stage, performance, ability to coordinate outsiders, and 

recognition of management for internationalization. The DOI index items based on previous research 

in western countries are revised to be adaptable to the reality of SMEs located in Japanese regions. 

As the result of the questionnaire survey, it became clear that the majority of the SMEs are 

already attaining business independence, and even though the majority of the SMEs are domestic, 

around 20% are proceeding to internationalize while there are no SMEs just following the MNCs. 

Additionally we discovered different and diverse characteristics of DOI and independence among 

types of industries. 

Overall, we conclude that the SMEs in the Hitachi area are no longer functioning as outsourcing 

companies. Instead, they are developing their technologies and improving their capabilities in order 

to internationalize themselves, realize business independence, or both.
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Establishing Inter-organizational Relationship in the Semiconductor Industry:

A Case Study of the Business Relationship between 

TSMC and Japanese Equipment Manufacturer J

Ing-Shane Yung,

National Chiayi University (TAIWAN), Department of Business Administration

Yoshitaka ABE

National Chiayi University (TAIWAN), Graduate School of Business Administration

Abstract

This study attempts to clarify the process of establishing inter-organizational relationship in 

Taiwan semiconductor industry. In particular, we focus on the business relationship between TSMC 

and Japanese equipment manufacturer J. This research uses in-depth interviews of qualitative 

research to collect data. The main results are shown as follows. First, the most important thing 

about the transaction process between TSMC and J is the technology itself rather than sales price 

and service. Second, the relationship between the two organizations has developed from the initial 

simple trading relationship to the later trust relationship through the demonstration of company J’s 

equipment in TSMC’s factory. Third, the most important factor is the “demonstration” which leads to 

the building of trust relationship between the two companies. Thus, based on the coordinated actions 

of the two companies, the high mutual technological capacity leads to a high competitive advantage.

Key words: semiconductor industry, inter-organizational relationship, relationship of trust, 

competitive advantage

国際ビジネス研究第 11巻第２号

─78─



執筆者紹介

統一論題

池上重輔（いけがみ　じゅうすけ）

早稲田大学　教授

専門分野：国際経営、経営戦略、グローバル・リー

ダーシップ、事業創造

主要著書：『インバウンド・ビジネス戦略』（日本

経済新聞社, 2019）監修・共著

『シチュエーショナル・ストラテジー』（中央経

済社, 2016）単著

主 要 論 文：Ikegami, J., Maznevski, M., (2019). 

REVISITING CARLOS GHOSN’S GLOBAL 

LEADERSHIP STYLE: MAKING SENSE 

OF HIS FALL FROM POWER. Advances in 

Global Leadership Vol 12

池上重輔 (2017). グローバル・リーダーの開発：

日系多国籍企業の事例から. 日本貿易学会誌 = 

Journal of Japan Academy for International 

Trade and Business = JAFTAB journal, (54), 

56-72. 

研究論文

金　炯中（きむ　ひょんじゅん）

静岡産業大学　准教授

専門分野：国際マーケティング論

主要著書：金炯中 (2016). 『未来を創造する国際

マーケティング戦略論：標準化・適応化戦略の

理論と実践』ミネルヴァ書房．

主要論文：金炯中 (2018). 「食品企業の海外市場創

造活動―ハウス食品の事例―」『商学論纂』59 

(3･4), 109-139．

金炯中 (2018). 「異文化対応のマーケティング・

コミュニケーション戦略―食品企業の事例―」

『国際ビジネスコミュニケーション学会研究年

報』第 77 号, 31-39．

菅田浩一郎（すがた　こういちろう )

常磐大学総合政策学部経営学科　准教授

専門分野：国際経営論、中小企業国際化論

主要論文：菅田浩一郎 (2018a).「地域中小企業国

際化の研究：日立地域における金属加工業・

産業財製造業を中心に」『経済科学論究』(15) 

pp.51-61  

菅田浩一郎 (2018b).「地域中小企業国際化度合

（DOI: Degree of Internationalization）測定指

標の策定：理想プロフィール指標による測定項

目設定の試み」『常磐総合政策研究』(2) pp.1-

48

研究ノート

楊　英賢（Ing-Shane Yung）

国立嘉義大学（台湾）企業管理学系

専門分野：国際経営、経営戦略

主要論文：楊英賢 (2015). 「台湾自転車産業の発展

と A-Team が果たした役割－製品アーキテク

チャの視点から」『国際ビジネス研究』第７巻

第１号, 131-148

Ing-Shane Yung & Chin-Fa Tsai (2016). 

Product Architecture and Organizational 

Capabilities’ Impact on Performance – Taiwan’s 

IT Industry」『Int. J. information Technology 

and Management』15(3), 227-250.
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会　　報

2019 年度（第 26 期 2019 年 4 月～ 9 月）部会活動報告
関東部会
第 97 回 2019 年 4 月 27 日（土）

会場：早稲田大学 11 号館 4 階大会議室

司会：臼井哲也（日本大学）

総括：新宅純二郎（東京大学）

「我が国における中国企業・産業研究の最前線：分厚い記述に基づく分析」

（１）中国におけるニューリテールの現在　

　　 ―アリババとそのクライアントの取り組みを中心に」

成田景堯（松山大学）

秦 小紅（東海学園大学）

（２）中国企業の革新が提起する問題群　―コア技術内製化、社会実装、米中摩擦―

伊藤亜聖（東京大学社会科学研究所）

第 98 回 2019 年 7 月 20 日（土）

会場：東京大学大学院経済学研究科 学術交流棟 小島ホール 2 階　

司会：臼井哲也（日本大学）、大木清弘（東京大学）

「研究すべきテーマの発見，深耕，そして世界との対話」

（１）問題提起　臼井哲也（日本大学）・大木清弘（東京大学）

（２）特別講演　藤本隆宏（東京大学）

（３）パネルディスカッション

 　　パネリスト：臼井哲也（日本大学）、大木清弘（東京大学）、新宅純二郎（東京大学）、

 　　　　　　　　福澤光啓（成蹊大学）、藤本隆宏（東京大学）

第 99 回 2019 年 9 月 28 日（土）

会場：早稲田大学総合学術情報センター国際会議場　3 階　第 2 会議室

「国際ビジネス研究における「理論」とは何か？ 」

（１）問題提起・司会　 大木清弘（東京大学） 

（２）報告　安田直樹（東京理科大学）

（３）報告　山本崇雄（神奈川大学）

（４）報告　立本博文（筑波大学）

（５）全体ディスカッション 

 　　司会　臼井哲也（日本大学）
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（６）総括　新宅純二郎（東京大学）

北海道・東北部会
第 12 回 2019 年 8 月 17 日（土）

会場：北海道大学　人文・社会科学総合教育研究棟　1 階Ｗ 102 号室

司会：岡田美弥子（北海道大学）

（１）タイ、中国における日系自動車メーカーの開発人材の戦略的相違

中山健一郎（札幌大学）

（２）多国籍企業の参入と撤退の地域間格差

林 正（中央大学）

（３）カナダ大企業の特徴―Fortune 誌を参考にして―

榎本 悟（岡山大学名誉教授、前関西学院大学教授）

関西支部
第 51 回　2019 年 6 月 15 日（土）

会場：大阪大学豊中キャンパス 法経研究棟 5 階 509 号室

guest presentation

（１）Entry Modes of SMEs in Traditional Sectors: A Comparison of Bali and Osaka 

Agoes Rahyuda（Udayana University, Bali, Indonesia）

requital presentation

（２） An SME’s Managerial Cognition in Internationalization and the Partner’s Ability: A Comparative 

Study of Bali and Osaka 

Koichi Nakagawa（Osaka University）

（３） An Agent-Based Computational Model of How Transactive Memory System Becomes Ineffective 

Over Time and When It Is Revitalized. 

Wu Jiunyan（Ph.D. student, Kyoto University）

（４） Work Value of Factory Workers in Thailand: Case Study of Japanese Steelmaker in Rayong 

Province. 

Miyako Imamura（Ph.D. student, Osaka University）

（５）Measuring Institutional Voids: A Validation Study from Japanese Multinationals

 Tomomi Imagawa (Ph.D. student, Osaka University)
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中部支部
第 36 回 2019 年 5 月 18 日（土）

会場：南山大学 Q103 教室

開会の辞：林 尚志（南山大学）

（１）新興国市場の制覇：インド自動車市場におけるスズキの競争力

上野正樹（南山大学）

コメンテーター：伊藤清道（中京大学）

司会：古川千歳（愛知大学）

（２）繊維・アパレル産業における国内生産の組織フィールド：

 　　オフショアリング後の国内生産に関する制度論的アプローチ

田中英式（愛知大学）

コメンテーター：澤田貴之（名城大学）

司会：下野由貴（名古屋市立大学）

（３）「PC 企業のマス・カスタマイゼーション戦略：Fisher（1997）議論の再考」

石 瑾（埼玉大学）

コメンテーター：具 承桓（京都産業大学）

司会：高 瑞紅（大阪経済大学）

（４）事例発表＜国際開発学会東海支部との共催企画＞

 　　SDGs による経営：世界規模の自動車リサイクルネットワークの構築に向けて

馬地克哉（会宝産業株式会社 専務取締役）

司会：林 尚志（南山大学）

中四国部会
第 14 回　2019 年 5 月 18 日（土）

会場：広島経済大学立町キャンパス 

司会：米田邦彦（広島修道大学）

（１）成熟産業における中国 SME の国際化：現状と今後について

呉 贇（徳山大学）

司会：有村貞則（山口大学）

（２）「日本的経営の海外移転―国際企業における起業家精神―」

大城朝子（福山大学）

司会：山内昌斗（専修大学）
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（３）国産品意識が国際ブランド消費への影響に関する実証研究

 　　～中国人消費者の日中ブランド消費を中心に～

李 玲（広島市立大学）

司会：平野 実（県立広島大学）

（４）「外資系企業の立地選択」

竹之内 秀行（上智大学）

司会：李 在鎬（広島市立大学）

（敬称略）
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編 集 後 記

『国際ビジネス研究』第 11 号第２号をお届けいたします。本号には、合計 10 本の投稿がございました。

そのうち、最終的に掲載に至りましたのは、研究論文２本、研究ノート１本でした。このほかにも本号に

は、書評が２本、招聘論文が１本ございます。本号の特色は、まさしく多様なスタイルの研究成果が一堂

に会している点であるといえます。そして、こうした多様な研究成果が生まれる土壌には、日々の部会活

動での地道な研究蓄積があるといえます。部会活動の活性化が全国大会での議論の精度を高め、全国大会

の活性化が学会誌のレベルを押し上げる、こうして優れた研究の詰まった『国際ビジネス研究』がまた再

び、新たな探究心を会員にもたらす──こうした好循環こそが、まさに学会活動の醍醐味であり、また社

会的使命でもあるといえるでしょう。本号の作成にあたり、これまで同様、多くの皆様にご協力をいただ

きました。査読を担当していただいたレフェリーの方々には、この場をお借りして厚く御礼申し上げます。

また、学会誌編集委員長である周佐先生には、編集作業の責任者としての任にとどまらず、前号より編集

委員会に加わった新規メンバーとの調整役として、多大な負担をおかけしてしまいました。さらに、編集

委員会を支えていただいている吉廣様をはじめとする事務局の皆様にも、厚く御礼申し上げます。

　2019 年 10 月

学会誌編集委員会

關　智一

レフェリー（敬称略）

馬 場 　 一 江 藤 　 学 古 川 裕 康 林 　 尚 志 今 井 利 絵

神 田 　 良 兼 村 智 也 笠 原 民 子 真 鍋 誠 司 中 谷 安 男

大 木 清 弘 四 宮 由 紀 子 宋 　 元 旭 富 田 純 一 内 田 康 郎

山 本 崇 雄 安 本 雅 典 米 澤 聡 士

委 員 長 周 佐 喜 和

編 集 委 員 原 田 　 将 稲 村 雄 大 銭  佑 錫 河 野 英 子

李 　 瑞 雪 關 　 智 一 高 橋 意 智 郎 立 本 博 文

富 田 純 一 安 田 賢 憲 行 本 勢 基
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投 稿 規 程

１．本誌は、国際ビジネス研究学会の機関誌であり、年２回（３月末と９月末）発行される。本学会の個

人会員（法人会員を除く）は、投稿資格を有する。なお、共著の場合は、第一執筆者が本学会の個人会

員でなければならない。原稿は編集委員会の依頼する匿名レフェリーによる審査を受ける。このとき、

記述の修正が求められる場合もある。

なお、原稿は初出のもので他誌への投稿予定のないものに限る。

２．投稿できるジャンルは、以下の２つとする。

①　論文（Article）：国際ビジネスに関する、学術研究にふさわしい厳密さと的確さを有するオリジナ

ルな著述で、問題提起・方法論・分析結果とその理論的考察・明確な結論を備えたもの。理論的、実

証的、または方法論的に、本学会の学術研究の発展に貢献しうるもの。 

②　研究ノート（Research Note）: 先行研究を多数引用し、それらの成果や問題点について解説した

もの。または、独自の調査やオリジナルな個別事例についての結果・報告で、国際ビジネスの研究を

進めていく上で資料的価値を認められるもの。

　　投稿時には、どちらのジャンルで応募したのかを、明記する。ただし、編集委員会の判断により投

稿者にジャンルの変更を求める場合がある。

３．一名の（個人）会員が、第一著者として一回に投稿できるのは、原則として一本に限ることとする。（単

著論文・研究ノート及び第一執筆者となっている共著論文・研究ノートの合計一本。第二執筆者以下と

なっている共著論文・研究ノートは含まない）。また、同一号に掲載可能な第一著者としての論文・研

究ノートも、原則として一本に限ることとする。

４．本誌に掲載される論文、研究ノートの著作権は本学会に帰属するものとする。但し、執筆者が転載を

希望する場合については原則認めるものとする。

５．提出／問い合わせ先：国際ビジネス研究学会 リエゾン・オフィス

〒162-0041　東京都新宿区早稲田鶴巻町518司ビル3F　IBI国際ビジネス研究センター内

 TEL: 03（5292）6056　　FAX: 03（3203）5964

 e-mail: jaibs@ibi-japan.co.jp

６．原稿提出締切日　年２回、３月 31 日と９月 30 日。

執 筆 要 項

１．原稿は日本語または英語とする。原稿はＰＣワープロソフトのワードで作成すること。書式はＡ４版

横書きとし、文字サイズは、11 ポイントとする（表を除く）。表紙を除く原稿の全ページについて、ペー

ジ番号を連続して打つ。日本語原稿の場合、ページ設定は 40 字× 36 行とする。

２．原稿はＰＣワープロソフトのワードで保存したファイルを指定のＵＲＬ投稿サイトにアップロード

した後ハードコピーで３部提出する。

３．原稿は、表紙、要旨、本文（図表含）、注、参考文献の順で構成し、執筆者紹介と謝辞は別紙に添付する。
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４．表紙ページには次の内容を記載する。

（a）表題（日本語原稿の場合は、日本語と英語の両方）

（b）執筆者の名前、所属（日本語と英語の両方）

（c）連絡先住所、電話番号、Ｅメールアドレス

（d）キーワード（５つ）

５．日本語原稿、英語原稿ともに、１ページ目（表紙ページの次のページ）には、日本語文で1,000字以

内の要旨を作成する。２ページ目には、英語文で350語以内の要旨を作成する。なお、英語文について

は、事前にネイティブチェックを受けておくこととする。日本語が第２外国語の場合、日本語のネイ

ティブチェックを受けておくこととする。

６．本文は、３ページ目から執筆する。本文の冒頭には、表題を書くこと。執筆者の名前や所属等は、書

いてはならない。本文、図表、謝辞、注、参考文献、および執筆者紹介等を含めた原稿の分量は日本語

原稿で 20,000 字以内（１ページ＝ 40 字× 36 行で、14 ページ以内）、英語原稿で 7,500 語以内とする。

７．図表は「図」（英語では“Figure”）と「表」（同“Table”）とに分け、それぞれ通し番号と標題を付け、

本文中に挿入する。なお、表の中に使用する文字に限り、文字サイズは９ポイント以上とする。( 図の

タイトルは下、表のタイトルは上に挿入 )

＜例：日本語＞図１　日本企業の知的財産権組織

＜例：英語＞Figure 2　R&D Productivity

＜例：日本語＞表３　川崎重工業の事業部門

＜例：英語＞Table 5　U.S. Oil Price

８．英字および２桁以上の数字は原則として半角で打つ。数式、数値の記述は通常のシンボルを利用し、

特別なシンボルは利用しない。なお、数式等については、一般の専門誌に利用される通常の約束事をこ

の原稿にも適用する。日本語原稿については、読点は「、」、句点は「。」を全角で打つ。但し、本文

中の（　）内と参考文献については「, 」と「. 」を使用する。

９．コメント、助言、研究資金等への謝辞、または報告全体に係わる注で後注とするには適当でないも

のは、別紙で添付する。掲載時に本文の後、注の前に謝辞として、アスタリスク（＊）をつけて配置す

る。

10．注釈は、文末注とし、本文中の該当箇所にアラビア数字の通し番号とする。注釈の利用は最小限にと

どめるものとする。

11．引用・参考文献は、以下に示す記載方法による。要件を満たしていない論文はリジェクトする可能性

がある。

１）本文末に一括してリストとして作成し、日本語・英語ともに第一著者名のアルファベット順に記載

することとする。英語以外の外国語文献も英語文献に準じて記載する。同一年に同一著者の論文・

著作等が刊行されている場合には、「2000a」「2000b」のように、年号の後にアルファベットで順序

をつけることとする。
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２）本文中での引用表記は、以下に示す記載方法とする。

（a）本文中での参考文献を引用する場合には、「浅川 （2002）」、「加護野・野中・榊原・奥村 （1983）」、「Hamel, 

Doz & Prahalad (1989)」とする。

（b）著者が２名の場合は、２回目以降も「江夏・首藤（1999）」、「Bartlett & Ghoshal (1989)」と連記する。

（c）著者が３名以上の場合には、２回目以降の引用には「加護野ほか（1983）」、「Hamel et al. (1989)」

と表記する。

（d）括弧内の記載については、「・・・については既に論じられてきた（浅川 ,2002 ; Bartlett & 

Ghoshal,1989 ; Hamel, Doz & Prahalad,1989）。」のように表記する。

３）参考文献の記載方法は、以下に示す記載方法とする。

（a）書籍

小池和男（2008). 『海外日本企業の人材形成』東洋経済新報社．

加護野忠男・野中郁次郎・榊原清則・奥村昭博 (1983). 『日米企業の経営比較』日本経済新聞社．

Bartlett, C., & Ghoshal, S. （1989）. Managing across borders: The transnational solution. Boston, 
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